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はじめに 

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（平成 24 年法律第 57 号。以下「小型

家電リサイクル法」という。）については、平成 25 年４月の施行から約９年が経過し、市区町村の参加

や小型家電の回収が広がり、一定の成果が上がっている。しかし、使用済小型家電製品の回収量につ

いては、当初掲げた目標である平成 30 年度までに年間 14 万トンに達しておらず、令和 3 年 3 月 1

日に改正された基本方針において、令和 5 年度までに年間 14 万トンの回収目標が示され、引き続き当

該目標の達成を目指し、回収量拡大等の方策を講じることとしたところである。 

また、近年、リチウム蓄電池を使用した製品が増加し、リチウム蓄電池そのもの及びリチウム蓄電池を

使用した製品（以下「リチウム蓄電池等」という。）が廃棄物として処理される過程で、火災事故等が発生

し、機材そのものへの被害に加えて、処理が滞ることによる社会的影響の発生、廃棄物を処理する体制

そのものへの影響が懸念されている。 

本業務においては、小型家電リサイクル法に関する各種調査や回収量向上に向けた方策検討を実施

するとともに、「令和 3 年度小型家電リサイクル法施行支援及びリチウム蓄電池等処理困難物適正処理

対策検討業務」（以下「令和 3 年度検討業務」という。）で検討を行った、リチウム蓄電池等処理困難物

対策について、その更なる精度向上や、市町村への普及促進を図るものとする。 

  



 

ii 

Summary 

In around nine years after the Act on Promotion of Recycling of Small Waste 

Electrical and Electronic Equipment (Act No. 57 of 2012; hereinafter referred to 

as “the Small Home Appliance Recycling Act") came into effect in April 2013, 

recovery of Small Home Appliance has been widely carried out through 

participating municipalities in the program, leading to an achievement of a certain 

result.  However, the recovered amount of the Used Small Home Appliance in total 

had not reached the target of 140,000 tons a year by 2018 aimed at initially.  In 

this regard, the basic policy revised on March 1st, 2021, showed the recovery target 

of 140,000 tons a year by 2023, and has indicated measures to augment further 

the amount recovered in an effort to attain the target. 

Also, the recent increase in electric products using Lithium storage batteries 

(hereinafter referred to as ‘Lithium storage batteries and the like’) has posed 

another problem when treating those as waste, because of their potential ignition 

and fire. A concern not only on impact of damage to equipment in case of an 

incident, but also social impact due to delay in waste treatment that might 

eventually be detrimental to the confidence of waste treatment system, have thus 

emerged. 

In the context above, this project is intended to implement studies related to the 

Small Home Appliance Recycling Act and make consideration on measures to 

increase the amount recovered.  

Besides, regarding the countermeasures for Difficult Items to Dispose of Properly 

(DIDP) such as Lithium storage batteries and the like which were considered with 

the Report on Support for Implementing the Small Home Appliance Recycling Act 

and Consideration on Proper Disposal of DIDP such as Lithium storage batteries 

and the like for FY2021, it is sought to improve the accuracy much further and 

promote the dissemination to municipalities. 
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1. 製品の使用・排出実態調査、フローの精緻化に向けた検討 

1.1 使用済小型家電の排出後フローの精緻化に向けた検討 

令和 3 年度検討業務で作成された使用済小型家電の排出後フローを踏まえ、フロー推計手法等の

見直しに向けた調査を実施し、令和 5 年度以降の制度見直しに向けたフロー推計方法を検討した。な

お、検討に当たり関係者へのヒアリングを５件実施した。 

1.1.1 フロー推計方法の見直しに向けた調査及びフロー推計方法の検討 

（1） 調査・検討の経緯 

小型家電リサイクル制度設計時より、制度の施行状況を把握する方法の一つとして使用済小型家電

の排出後フローを作成してきたところ。これまでフロー推計方法は、制度当初に検討されたものが踏襲

されてきたが、制度を取り巻く環境の変化に伴い、排出後フローや推計の前提条件が制度当初の時点

から変化してきている。このため、制度のモニタリング方法の一つとして使用済小型家電の排出後フ

ローについて、複数の観点から実態とずれが生じている可能性が指摘されている。 

また、多様な品目を対象とする制度の特性上、フロー全体の精緻化は極めて困難であり、制度のモニ

タリングという本来の目的に照らしたとき、必ずしもフロー中の全ての値が必要ではないとも言える。こ

のため、フロー推計方法の精緻化に拘らず、制度自体の目的を出発点として、小型家電リサイクル制度

の「モニタリング指標」として把握すべき値を整理し直す方針で、モニタリング指標の在り方を検討する

こととした。 

（2） モニタリング指標に関する調査・検討 

1） モニタリング指標の基本的考え方 

モニタリング指標は、小型家電リサイクルの課題解決に関連するものを設定することを基本的考え方

とする。また、本検討は小型家電リサイクル制度自体の見直しにも繋がる内容であるが、令和 6 年度以

降、小型家電リサイクル制度の評価・検討に関する議論の本格化を予定している。このため、本調査・検

討では制度の評価・検討に関する内容の議論はせず、制度の方向性とモニタリング指標の在り方のみを

調査・検討することとした。 

2） モニタリング指標の候補 

小型家電リサイクル制度の課題を想定しつつ、課題対応状況をモニタリングする指標として、表 1-1

のとおり指標の候補（案）を整理した。指標を 1 種類に絞り込むだけでなく、複数指標を選定する可能性

も検討することとした。また、モニタリング指標が制度に与える示唆も考慮して検討することが必要であ

る。 

 



 

2 

表 1-1 モニタリング指標の候補（案） 

指標案 算出に用いる値 算出における課題 制度への示唆 

小型家電
再生利用
率 

⚫ 再生利用量は、国が収
集するデータのみで算
出が可能 

⚫ 使用済小型家電発生量
の推計が困難 

⚫ 使用済小型家電発生量
の推計精緻化は困難の
ため、出荷台数を発生
量と同等と仮定するこ
と等が考えられる 

⚫ 再生利用率を高めるべ
きというメッセージ性
が強くなる。促進法にお
いてそのようなメッ
セージが適切か、検討
が必要か 

金属再資
源化額 

⚫ 国が認定事業者から収
集するデータのみで算
出が可能（金属回収量×
金属価格による） 

⚫ 回収率と比べて目標と
して理解が困難 

⚫ 回収を担う市町村の目
標として伝わりにくい 

⚫ 金属価格の影響により
変動する 

⚫ 金属の再資源化を促進
し、自給率を高めるべき
とのメッセージ性が強
くなる 

金属（鉱種
ごと）及び
プラスチッ
クの再資源
化量 

⚫ 国が認定事業者から収
集するデータのみで算
出が可能 

⚫ 精度も高く、経年的な目
標値として使用可能 

⚫ 政策的に重要度の高い
資源の再資源化を促進
するのに有効 

⚫ 回収率と比べて目標と
して理解が困難 

⚫ 回収を担う市町村の目
標として伝わりにくい 

⚫ 如何なる基準で指標と
なる鉱種選定を行うか
が難題 

⚫ 金属やプラスチックの
再資源化を促進し、自
給率を高めるべきとの
メッセージ性が強くな
る 

市町村の
最終処分
削減量 

⚫ 法制定の背景である
「有用な金属がリサイク
ルさせずに埋立処分さ
れていることへの対応」
の状況を端的に表現 

⚫ 市町村における、不燃・
粗大ごみに含まれる小
型家電からの金属回収
量（認定事業者その他
適正な者に引き渡され
ない量）の把握が困難 

⚫ 再生利用量を増加させ
るべきとのメッセージ
性が強くなる 

⚫ プラスチックの再資源
化/熱回収の区別は指標
の値に影響を与えない 

リチウム蓄
電池回収
量 

⚫ 国が認定事業者から収
集するデータから算出
が可能 

⚫ 社会における使用済リ
チウム蓄電池の総量の
推計は極めて困難のた
め、回収率での表現は
難しい 

⚫ 制度の本来の目的であ
る有害物質管理の文脈
が強まる 

退蔵率 ⚫ 国がアンケート調査を
実施 

⚫ 全品目についての把握
が困難 

⚫ 回収量増加に寄与する
可能性あり 

（参考） 
回収量（現
行） 

⚫ 市町村及び認定事業者
により回収された量 

⚫ 回収率と比べて目標と
して理解が困難（回収量
のみでは全体のうちど
の程度回収できたかが
分からないため） 

⚫ 「質」より「量」を優先す
べきとのメッセージ性
が強くなる（大型の低品
位品の回収がより重要
に） 

3） モニタリング指標の候補の例（小型家電再生利用率） 

モニタリング指標の候補の例として、1 年間の使用済小型家電発生量のうち、小型家電リサイクル法

に基づき再生利用1された量の割合を「小型家電再生利用率」としてモニタリング指標とした場合、下記

の算出方法が考えられる。制度目標である回収量と併せて参照することで、消費者の理解を得られや

すいという特徴がある。なお、小型家電の再生利用率を高めるべきとのメッセージに繋がるが、小型家

 
1 再生利用：リユース、リサイクル（プラスチック熱回収を含む）。リサイクルにフォーカスし、分母・分子からリユース量を除くこと

も考えられる 
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電リサイクル法は義務法ではなく、促進法であることに留意が必要である。 

小型家電再生利用率に関する調査・検討結果を表 1-2 に示す。分母、分子ともに算出における課題

が存在するため、モニタリング指標とする場合は、課題の解決策を検討する必要がある。 

 

小型家電再生利用率 ＝ 
(𝐴)１年間の小型家電リサイクル法制度における再生利用量

(𝐵)1 年間の使用済小型家電発生量
 

 

表 1-2 小型家電再生利用率に関する調査・検討結果 
 

算出に用いる値 算出における課題 制度への示唆 

(A)1年間
の小型家電
リサイクル
法制度にお
ける再生利
用量 

(A)-1 ⚫ 現在、目標として定
める小型家電回収量
（市町村又は認定事
業者等により回収さ
れ再資源化を実施し
た量） 

⚫ 市町村からその他適正
な者へ引き渡された量
の精度向上が必要か 

⚫ 小型家電リサイクル法の枠
組み内で処理量増加を目
指すべきとのメッセージ 

⚫ 制度対象とされていない
品目の取扱いが課題にな
る 

(A)-2 ⚫ 小型家電回収量のう
ち、再生利用された
金属・プラスチック等
の重量 

※ 従来の目標（回収
量）との差別化が可
能 

⚫ その他適正な者による
再生利用の詳細な状況
は未把握 

⚫ 国内資源需要量等と比較
することにより、資源自給
率を高めることに小型家
電リサイクル法が寄与する
とのメッセージが強まる 

(B)1年間
の使用済小
型家電発生
量2※2 

(B)-1 ⚫ 制度策定時に検討さ
れた 96品目の発生
量（統計に基づく市
中投入量×製品寿
命） 

⚫ 出荷量、製品寿命等の
データ不足のため、精度
低下の恐れ（分子とバウ
ンダリも揃わず） 

⚫ 制度開始当初（65万 t）よ
り減少傾向にあるため、回
収量目標（14万 t）の引き
下げの妥当性を示唆する
指標となりうる 

(B)-2 ⚫ 96品目に加え、新た
に市場投入された小
型電化製品も含めた
発生量 

⚫ 品目多様化のため試算
はほぼ不可能 

－ 

1.1.2 関係者へのヒアリング 

使用済小型家電の排出後フローの精緻化に向けた検討の参考とするため、関係者へのヒアリング調

査を 5 件実施した。ヒアリング調査の概要を表 1-3 に示す。ヒアリングで得られた結果については、

1.1.1 における調査・検討や 1.2 にて実施した検討会での議論にフィードバックした。 

  

 
2 例えば家電リサイクル制度では、回収率の分母に家電 4 品目の出荷台数を設定している例がある。発生量ではないが、統計

に基づく数値を利用可能となる。ただし、小型家電の場合、出荷統計が整備されている品目が限られるため、家電 4 品目と同様

の設定にも課題がある。 
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表 1-3 関係者へのヒアリング調査実施概要 

ヒアリング対象 調査項目 

村上 進亮（東京大学 大学院工学系研
究科 技術経営戦略学専攻 教授） 
※2回実施 

⚫ 1回目 

➢ 使用済小型家電の排出後フローの精緻化に向けた検討
の進め方について 

⚫ 2回目 

➢ 小型家電リサイクル制度に関するモニタリング指標の在
り方について 

小野田 弘士（早稲田大学大学院 環境・
エネルギー研究科 教授） 

⚫ 小型家電リサイクル制度の施行状況について 

⚫ モニタリング指標に関する検討の経緯と現状について 

※第１回検討会ご欠席のためフォローアップの位置づけでヒ
アリング調査を実施 

奥田 亘（日本鉱業協会 / DOWAエコシ
ステム株式会社 リサイクル事業部長） 

⚫ 小型家電リサイクル制度の施行状況について 

⚫ モニタリング指標に関する検討の経緯と現状について 

※第１回検討会ご欠席のためフォローアップの位置づけでヒ
アリング調査を実施 

寺園 淳（国立研究開発法人国立環境研
究所 資源循環領域 上級主席研究員） 

⚫ 小型家電リサイクル制度に関するモニタリング指標の在り方
について 

⚫ リチウム蓄電池に関するモニタリング指標の在り方について 

1.2 使用済小型家電の排出後フローの精緻化に向けた検討会の実施 

令和 3 年度検討業務で作成された使用済小型家電のフローを踏まえ、有識者及び業界関係者等（8

名）を選出し、フロー推計手法等の見直しに向けた検討会（Web 会議）を 2 回、各回 2 時間程度開催し

た。また、検討会の取りまとめと次年度以降のフロー推計方法（検討事項）の策定を行った。 

1.2.1 検討会の実施概要 

（1） 検討会の実施概要 

本検討会の委員は以下のとおり。また、本検討会各会の開催概要を表 1-4 に示す。第１回検討会で

は、1.1 における調査・検討結果について議論をいただいた。また、第 2 回検討会では、第 1 回検討会を

踏まえて調査・検討を行った結果について議論をいただき、ご指摘を踏まえて検討会の取りまとめ及び

次年度以降のフロー推計方法（検討事項）を策定した。 
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＜検討会委員（敬称略、五十音順）＞ 

（座長） 

村上 進亮 東京大学 大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 教授 

 

（委員） 

稲垣 正  公益社団法人全国都市清掃会議 事務局長 

奥田 亘  日本鉱業協会 / DOWA エコシステム株式会社 リサイクル事業部長 

小口 正弘 国立環境研究所 資源循環領域 資源循環社会システム研究室 主幹研究員 

小野田 弘士 早稲田大学大学院 環境・エネルギー研究科 教授 

金城 正信 一般社団法人小型家電リサイクル協会 会長 / 金城産業株式会社 代表取締役 

齋藤 優子 東北大学大学院 環境科学研究科 准教授 

山本 雅資 東海大学 政治経済学部 経済学科 教授 

 

（オブザーバー） 

中村 俊夫 一般社団法人小型家電リサイクル協会 副会長 /  

リネットジャパンリサイクル株式会社 代表取締役社長 

森瀬 崇史 日本鉱業協会 / DOWA エコシステム株式会社 リサイクル事業部 担当部長3 

経済産業省 産業技術環境局 資源循環経済課 

 

（事務局） 

環境省 環境再生・資源循環局 総務課 リサイクル推進室 

株式会社三菱総合研究所 

 

表 1-4 検討会の開催概要 

回数 開催日時等 議題 

第１回 令和 4年 12月 14日（水） 
13：00～15：00 

オンライン会議 

⚫ 検討会の設置趣旨及び進め方について 

⚫ 小型家電リサイクル制度施行状況について 

⚫ モニタリング指標に関する検討の経緯と現状について 

⚫ その他 

第２回 令和 5年 2月 22日（水） 
15:00～17：00 

オンライン会議 

⚫ 第１回検討会におけるご指摘事項と対応案について 

⚫ 令和 4年度の小型家電リサイクル制度施行状況について 

⚫ モニタリング指標設定に向けた令和 5年度の実施事項
（案）について 

⚫ その他 

（2） 検討会での主なご意見 

検討会での主なご意見を以下に整理した。 

1） 第 1回検討会 

⚫ 市区町村回収量について 

 
3 第 2 回検討会のみ参加 
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◼ 既存のデータを用いた追加分析の必要性があるのではないか。 

◼ 市区町村回収量の実態把握が不十分な部分があるのではないか。 

⚫ 小型家電リサイクル制度について 

◼ 年間排出量 65 万 t を見直す必要がある。 

◼ 排出された小型家電をクローズドループに回す必要がある。 

◼ 市区町村から最終処分に回っている小型家電を減らす必要がある。 

◼ 市区町村から認定事業者への排出を増やす必要がある。 

◼ リサイクルに対し負う責任の範囲を明確化する必要がある。 

◼ 消費者からの排出状況・市区町村の回収量集計状況について、より精緻な調査を実施す

る必要がある。 

⚫ モニタリング指標の在り方について 

◼ はじめに小型家電排出の因果関係を整理するとよい。 

◼ モニタリング指標には、容易かつ継続的に計測できる数値を利用する必要がある。 

◼ 回収方法別のデータ収集や検証を行う必要がある。 

◼ 複数の指標をモニタリングする必要がある。 

◼ LIB を分別できない小型家電の品目数をモニタリングする必要がある。 

◼ 将来的に取得が可能となる数値の扱い方に関しても、検討が必要である。 

◼ どの回収区分で多くの小型家電が回収されているのかを確認することが望ましい。 

◼ 精緻でない指標は信頼性に欠けるが、精緻なデータのみとすると制度の趣旨のミスリー

ディングが懸念される。 

◼ 何を測定したいのかを検討したうえで、モニタリング指標を提示してはどうか。 

⚫ その他 

◼ 長寿命化や排出抑制について、モニタリング指標としての扱い方を検討する必要がある。 

◼ 特定対象品目とそれ以外の制度対象品目（特に低品位品目）に関するモニタリング指標を

検討する必要がある。 

◼ 全認定事業者の処理能力の合計値をモニタリング指標とできないか検討する必要がある。 

◼ 数年に一度で良いので小型家電の輸出量を把握してはどうか。 

2） 第 2回検討会 

⚫ モニタリング指標について 

◼ 取引価格の変化と回収量の関係がわかると、取引価格を指標として使う必要性の有無が

可視化できる。 

◼ メジャーメタルであるマンガンや亜鉛も再生使用すべき資源となってきている。それらの観

点も含めて頂きたい。 
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◼ 直接回収量増に向けた指標として、小売事業者数の参加率や売上に占めるシェア、という

指標も考えられる。 

◼ 小型家電買い替え時に確実に回収できているかは重要な指標ではないか。量販店に協力

をお願いし、POS データ等から引き出せないか。 

◼ 使用済小型家電の発生量に関して、特定品目について発生量の市況をとらえるような数

字を入れると建設的な議論になるのではないか。 

◼ リチウム蓄電池の事故については、容器包装プラスチック回収や不燃ごみ回収での事故

状況も含めるべきではないか。 

◼ リチウム蓄電池対策にかかるコストもモニタリングすべきか。 

◼ リチウム蓄電池の指標案として提案のあった「市町村のごみ回収における LIB 区分の設

定状況」と「住民への LIB 排出に関する周知・啓発の実施状況」を深めてほしい。前者は

多様な区分となっており、後者も実際に発火の可能性をどれだけ周知できているかがポイ

ントとなる。 

⚫ 回収量の要因分析について 

◼ 回収方法別回収量等に関して、もう一段掘り下げた分析が必要である。同じ回収方法で

あっても手法や体制によるばらつきがあるが、その要因が分析できると良いのではないか。 

⚫ 因子分解図の見直しについて 

◼ 小型家電リサイクルの課題はストックとフローを切り分けて整理すべきである。 

◼ 現実的にデータ取得が可能なところをメイン指標としたうえで、サブ指標で影響を見ること

もありうるのではないか。 

◼ 易解体設計に関する表現を、エコデザインの視点から適正な排出に取り組むモチベーショ

ンになるような書き方に変更してはどうか。 

◼ 排出抑制のなかに、製品寿命を延ばすためのリペアという観点も入れて頂きたい。 

◼ ①「小型家電リサイクルの高度化」と、②「リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止」につい

ては、関係性の議論が必要である。 

◼ リサイクル量を増やすこととリサイクルの質を高めることが 2 本柱だと思う。それに並列し

て発生抑制がある。「量を増やす」は回収量を増やすにつながり、「質を高める」は再資源

化量を増やすにつながるのではないか。 

◼ 質を高めるというのはどのような定義なのか。レアメタルの再資源化を増やすという意味

なのか、鉄やアルミニウムを含めて再資源化率を高めるという意味なのか。 

◼ 小型家電に関する資源の有効利用と適正処理に関する大きなツリーを書き、この部分は

小型家電リサイクル法に関わる、という整理がよいのではないか。 

⚫ その他 

◼ 回収量増に向け、人口規模が大きい都市でピックアップ回収とステーション回収を推進い

ただきたい。可能であれば国から予算を出していただき、自治体での回収率を高めてほし

い。 
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◼ 素材産業の視点から、小型家電リサイクルがどのように高度化し、どのような品質の物を

作ると使いやすいか、という視点が必要である。 

◼ 使用済小型家電発生量 65 万 t にリユース量が含まれるのか、検証が必要ではないか。 

◼ 2050 年カーボンニュートラルへの小型家電リサイクル制度の寄与についても考慮すべき

である。 

1.2.2 検討会の取りまとめ 

（1） モニタリング指標の検討の進め方 

1.1 での調査・検討及び検討会でのご意見も踏まえ検討したモニタリング指標の検討の進め方を図 

1-1 に示す。優先度の高い小型家電リサイクルの課題を設定した上で、課題解決に向け要素の因子分

解を行い、課題解決に向けた達成状況を評価・検討するためのモニタリング指標案を抽出する。また、

抽出した指標案について R5 における実施事項を検討した。 

 

 
図 1-1 モニタリング指標の検討の進め方 

（2） STEP1：課題設定 

1.1 での調査・検討結果及び検討会でのご意見も踏まえ、小型家電リサイクルの課題（案）を再整理し、

モニタリングすべき内容（案）を検討した結果を表 1-5 に示す。 

まずは、短期的に令和 6 年度以降に予定されている次の制度の評価・検討に向けてモニタリングを検

討すべき内容として、小型家電リサイクルの課題として重要度が相対的に高い、「小型家電リサイクルの

高度化（量・質）」、「リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止」を取り上げて、検討することとした。 

  

R5実施事項検討

⚫ STEP3で抽出した
指標案についてモ
ニタリングする際
の課題を整理し、
R5に引き続き検
討すべき事項を
整理する。

STEP4

指標案の抽出

⚫ STEP2の因子分
解結果を踏まえ、
モニタリングすべ
き事項を特定し、
具体的な指標案
を抽出する。

⚫ その際、メイン指
標とそれを更に確
認するためのサブ
指標も検討する。

STEP3

因子分解

⚫ STEP1で設定した
課題について、要
素を因子分解し、
要素間の関係性
や課題解決に向
けた重要度などを
整理する。

⚫ また、因子の状態
を示す指標案を
検討する。

STEP2

課題設定

⚫ 小型家電リサイク
ル制度における
課題と課題解決
に向けてモニタリ
ングすべき事項か
ら重要課題を特定
する。

STEP1
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表 1-5 小型家電リサイクルの課題（案） 

課題が存在
するプロセス 

小型家電リサイクルの課題（案） モニタリングすべき内容（案） 

原料調達・設
計・生産 

a)製品の大半は海外工場で生産されるため、水
平リサイクルを志向する場合は国際的な循環を
想定する必要がある 

⚫ 制度において国際的な循環を想定するか
どうかの中期的な検討が必要 

b)循環利用が困難な素材が使用されているこ
とがある 

⚫ 制度における環境配慮設計の検討が中期
的に必要。また、製品設計をモニタリング
することは困難 

販売・消費・
排出 

c)電池内蔵製品の場合、電池が分別されず排出
される可能性があり、発煙・発火に繋がる恐れ
がある 

⚫ リチウム蓄電池由来の事故・発火を防止す
ることは重要であり、事故・発火の状況や
対策を実施した効果をモニタリングするこ
とが必要ではないか（リチウム蓄電池由来
の事故・火災の防止） 

d)退蔵され、資源として活用されていない小型
家電がある 

⚫ 退蔵自体をどのような評価すべきかの中
期的検討が必要。都市鉱山としてストック
されていると考えるか、資源が再生利用さ
れずに無駄になっていると考えるべきか 

回収・リサイ
クル・処理 

e)違法な処理を含む行政が把握・監督できてい
ない処理が存在 

⚫ 制度の目的を達成するためにも小型家電
の回収量を増やすことは重要であり、適正
な処理が行われていることを量の観点か
らモニタリングすることが必要ではない
か（小型家電リサイクルの高度化） 

f)制度目標である回収量 14万 t/年には到達し
ていない 

⚫ 同上 

g)引渡し価格が金属価格に左右されて処理費
が変化し、安定的なリサイクルが困難となる場
合がある 

⚫ 小型家電の適正処理、安定的な処理を確
認するために、資源価値や金属価格など
質の観点からモニタリングすることが必
要ではないか（小型家電リサイクルの高度
化） 

h)多種多様な素材が用いられており、マテリア
ルリサイクルのための単一素材回収が困難 

⚫ 選別を見据えた環境配慮設計が進むこと
が望ましく、制度における中期的な検討が
必要、一方、素材別のリサイクル状況につ
いてはリサイクルの質の観点からモニタリ
ングすることが必要ではないか（小型家電
リサイクルの高度化） 

 

（3） STEP2：因子分解 

「小型家電リサイクルの高度化」及び「リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止」について、因子分解

を検討した結果を以下に整理した。 

1） 小型家電リサイクルの高度化 

小型家電リサイクル制度の目的である、「廃棄物の適正処理及び資源の有効な利用の促進」を起点に、

因子分解を実施した。使用済小型家電が、量・質の観点からリサイクルできていることをモニタリングす

ることが望ましく、因子分解の根幹にある「再生利用率」を把握できればよいが、推計に頼らざるを得な
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い。このため、因子分解を行っていき、構造を明らかにした上で、実数の調査可能性や精度高くモニタリ

ングできる指標を探索した。図 1-2 に小型家電リサイクルの高度化に関する因子分解結果を示す。指

標案は、この因子分解図を左から右に見ていくイメージで抽出を検討した。 

 

 
図 1-2 小型家電リサイクルの高度化に関する因子分解結果 

2） リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止 

全ての発火を防ぐことは困難であるため、リチウム蓄電池対策の目的として「リチウム蓄電池を原因と

する重大な火災事故をなくす」を設定し、これを起点に、因子分解を実施した。火災事故の件数自体は、

市区町村へのアンケートで把握が可能であるが、火災事故の件数のモニタリングだけでは件数を減らす

ことができない。このため、因子分解を行っていき、構造を明らかにした上で、対策の状況をモニタリン

グできる指標を探索した。図 1-3 にリチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する因子分解結果を

示す。指標案は、この因子分解図を右から左に見ていくイメージで抽出を検討した。 

 

（市町村回収と
同様の構造）

モニタリング項目

使用済小型家
電が高度にリ
サイクルされる

使用済小型家
電の回収量・
質を高める

使用済小型家
電の発生量を
減らす

市町村回収量
を高める

直接回収量を
高める

製品寿命を
延ばす

参加市町村を
増やす

参加市町村の
回収量を
増やす

住民にとっての
アクセスポイン
トを増やす

ボックス回収拠
点を増やす

ピックアップ回
収を実施する

住民への周知
・啓発を行う

住民にとっての
排出の利便性
を高める

参加市町村数

参加人口

使用済小型家電
の再生利用率

回収した小型
家電の再資源
化率を高める

使用済小型家
電の回収量

使用済小型家
電の発生量

回収した小型家
電の再資源化率

使用済小型家
電のリユース
率を高める

廃棄物の適正
処理及び資源
の有効な利用
の促進

市町村回収量

直接回収量

すでに市場投入
されたものの発
生量を減らす

これから市場投
入されるものの発
生量を減らす

長期使用を前
提とした製品
設計にする

環境省調査等にて
データ取得可能

現
時
点
で
未
把
握

推計値であれ
ば把握の
可能性

実数を
調査可能

すでに市場投入さ
れたものの再資源
化率を高める

これから市場投入
されるものの再資
源化率を高める

より高度な解
体・処理に回す

DFE
（易解体設計）

認定事業者の設
備導入状況

易解体設計製品
の市場投入状況

定性的な情報

再資源化量

高品位品の
回収量

取引価格の逆
有償化を改善

する

リユース
実態把握

使用済小型家電
のリユース量

鉱種ごと再資源
化量

取引価格

高品位品の
回収量

小売事業者の
参加状況

市町村ごとの
回収実施方法
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図 1-3 リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する因子分解結果 

（4） STEP3：指標案の抽出の考え方 

STEP2 の因子分解の結果として抽出されたモニタリング指標案を以下に整理した。 

1） 小型家電リサイクルの高度化 

小型家電リサイクルの高度化に関する指標案の抽出結果を表 1-6 及び表 1-7 に示す。量の観点で

は使用済小型家電の再生利用率を、質の観点では再資源化量をメイン指標とすることが考えられる。た

だし、2 つのメイン指標にはそれぞれ指標とする際の課題があるため、サブ指標も活用して把握に努め

るとともに、メイン指標の精度向上を試みる。 

なお、高度化施策との整合については、令和元年度の制度見直しを経て公表された「小型家電リサイ

クル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」4において整理された施策の方向性と、具体的な方

策を参考に検討を行った。 

  

 
4 産業構造審議会 産業技術環境分科会 廃棄物・リサイクル小委員会 小型家電リサイクルワーキンググループ 中央環境審議

会 循環型社会部会 小型電気電子機器リサイクル制度及び 使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会 合同会

合「小型家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」

https://www.env.go.jp/content/900516006.pdf（閲覧日：2023 年 1 月 18 日） 

モニタリング項目

環境省調査等にて
データ取得可能

現
時
点
で
未
把
握

推計値であれ
ば把握の
可能性

実数を
調査可能

定性的な情報

蓄電池の混入量（ごみ組成
調査によるサンプル調査）

リチウム蓄電池の
混入を防ぐ

蓄電池回収区分
以外への蓄電池
混入量を抑える

収集運搬時の
火災を防ぐ

処理施設での
火災を防ぐ

使用済蓄電池の
発生量を減らす

蓄電池回収区分
での回収量を
増やす

市町村における
分別回収の実施

分別排出に向けた
周知

リチウム蓄電池を原
因とする重大な火災
事故をなくす

混入したリチウム
蓄電池を原因と
する火災を防ぐ

使用済蓄電池
の回収量

使用済蓄電池
の発生量

住民へのリチウム蓄電
池の排出に関する周
知・啓発の実施状況

市町村のごみ回収に
おける「リチウム蓄電
池」区分の設定状況

重大な火災事故の
発生件数 収集運搬時の

火災事故の発生件数

処理施設での
火災事故の発生件数

混入したLIBを
選別し取り除く

発煙・発火時に
重大化を防ぐ

混入したLIBを
選別し取り除く

目視確認、手選別
（収集運搬時）

炎等検知器、
カメラ等の設置

消火設備の設置

目視確認、手選別
（中間処理時）

市町村における
対策の実施状況

施設における
対策の実施状況

施設における
対策の実施状況

施設における
対策の実施状況

リチウム蓄電池を
回収しない

蓄電池使用製品の
適切な利用の推進

対策にかかるコスト

対策にかかるコスト

https://www.env.go.jp/content/900516006.pdf
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表 1-6 小型家電リサイクルの高度化に関する指標案の抽出結果（メイン指標） 

 メイン指標（案） 
高度化施策との

整合 

データ取得
可能性 

指標とする際の課題 

A 使用済小型家電の
再生利用率（使用
済小型家電再資源
化量÷発生量） 

全施策 困難（大規模
調査による
推計が必要） 

分母にあたる使用済小型家電の発生量
は、推計が困難 

B 素材ごと再資源化
量 

（鉱種ごと、プラス
チック） 

リサイクル技術の
高度化 

困難（その他
適正事業者
による再資
源化量は推
計値となる） 

市区町村からその他適正な事業者に引き
渡された小型家電の再資源化状況の調査
が必要だが、その他適正な事業者からそれ
らのデータを得ることが困難 

亜鉛、マンガン等は追加のデータ取得が必
要 

 

表 1-7 小型家電リサイクルの高度化に関する指標案の抽出結果（サブ指標） 

 サブ指標（案） 
高度化施策との

整合 

データ取得
可能性 

指標とする際の課題 

C 高品位品の回収量 小型家電回収量
の増加（質の観
点） 

要追加調査 携帯電話、パソコン以外の品目は追加調査
が必要 

D 使用済小型家電の
回収量 

小型家電回収量
の増加 

容易（毎年度
取得中） 

－ 

E 使用済小型家電の
発生量 － 

困難（大規模
調査による
推計が必要） 

品目が多様かつ統計が十分でないため、
推計が困難。 

特定品目に絞り推計することも考えられる 

F 小型家電の取引価
格 

－ 
容易（毎年度
取得中） 

取引価格の変化と回収量の関係を分析の
うえ、指標として使うべきか判断 

G 回収した小型家電
の再資源化率 

リサイクル技術の
高度化、効率的な
リサイクルのため
のコミュニケー
ションの促進 

要追加調査 市区町村からその他適正な事業者に引き
渡された小型家電の再資源化率の調査が
必要 

H 市町村回収量、直
接回収量 

市町村の回収量
の増加、直接回収
の拡大 

容易（毎年度
取得中） － 

I 参加市町村数、参
加人口 

市町村の回収量
の増加 

容易（毎年度
取得中） 

－ 

J 市町村ごとの回収
実施方法 

市町村の回収量
の増加 

要追加分析 ピックアップ導入率、人口当たりボックス/

ステーション回収拠点数 等、小型家電回
収量増加に何が寄与するかの視点で集計
する必要あり 

K 小売事業者の参加
状況 

直接回収の拡大 要追加調査 小売事業者へのアンケートが必要か。買替
時の回収状況の聴取、売上に占めるシェア
での分析もできるとよい 

L 認定事業者の設備
導入状況 

リサイクル技術の
高度化 

容易（毎年度
取得中） 

－ 

M 易解体設計製品の
市場投入状況 － 

困難 品目別に代表製品を複数選定し、易解体設
計状況を調査となるか。全製品の対応状
況把握は不可能 

N 使用済小型家電の
リユース量 

－ 
要追加調査 リユース業者による処理実態の定性把握

から必要か 

O リユース実態把握 
－ 

困難（推計値
を含む） 

認定事業者以外によるリユース量は推計
となる 
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2） リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止 

リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する指標案の抽出結果を表 1-8 及び表 1-9 に示す。

重大な火災事故の発生件数をメイン指標とし、その削減方策を検討するため参考となるサブ指標を複

数設定することが考えられる。 

なお、対策集における対策分類については、環境省が作成した「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」

5の分類を参考に検討を行った。 

 

表 1-8 リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する指標案の抽出結果（メイン指標） 

 メイン指標（案） 
対策集における
対策分類 

データ取得
可能性 

指標とする際の課題 

A 重大な火災事故の
発生件数 

全施策 一部は容易
(「一般廃棄
物処理実態
調査」にて毎
年度取得
中)、全体量
は困難 

市町村での事故発生状況は取得中。市町
村により「火災事故」としてカウントする基
準が異なっている（現状でも基準を示して
いるが、必ずしも順守されていない） 
容器包装プラスチック処理施設等の状況
は未把握 

 

表 1-9 リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する指標案の抽出結果（サブ指標） 

 サブ指標（案） 
対策集における
対策分類 

データ取得
可能性 

指標とする際の課題 

B 使用済蓄電池の発
生量 － 

困難（大規模
調査による
推計が必要） 

品目が多様かつ統計が十分でないため、
推計が困難 

C 使用済蓄電池の回
収量 

回収体制の構築 

多様な回収ルート
の構築 

一部は容易
(毎年度取得
中)、全体量
は困難 

JBRCでの回収対象外となっている蓄電
池については、データが取得できておら
ず、追加アンケート調査や推計を行う必要
があり、どの断面で把握すべきか要検討 

D 重大な火災事故比
率 

－ 
要追加調査 重大な火災事故、重大でない事故それぞ

れの件数を取得する必要がある 

E 蓄電池の混入量
（ごみ組成調査に
よるサンプル調査） 

－ 

要追加調査 一昨年度は実施。毎年度実施する場合、サ
ンプリング手法（対象、サンプル数、拡大手
法）等を要検討 

F 収集運搬時の火災
事故の発生件数 

目視確認、手選別
（収集運搬時） 

容易（毎年度
取得中） 

－ 

G 処理施設での火災
事故の発生件数 

目視確認、手選別
（中間処理時） 
炎等検知器、カメ
ラ等の設置 

消火設備の設置 

容易（毎年度
取得中） 

－ 

H F,Gの対策にかか
るコスト 

－ 
要追加調査 リチウム蓄電池対策かどうかの切り分けが

困難か。費用対効果の算出が可能か 

I 市町村のごみ回収
における「リチウム
蓄電池」区分の設
定状況 

分別回収の実施 容易（「一般
廃棄物処理
実態調査」に
て取得可能） 

リチウム蓄電池の収集区分（「電池ごみ」
等）を確認する設問であり、選択肢が現行
ままでよいかは要検討、自治体数/人口
ベースでの整理は可能だが、使用済み蓄電
池の発生量ベースでの整理は困難 

制度詳細は市町村により異なり、定性調査
も実施すべき 

 
5 環境省「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」https://www.env.go.jp/content/900534148.pdf（閲覧日：2023 年

1 月 18 日） 

https://www.env.go.jp/content/900534148.pdf
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 サブ指標（案） 
対策集における
対策分類 

データ取得
可能性 

指標とする際の課題 

J 住民へのリチウム
蓄電池排出に関す
る周知・啓発の実
施状況 

分別排出に向け
た周知 

容易（「一般
廃棄物処理
実態調査」に
て取得可能） 

住民等への、具体的な排出方法の指導状
況を調査 

施策詳細は市町村により異なる。定性調査
も実施すべき 

K 収集運搬時の対策
実施状況 

目視確認、手選別
（収集運搬時） 

要追加調査 市町村に対するアンケート等を実施する必
要あり 

L 処理施設での対策
実施状況 

目視確認、手選別
（中間処理時） 
炎等検知器、カメ
ラ等の設置 

消火設備の設置 

要追加調査 市町村及び市町村から委託する処理施設
にアンケート調査を実施する必要あり。ど
の区分を調査対象とするか（不燃ごみ、粗
大ごみ等）要検討 

 

（5） STEP4：R5実施事項検討 

STEP3 までの検討結果を踏まえ R5 実施事項を検討した。検討結果については、1.2.3 を参照。 

1.2.3 次年度以降のフロー推計方法（検討事項）の策定 

次年度以降のフロー推計方法（検討事項）の策定結果を以下に示す。 

（1） より詳細な実態把握・分析 

⚫ 回収方法別の回収量の深堀 

◼ 回収方法の具体的な手法や実施体制によるばらつきの分析 

◼ 回収方法に差が表れる要因の解明 等 

（2） 因子分解の見直し 

⚫ 小型家電に関する資源の有効利用と適正処理について再度因子分解を実施。そのうえで、小

型家電リサイクル制度に関する部分を抽出し、因子分解結果を見直す 

⚫ 「小型家電リサイクルの高度化」と「リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止」の関係性を整理 

⚫ 小型家電及びリチウム蓄電池のリデュース（発生抑制）に関する考え方の整理 

◼ エコデザインの観点の入れ込み 

◼ 製品寿命を延長するためのリペアの観点の入れ込み 等 

（3） 小型家電リサイクルの高度化に関する検討 

1） メイン指標に関する検討 

⚫ 小型家電再生利用率データ取得のための検討 

◼ 特に発生量の推計方法の検討、推計方法検討結果を踏まえて発生量データの算定、課題
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の整理 

⚫ 素材ごとの再資源化量データ取得のための検討 

◼ その他適正な者に対するヒアリング調査、再資源化量の推計、課題の整理 等 

2） サブ指標に関する検討 

⚫ 回収量増加（回収量目標達成）のために必要なサブ指標の絞り込み（必要に応じて実態調査） 

⚫ 指標間のクロス集計による傾向分析 

⚫ 小型家電リサイクルの高度化（量・質）に資する市区町村回収、直接回収とその要因の特定 

⚫ 事例収集、横展開 等 

（4） リチウム蓄電池由来の事故・火災の防止に関する検討 

1） メイン指標に関する検討 

⚫ 火災事故発生件数データの取得精度の向上方策の検討 

⚫ 火災事故発生件数の経年変化の分析 等 

2） サブ指標に関する検討 

⚫ サブ指標候補の絞りこみ（必要に応じて実態調査） 

⚫ サブ指標データの取得精度の向上方策の検討 

⚫ 指標間のクロス集計による傾向分析 

⚫ 火災事故を減らすことができている市区町村とその要因の特定 

⚫ 事例収集、対策集更新、横展開 等 

 

1.3 使用済小型家電の排出後フローの作成 

令和 3 年度検討業務で作成された令和 2 年度使用済小型家電の排出後フローの推計方法を踏ま

え、各主体に流れる使用済小型家電の令和 3 年度のフロー推計を行った。また、得られたフローをもと

に各主体の排出傾向等の分析を行った。 

なお、推計方法については令和元年度検討業務6と同様の内容であるため割愛し、本検討業務におけ

る調査に基づき作成した、令和 3 年度使用済小型家電の排出フロー及びフローに関する考察のみ掲載

する。 

 

 
6 令和元年度環境省請負事業、令和元年度使用済小型電子機器等再資源化促進に向けた調査検討等業務 報告書 
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1.3.1 使用済小型家電の排出後フローの作成結果 

令和 3 年度の使用済小型家電全体のフロー推計結果（重量）を図 1-4 に示す。なお、フロー推計結

果については、過去からの継続性の観点から、「市町村」と表記しており、以下、本章では、「市町村」と

表記することとした。 

 

 

図 1-4 令和 3年度の使用済小型家電全体のフロー推計結果（重量） 

 

使用済小型家電の排出後フローについて整理すると以下のとおり。 

 

⚫ 使用済となった小型家電は 430,396t であり、そのうち排出されるものは 418,304t、退蔵さ

れるものは 12,092t と、使用済となる小型家電の 2.8%が退蔵されている。 

⚫ また、退蔵された製品からの排出は 26,383t であり、消費者からの排出444,688t の5.9%

程度にすぎない。 

⚫ 使用済小型家電の消費者からの排出は 444,688t、事業所からの排出は 16,076t となって

いる。割合でみるとそれぞれ 96.5%と 3.5%であり、多くが消費者から排出されている。 

⚫ 消費者からの排出先としては市町村が 206,185t と多く、排出の 4 割以上を占める。そのうち

の約 5 割にあたる 98,268t が最終処分等へ向かっている。 

⚫ その他、消費者からの排出先として小売店が 99,089t と排出の 22％、不用品回収業者が

41,046t と排出の 9％を占めている。 

⚫ 最終的に、廃棄物処理業者、資源回収業者、リユース・輸出業者を経て、6 割以上が国内にて

リユース・リサイクルされており（C to C リユースも含む）、1 割程度が海外にリユース目的又
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はスクラップとして輸出されている。但し、これらは平成 29 年度終わりから始まった中国の環

境規制の強化による影響や令和 2 年以降の新型コロナウイルス感染拡大による影響を反映で

きておらず、実態と乖離している可能性がある。 

1.3.2 排出後フローに関する考察 

令和 3 年度フローと令和 2 年度フローの比較分析を実施した結果を以下に示す。 

 

⚫ 排出される小型家電の量は約 46.1 万 t であり、令和 2 年度の約 47.5 万 t と比較して減少

した。 

⚫ 他方、消費者アンケートにおいて排出台数が増加した品目として、個人が保有する品目ではデ

ジタルカメラとゲーム機が、世帯で保有する品目では DVD プレーヤ・BD プレーヤ、デスクトッ

プパソコン・モニタ、炊飯器、置時計・掛け時計が確認された。特に世帯で保有する品目は重量

の大きい品目も多く、これらの排出台数の減少が排出重量の減少としてフロー中に表れたと考

えられる。 

⚫ 使用済小型家電が退蔵される割合は２.8%であり、令和2年度に引き続き低い水準であった。

なお、平成 29 年度の退蔵率は 10%であったが、平成 30 年度、令和元年度の退蔵率は 2%、

令和 2 年度の退蔵率は 4.5％と大きく減少していた。 

⚫ 使用済となる小型家電の台数推計には小型家電対象品目の出荷統計の値を用いている一方、

排出される小型家電の台数推計には消費者アンケート結果に基づく拡大推計の値を用いてい

る。これらの差分を退蔵される小型家電量としているが、統計データの値が実態よりも過小評

価された値となっている7ことにより、使用済小型家電が退蔵される割合が実態よりも小さく

なっている可能性がある。出荷統計データと消費者アンケートデータの乖離の可能性は、過年

度に引き続きフロー推計の課題である。 

⚫ 消費者からの使用済小型家電の排出先は、令和 2 年度と概ね同様の傾向が確認された。 

⚫ 市町村や小売店から認定事業者への引渡し量は減少し、それに伴って認定事業者に引き渡さ

れる量の合計も、令和 2 年度の約 10.2 万 t から約 9.6 万 t に減少した。 

⚫ 市町村からその他適正な者への引渡し量が、令和 2 年度は約 550t であったのに対し、令和

3 年度は約 880t であり、わずかにではあるが増加した。ただし、市町村からその他適正な者

への引渡し量は、市町村が回答する総回収量から、認定事業者が市町村より引き受けた量を

差し引くことにより推計しているものであり、実数ではないことに留意が必要である。 

⚫ 最終処分等の量は令和 2 年度の約 13.9 万 t から約 14.1 万 t となり、わずかに増加した。 

 

 
7 海外メーカー製品が統計データに含まれていない場合などが想定される。 
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2. 消費者アンケートの実施 

使用済小型家電等について、消費者の排出実態に関する情報の把握及び排出行動の分析方法等を

検討し、消費者の排出実態把握調査及び意識調査を実施した。 

具体的には、消費者保有・排出実態アンケートにおいては、使用済小型家電の排出後フローを作成す

るため、品目別の排出台数、排出先等を聴取した。これに加えて、国内外メーカー製品のストック・フ

ロー実態を把握すべく、購入製品・排出製品について各製品のメーカーを聴取した。また、消費者意識

アンケートにおいては、過年度調査において小型家電排出行動への影響が見られた因子ごとに作成し

た排出を促すメッセージについて、インタビュー調査を通じて効果の検証を行った。これにより、普及啓

発施策に関する示唆を得た。 

2.1 調査方針の検討 

消費者アンケートにおける主な目的は、消費者の排出実態の把握と消費者の意識調査の 2 点である。

本業務においては、有識者へのヒアリングを踏まえ、それぞれ以下のように整理した。 

2.1.1 消費者保有・排出実態アンケート 

令和 3 年度における使用済小型家電の排出後フロー（1.3 にて詳述）を作成するため、消費者の保

有・排出実態の定量的把握として、品目別の保有・排出台数、排出先等の聴取を行った。その際、フロー

の継続性を担保するため、平成 28 年度から令和 3 年度検討業務において実施された消費者アンケー

トをベースとして設計した。 

調査対象品目としては、代表的な小型家電品目として、令和 2 年度検討業務と同一の 14 品目を選

定し、聴取を行った。 

また、令和 3 年度検討業務において、製品出荷統計に基づく排出台数とアンケート結果の拡大推計

による排出台数との間に乖離が見られる品目があった。原因のひとつとして、製品出荷統計に含まれて

いない海外メーカー製品のシェアが高まっていることが考えられる。これを検証するべく、購入製品・排

出製品について各製品のメーカー（国内/海外の区別、具体的なメーカー名）を聴取した。 

2.1.2 消費者意識グループインタビュー 

使用済小型家電等に関する消費者の排出行動の分析を行うため、過年度検討業務においてアンケー

ト調査を実施し、消費者が使用済小型家電の排出に至るまでの行動モデル案を図 2-1 のとおり作成し

た。また、行動モデル案を構成する複数の因子について、その因子に働きかけるメッセージ案を作成し、

アンケート調査によってメッセージの効果を調査した。 

過年度検討業務においては上記の調査経過について、有識者へヒアリングも実施した。ヒアリングの

結果、消費者の環境配慮行動分析・行動変容検討においては、これまで実施してきたアンケート調査に

加えてインタビュー調査が有効な手法のひとつであることについて示唆をいただいた。 

上記を受け、令和 4 年度検討業務では、グループインタビュー調査を実施することで令和 3 年度まで

のアンケート調査結果を検証し、小型家電廃棄時の情報提供フレームワーク案を作成することとした。具
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体的には、環境配慮意識、小型家電等の排出先の選択方法、因子に働きかけるメッセージ案への評価

等の事項を聴取した。なお、実施規模は、本業務の仕様で示されたアンケート調査を実施する場合を想

定した内容（質問数：約 20 問程度、サンプル数：2,000 程度（インターネットを活用））を踏まえ、同程度

の工数となるように設定した。 

 

 

図 2-1 小型家電の廃棄行動の説明モデル 

出所）環境省「令和３年度小型家電リサイクル法施行支援及びリチウムイオン電池等処理困難物適正処理対策検討業務 報告書」、

https://www.env.go.jp/content/000085738.pdf（閲覧日：2023 年 3 月 16 日） 

2.2 消費者保有・排出実態アンケート 

2.2.1 調査実施概要 

消費者における小型家電の保有状況や排出実態を定量的に把握するアンケートを実施した。具体的

には、品目別の排出台数、排出先等を聴取した。 

調査の実施概要を表 2-1 に示す。 

  

目標意図

行動意図

行動

環境・資源リスク認知

責任帰属認知

対処有効性認知

実行可能性評価

費用便益評価

資源価値認知

認知向上の
ためのアプローチ

行動評価の
変容アプローチ

関連を強める
アプローチ

社会規範評価

環境認知

行動評価

安全性評価（情報管理）

安全性評価（電池発火）
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表 2-1 消費者保有・排出実態アンケート実施概要 

アンケート実施概要 

実施日 2022年 10月 21日（金）～2022年 10月 25日（火） 

主な 

設問項目 

※個人向けと世帯向けの 2種類のアンケートを実施、合計 35問以上 

【個人向けアンケート】 
・ 小型家電等（9品目：携帯電話・PHS、タブレット、ノートパソコン、デジタルカメラ、

ゲーム機、電気かみそり、腕時計、デスクトップパソコン、モニタ）の保有・利用・購
入・買替・排出台数、購入/排出した製品のメーカー、排出した製品の利用状況、排出
先 

・ 「小型家電リサイクル」の認知度 

【世帯向けアンケート】 
・ 小型家電（7 品目：DVD・BD プレーヤ、デスクトップパソコン・モニタ、プリンター、炊

飯器、電子レンジ、掃除機、置時計・掛け時計）の保有・利用・購入・排出台数、購入/

排出した製品のメーカー、排出した製品の利用状況、排出先 

対象者・ 
サンプル数 

個人向け：15歳以上の一般消費者が対象。N=3,747 

世帯向け：15歳以上で自分の世帯の家電製品についてある程度以上把握している人が
対象。N=3,749 

いずれも性・年代・地域を日本の人口比率に準じて割付 

 

2.2.2 調査結果 

（1） 単純集計結果 

1） 回答者職業 

個人向けアンケート調査回答者の職業は、専業主婦（主夫）が最も多く（18.9%）、次いでパート・アル

バイト（13.2%）、会社員（その他）（12.4%）である。（図 2-2） 

 

 

図 2-2 回答者職業（個人、N=3,747） 
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経営者・役員

会社員(事務系)

会社員(技術系)
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自由業
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世帯向けアンケート回答者の職業は、専業主婦（主夫）が最も多く（19.8%）、次いでパート・アルバイ

ト（13.2%）、会社員（事務系）（12.9%）、である。（図 2-3） 

 

 

図 2-3 回答者職業（世帯、N=3,749） 

 

2） 消費者の保有・利用・購入・買替・排出台数 

個人で所有する品目について、保有・利用・購入・買替・排出台数に関する回答から品目別に平均台

数と標準偏差を算出した結果を表 2-2 に示す。平均保有台数では、腕時計が 1.37 台、携帯電話・

PHS が 1.30 台と 1 台を超えた。一方で、腕時計の保有台数については標準偏差が 1.78 と他品目に

比べて大きい。 

 

表 2-2 保有・利用・購入・買替・排出台数の平均値・標準偏差（個人） 

  n 

保有 利用 購入 買替 廃棄 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

1 携帯電話・PHS 3,747 1.30 1.13 0.95 0.50 0.31 0.52 0.24 0.45 0.17 0.45 

2 タブレット端末 3,747 0.47 0.68 0.37 0.56 0.10 0.31 0.05 0.24 0.05 0.24 

3 ノートパソコン 3,747 0.84 0.86 0.65 0.62 0.12 0.34 0.07 0.26 0.06 0.27 

4 デジタルカメラ 3,747 0.69 0.93 0.38 0.62 0.06 0.28 0.03 0.20 0.06 0.30 

5 ゲーム機 3,747 0.65 1.27 0.36 0.73 0.08 0.32 0.03 0.18 0.05 0.26 

6 腕時計 3,747 1.37 1.78 0.76 1.04 0.12 0.39 0.05 0.25 0.06 0.31 

7 電気かみそり 3,747 0.58 0.71 0.47 0.60 0.11 0.34 0.06 0.26 0.06 0.26 

注）1 標準偏差が 1 を超えたものを太字で表示 

注）2 異常台数は 0 に補正して集計（保有台数の異常値は利用台数に補正） 

 

世帯で所有する品目について、保有・利用・購入・買替・排出台数に関する回答から品目別に平均台

数と標準偏差を算出した結果を表 2-3 に示す。平均保有台数では、置時計・掛け時計が 2.61 台と 2

台を超えた。一方で、置時計・掛け時計の保有台数、利用台数については標準偏差がそれぞれ 2.34、

2.11 と他品目に比べて大きい。 
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表 2-3 保有・利用・購入・買替・排出台数の平均値・標準偏差（世帯） 

    

n 

保有 利用 購入 買替 廃棄 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

平均

台数 

標準

偏差 

1 
DVD プレーヤ、ブルーレイ

ディスクプレーヤ  
3,749 1.10 0.94 0.88 0.79 0.13 0.40 0.08 0.32 0.09 0.33 

2 デスクトップパソコン、モニタ 3,749 0.72 1.12 0.58 0.87 0.11 0.36 0.08 0.30 0.08 0.32 

3 プリンター 3,749 0.81 0.62 0.71 0.58 0.13 0.37 0.10 0.33 0.10 0.32 

4 炊飯器 3,749 1.02 0.49 0.90 0.43 0.17 0.40 0.13 0.35 0.12 0.34 

5 電子レンジ 3,749 1.02 0.33 0.94 0.35 0.14 0.36 0.10 0.31 0.10 0.31 

6 置時計・掛け時計 3,749 2.61 2.34 2.36 2.11 0.21 0.54 0.12 0.39 0.13 0.43 

7 掃除機 3,749 1.57 0.96 1.40 0.89 0.22 0.47 0.14 0.40 0.14 0.39 

注）1 標準偏差が 1 を超えたものを太字で表示 

注）2 異常台数は 0 に補正して集計（保有台数の異常値は利用台数に補正） 

 

3） 排出した小型家電の利用状況 

個人で所有していた小型家電について、排出した各品目の利用状況は、携帯電話・PHS で「毎日利

用していた」との回答が 8 割以上、タブレット端末、ノートパソコンでも 6 割程度を占め、使用頻度が高

い。一方で、「1 年以上使用していなかった」がデジタルカメラでは３割以上、ゲーム機では 2 割以上と使

用頻度が低い。（図 2-4） 

 

 

図 2-4 排出した小型家電の利用状況（個人） 
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世帯で所有していた小型家電について、排出した各品目の利用状況は、炊飯器、電子レンジで 7 割

以上が、置時計・掛け時計では 8 割以上が「毎日利用していた」と回答しており、使用頻度が高い。一方

で、プリンターでは「毎日使用していた」が約 1 割にとどまった。（図 2-5） 

 

 

図 2-5 排出した小型家電の利用状況（世帯） 

4） 排出した小型家電の排出先 

個人で所有していた小型家電の排出先については、携帯電話・PHS で「携帯電話事業者の展開する

キャリアショップ」が 5 割以上となり最多であった。電気かみそりでは「燃えるごみ、燃えないごみ、粗大

ごみ、資源物等に出した」が 5 割以上であった。（図 2-6） 
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図 2-6 排出した小型家電の排出先（個人） 

 

世帯で所有していた小型家電の排出先について、デスクトップパソコン以外で「燃えるごみ、燃えない

ごみ、粗大ごみ、資源物等に出した」が最多であり、置時計・掛け時計では 5 割を超えた。デスクトップパ

ソコンでは、「小売店に持ち込んだ・回収してもらった／宅配回収に出した」が 2 割を超え最多であった。

（図 2-7） 

 

9%

18%

15%

18%

12%

12%

26%

5%

9%

9%

25%

17%

32%

53%

54%

26%

0%

0%

0%

0%

0%

7%

15%

22%

11%

16%

6%

8%

0%

0%

17%

0%

0%

0%

0%

0%

3%

0%

4%

3%

2%

1%

2%

2%

9%

3%

6%

5%

4%

10%

15%

12%

18%

29%

27%

4%

10%

11%

15%

18%

15%

13%

5%

2%

1%

1%

2%

1%

2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

携帯電話・PHS (n=580)

タブレット端末 (n=170)

ノートパソコン (n=205)

デジタルカメラ (n=174)

ゲーム機 (n=144)

腕時計 (n=193)

電気かみそり (n=192)

回収ボックスなど、市町村の小型家電回収に出した
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その他



 

25 

 

図 2-7 排出した小型家電の排出先（世帯） 

5） 購入・排出した製品のメーカー種別 

個人が直近 1 年間のうちに購入した小型家電のメーカーについて、携帯電話・PHS とタブレット端末

では、海外メーカー製品であったとする回答が国内メーカーとの回答を上回った。それ以外の製品では、

国内メーカー製品との回答が海外メーカーを上回り、特にデジタルカメラ・ゲーム機では海外メーカー製

品の所有者は 2%であった。（図 2-8） 
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図 2-8 購入した小型家電のメーカー種別（個人） 

  

個人が直近 1 年間のうちに購入した小型家電のメーカーについて、メーカー名の自由回答結果から

も、上記設問と概ね同様の傾向となった。しかし、携帯電話・PHS では、上記設問とは異なり、海外メー

カーとの回答が国内メーカーを大きく上回る結果となった。（表 2-4） 

 

表 2-4 購入した小型家電のメーカー名に関する自由回答数の集計結果（個人） 

  n数（国内メーカー） n数（海外メーカー） 

携帯電話・PHS 276 566 

タブレット端末 37 161 

ノートパソコン 196 136 

デジタルカメラ 116 2 

ゲーム機 193 1 

腕時計 142 50 

電気かみそり 161 64 

 

世帯で直近 1 年間のうちに購入した小型家電のメーカーについて、全ての製品で、国内メーカー製品

であったとする回答が海外メーカーとの回答を上回った。置時計・掛け時計では、「どこのメーカーのも

のか覚えていない」が 4 割を超える結果となった。（図 2-9） 
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図 2-9 購入した小型家電のメーカー種別（世帯） 

 

世帯で直近 1 年間のうちに購入した小型家電のメーカーについて、メーカー名の自由回答結果から

も、上記設問と概ね同様の傾向となった。（表 2-5） 

 

表 2-5 購入した小型家電のメーカー名に関する自由回答数の集計結果（世帯） 

  n数（国内メーカー） n数（海外メーカー） 

DVDプレーヤ、ブ
ルーレイディスク

プレーヤ 

311 3 

デスクトップパソ
コン、モニタ 

151 109 

プリンター 350 4 

炊飯器 449 1 

電子レンジ 362 4 

置時計・掛け時計 279 5 

掃除機 375 223 

 

個人が直近 1 年間のうちに排出した小型家電のメーカーについて、タブレット端末では、海外メー

カー製品であったとする回答が国内メーカーとの回答を上回った。それ以外の製品では、国内メーカー

製品との回答が海外メーカーとの回答を上回り、特にデジタルカメラ・ゲーム機では海外メーカー製品と

の回答はごくわずかであった。（図 2-10） 
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図 2-10 排出した小型家電のメーカー種別（個人） 

 

個人が直近 1 年間のうちに排出した小型家電のメーカーについて、メーカー名の自由回答結果から

も、上記設問と概ね同様の傾向となった。しかし、携帯電話・PHS では、上記設問とは異なり、海外メー

カーとの回答が国内メーカーを大きく上回る結果となった。（表 2-6） 

 

表 2-6 排出した小型家電のメーカー名に関する自由回答数の集計結果（個人） 

  n数（国内メーカー） n数（海外メーカー） 

携帯電話・PHS 155 259 

タブレット端末 14 61 

ノートパソコン 92 44 

デジタルカメラ 98 0 

ゲーム機 91 1 

腕時計 60 21 

電気かみそり 64 31 

 

世帯で直近 1 年間のうちに排出した小型家電のメーカーについて、全ての製品で、国内メーカー製品

の排出者数が海外メーカーを上回った。置時計・掛け時計では、「どこのメーカーのものか覚えていな

い」が 6 割を超える結果となった。（図 2-11） 
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図 2-11 排出した小型家電のメーカー種別（世帯） 

 

世帯が直近 1 年間のうちに排出した小型家電のメーカーについて、メーカー名の自由回答結果から

も、上記設問と概ね同様の傾向となった。（表 2-7） 

 

表 2-7 排出した小型家電のメーカー名に関する自由回答数の集計結果（世帯） 

  n数（国内メーカー） n数（海外メーカー） 

DVDプレーヤ、ブ
ルーレイディスク

プレーヤ 

176 2 

デスクトップパソ
コン、モニタ 

106 66 

プリンター 264 9 

炊飯器 290 0 

電子レンジ 227 1 

置時計・掛け時計 129 0 

掃除機 236 67 

6） 小型家電リサイクル制度の認知度 

小型家電リサイクル制度については、「知らなかった」という回答が最も多く（39.3％）、次いで「聞い

たことはあった」（35.6％）、「取組みの意義も含めて知っていた」（25.1％）であった。（図 2-11） 
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図 2-12 小型家電リサイクル制度の認知度（個人、N=3,747） 

（2） 考察 

品目別調査結果により、消費者の排出実態についての定量的把握を行った。 

回答結果の妥当性を検証するため、単純集計の結果を平成 28 年度から令和 3 年度検討業務にお

ける消費者アンケートの調査結果と比較した。結果として、2.2.2（1）に示すとおり、一部の品目において

は、平均保有・利用台数にわずかに変化が見られた品目もあったものの、平均排出台数等の傾向は同

様であり、大きな差は見られなかった。 

本調査では、購入・排出した製品のメーカーについても聴取した。品目ごとに、国内/海外メーカー製

品の購入・排出傾向や、購入・排出した製品に関するメーカーの把握状況が確認された。具体的なメー

カー名に関しては、自由回答により把握を行った。自由回答に基づく国内/海外の比率は、メーカーが国

内企業か海外企業かのみを選択する設問と概ね同様の傾向が得られたことから、回答者のメーカーに

関する把握状況（国内企業か海外企業か）の正確性が確認された。 

回答結果を見ると、全ての品目において、「どこのメーカーのものか覚えていない」という回答者の割

合は、購入と比較して排出の場合に高かった。しかし、購入と排出における「どこのメーカーのものか覚

えていない」という回答者の割合の差は、携帯電話・PHS、デジタルカメラ、プリンター、炊飯器といった

製品においては比較的小さかった。この結果から、これらの製品に関しては、保有している製品が身近

な場所にあり、回答時メーカー名を容易に確認できた可能性もあるが、消費者が購入・利用時にメー

カーを意識している可能性や、利用頻度が高くメーカー名が記憶に残りやすい可能性も考えられる。 

また、「どこのメーカーのものか覚えていない」という回答者の割合は、置時計・掛け時計において突

出して高く、購入では 44％、排出では 60％に達した。メーカー名を問う自由回答の結果も考慮すると、

置時計・掛け時計については家具店や雑貨店などのオリジナルブランド品を購入する消費者が一定数

存在し、購入する際にメーカーをあまり意識していないことが示唆された。 

携帯電話・PHS に関しては、購入・排出ともに、メーカー種別を問う設問では「国内メーカー」と「海外

メーカー」の回答割合がほぼ同等であったが、メーカー名を問う自由回答では海外メーカーとの回答が

国内メーカーを大きく上回った。これは、携帯電話・PHS については、特定メーカーの国内市場シェアが

著しく高く、消費者はそのメーカーが海外メーカーであることを十分に認知しているためと考えられる。 

個人向け・世帯向けあわせて 14 の調査対象品目のうち、7 品目においては、「海外メーカー」を購入・

排出したという回答者の割合は 3％以下にとどまった。一方、携帯電話・PHS とタブレット端末について

は、「海外メーカー」という回答者の割合は、購入では 4 割、排出では 3 割を上回った。この結果から、

当初の仮説通り、製品出荷統計に含まれていない海外メーカー製品のシェアが高まっているため、統計

データとアンケートに基づく拡大推計値の乖離を生んでいる可能性が示唆された。また、品目により海

外メーカー製品の購入・排出割合は著しく異なることから、メーカーにアプローチして小型家電リサイク

ルを推進する場合に有効な施策も、品目により異なる可能性が考えられる。 

さらに、購入・排出した製品のメーカー名を把握している消費者が多い品目では、リサイクル推進施

策の選択肢が広がる可能性が示唆された。例えば、メーカーが独自の回収システムを有している製品に

ついては、消費者が自立的に回収システムにアクセスする可能性が高まる。また、メーカーがホームペー

ジ等でリサイクル実績を公開することにより、消費者がリサイクルに貢献したフィードバックを得られる可

能性がある。また、リチウム蓄電池内蔵品目について、リチウム蓄電池排出に関する情報をメーカーの
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ホームページ上に記載することで、消費者の情報取得に役立つ可能性がある。一方、置時計・掛け時計

のように、家具店や雑貨店などのオリジナルブランド品の割合が一定程度あり、メーカー名を把握してい

ない消費者が多い製品については、消費者が別の目的のために店舗を訪れる機会も想定されるため、

リサイクルに関する情報を店舗に掲示することも考えられる。 

今後、消費者のメーカーに関する把握状況をさらに精緻に確認するためには、全てのアンケート調査

対象者から回答を得ることも考えられる。しかし、回答者の負荷も考慮し、慎重な調査設計が必要と推

察される。 

2.3 消費者意識グループインタビュー 

2.3.1 調査実施概要 

使用済小型家電等に関する消費者の排出行動の分析を行うためのインタビュー調査を実施した。具

体的には、直近 3 カ月の間に小型家電を排出した消費者を対象とし、排出時にどのような考えのもと排

出先を選択したか、また小型家電排出促進のメッセージを見ることによって考えは変化するかを聴取し

た。調査の実施概要を表 2-8 に示す。 

  



 

32 

 

表 2-8 消費者意識グループインタビュー実施概要 

インタビュー実施概要 

実施日 2023年 3月 9日（木）～2023年 3月 10日（金） 

対象者スク
リーニング
方法 

事前アンケートに回答した 20～69歳の男女（N=1,243）のうち、小型家電を回収してい
る自治体に居住しており、直近 3カ月の間（2022年 11月～2023年 1月）に小型家電等
（携帯電話、モバイルバッテリー、ノートパソコン、プリンター、電子レンジ、掃除機）を排出
した消費者を対象とした。 

1グループの参加者を 6名とし、環境意識に関する事前アンケート設問の回答結果をも
とに、各グループ内の参加者の環境意識が可能な限り同じとなるように、「低」「中」「高」
の 3段階に分類した。「環境・資源リスク認知」、「責任帰属認知」、「対処有効性認知」、「知
識」、「社会規範」、「個人規範」、「目標意図」の 6つの観点から、6段階で環境意識を問う
計 20問の質問に回答いただいた。各設問の回答について、環境意識の高さに応じて 1

点から 6点の間で得点を割り振り、各回答者の環境意識を得点化した（設問数は 20問
のため、最低点数は 20点、最高点数は 120点となる）。総合得点が 20点～44点の回答
者をグループ「極低」、45点～69点の回答者をグループ「低」、70点～94点の回答者を
グループ「中」、95点～120点の回答者をグループ「高」と定義した。事前アンケートの結
果として、「極低」の出現がほとんど見られなかったことから、「低」を 2グループ、「中」と
「高」は 1グループずつの合計 4グループを構成した。 

参加者選定の際には、参加者の年代や排出した小型家電等の品目が、可能な限り分散す
るよう配慮した。 

インタ
ビュー実施
内容 

環境配慮意識、小型家電等の排出先、行動モデル案を構成する複数の因子に働きかける
メッセージ案への評価に関して、インタビューを実施した。 

 

具体的な質問・作業項目は以下の通りである。 

【環境配慮意識】 

以下について質問を行った。 

⚫ 日常生活全般に関する情報源 

⚫ 日常生活におけるリサイクルや環境配慮に対する意識 

⚫ リサイクルや環境配慮に関する情報源 

 

【小型家電排出先】 

以下について質問を行った。 

⚫ 過去 3 カ月の間に排出した小型家電等の排出方法 

⚫ 居住自治体における小型家電の適正排出方法の認知 

⚫ 小型家電等排出の際にわからなかったこと、迷ったこと 

 

【制作物評価】 

「費用便益評価（負担感）」、「安全性評価（電池発火）」、「安全性評価（情報処理）」「資源価値認

知」の 4 因子について、小型家電等の排出に関するメッセージを、以下のように各 2 案（「負担感」

は 1 案のみ）提示した。 
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(1) 費用便益評価（負担感） 

⚫ 「市役所などの公共施設、またはスーパー、家電量販などの小売店に、回収ボックスが設置さ

れている市区町村もあります。ごみ回収の区分に「小型家電」がある市区町村もあります。詳

しくはお住まいの市区町村にお尋ねください。」 

(2) 安全性評価（電池発火） 

⚫ 「小型家電に入っているリチウムイオン電池は、破損・変形により発熱・発火する危険性があ

ります。不要になったリチウムイオン電池や電池が入った小型家電は、お住まいの市町村のご

み捨てルールに従って、捨ててください。」 

⚫ 2 案目として、以下のポスターを提示した8。 

 

図 2-13 ②安全性評価（電池発火）の 2案目として提示したポスター 

 

(3) 安全性評価（情報処理） 

⚫ 「市区町村や、国の認定を受けた認定事業者は、回収からリサイクルされるまで、盗難対策を

講じるなどしっかりと管理します。また、携帯電話は携帯ショップ、パソコンはメーカーでも回

収しています。」 

⚫ 「小型家電リサイクル制度では、携帯電話やパソコンを回収する宅配回収・家電量販店にお

いて、国の認定のもと情報漏洩対策がチェックされています。」 

(4) 資源価値認知 

⚫ 「小型家電はレアメタル等の有用金属を含む一方、鉛などの有害物質を含むものもあること

から、法律に基づく適切なリサイクルが必要です。」 

⚫ 「日本では年間 65 万トンの小型家電が使われなくなっていますが、その中には 844 億円分

もの貴重な金属が含まれています。リサイクルをもっと進めるよう、回収にご協力ください。よ

 
8 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会ホームページ

https://www.jcpra.or.jp/Portals/0/resource/association/pamph/pdf/Li_poster_B.pdf（閲覧日：2023 年 3

月 8 日） 
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りよい環境のために、未来の子どもたちのために。」 

 

提示した各案について、インタビュー対象者に以下の作業・質問に取り組んでいただいた。 

⚫ 「排出に関する情報として大事だと思った(印象に残った)箇所」に赤で、わかりにくかった箇

所に青で下線を引く。 

⚫ 「理解度」「納得感」責任感」「意欲」「情報取得の意思」の 5 つの観点から、5 段階（「情報取

得の意思」のみ 4 段階）で評価を記入する。 

⚫ メッセージ閲覧後の第一印象や小型家電排出先意向について、口頭で回答する。 

 

2 案を提示した「安全性評価（電池発火）」、「安全性評価（情報処理）」「資源価値認知」の 3 因子

については、2 案を相対評価した結果も回答いただいた。 

 

2.3.2 調査結果 

（1） インタビュー結果 

1） 環境配慮意識 

a. 日常生活全般に関する情報源 

環境意識「低」のグループでは、テレビやラジオ、新聞、ニュース（大手検索エンジン運営会社）、動画

サイト、SNS、口コミという意見が見られた。 

環境意識「中」のグループでは、テレビやニュース（大手検索エンジン運営会社、ニュースアプリ）とい

う意見が見られた。 

環境意識「高」のグループでは、テレビやニュース（大手検索エンジン運営会社）、動画サイト、SNS と

いう意見が見られた。 

b. 日常生活におけるリサイクルや環境配慮に対する意識 

環境意識「低」のグループでは、参加者自身の環境意識は 3～5 点という回答が多く、中には 1～2 点

という回答もあった。「（ごみの分別に関して）マンションのルールに則り、燃えるごみ・燃えないごみや

缶・びん・PET ボトルの分別は行っている」、「不要な洋服や電化製品をリユースショップやアプリで売却

しているが、環境意識というよりも金銭を目的とした行動である」、「小型家電のリサイクルについては普

段意識しておらず、有価性のあるものは売却、有価にならないものは廃棄するのみ、という意識である」

などの意見が確認された。 

環境意識「中」のグループでは、参加者自身の環境意識は 5～7 点という回答が多かった。「リサイク

ルに貢献できることは気分が良い」、「可能な限り、省エネや公共交通機関利用に協力している」、「コン

ビニなどでビニール袋や箸をもらってしまうことはある」などの意見が確認された。また、「小型家電は故
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障するまで使うため、排出する機会が少ない」という意見もあった。 

環境意識「高」のグループでは、参加者自身の環境意識は 5～7 点という回答が多く、1 名は 10 点と

回答した。具体的には、「スーパーマーケットで肉を購入する際には、トレーを用いていない商品を購入

する」、「エコバッグやマイ箸の利用を心掛けている」、「売却益の有無に関わらず、洋服・鞄・靴・アクセサ

リーをリサイクルショップに排出している」などの意見があった。 

c. リサイクルや環境配慮に関する情報源 

環境意識「低」のグループでは、自治体が配布するごみカレンダーや、ごみステーション等の掲示、ま

た粗大ごみセンターへ直接電話して確認するという意見があった。インターネットで自治体の排出ルー

ルを確認しようとしたがわかりにくかったという意見や、そもそも排出方法を調べないという意見も見ら

れた。 

環境意識「中」のグループでは、市報やごみ捨て場所に掲示されているポスター、自治体のごみアプリ

という意見があった。また、「不明点は自治体の役所やごみ収集拠点に電話して確認する」という意見も

見られた。 

環境意識「高」のグループでは、自治体が配布するごみカレンダーや、インターネット検索、テレビ番組

の情報という回答が確認された。 

2） 小型家電排出先 

a. 過去 3カ月の間に排出した小型家電の排出方法 

環境意識「低」のグループでは、有価性を考慮しリユースショップ等で売却したとの意見が多く見られ

た。故障していたり、製造年が古かったりするために有価性が低いと考えられるものに関しては、不燃ご

みや粗大ごみとして排出したという意見も見られた。 

環境意識「中」のグループでは、不燃ごみや粗大ごみとしての排出、回収ボックスへの排出という意見

があった。具体的には、スマートフォンを家電量販店の回収ボックスに排出、電子レンジ・プリンター・モ

バイルバッテリーを不燃ごみに排出、電子レンジ・掃除機を粗大ごみとして排出という意見が確認できた。 

環境意識「高」のグループでは、粗大ごみ・不燃ごみとしての排出、回収事業者や販売店への排出、知

人への譲渡という意見があった。具体的には、スマートフォン・プリンターを販売店に排出、ノートパソコ

ンを東京都が認定した回収事業者に排出、掃除機を粗大ごみとして排出、スマートフォンを知人に譲渡

という意見が見られた。 

b. 居住自治体における小型家電の適正排出方法の認知 

環境意識「低」のグループ、環境意識「中」のグループともに、小型家電の適正排出方法を記憶してい

る参加者は確認されなかった。「排出の度に、市報や市のウェブサイトを確認している」という意見が見ら

れた。 

環境意識「高」のグループでも、参加者は小型家電の適正排出方法を記憶していなかった。 
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c. 小型家電排出の際にわからなかったこと、迷ったこと 

環境意識「低」のグループでは、情報端末であるノートパソコンは個人情報の処理がどのようになされ

るのか心配であり、排出できていないという意見があった。 

環境意識「中」のグループでは、排出方法がわからなかった経験がある製品として、加熱式タバコ・ラ

イター・ラジコンのバッテリー・旧式ゲーム機などが挙げられた。 

環境意識「高」のグループでは、「IC チップを含む製品は、有害性の観点から排出時に考慮する必要

があると認識しているが、適正排出方法がわからず困っている」、「電源コードが付属している製品に関

して排出方法を迷うことがある」という意見があった。 

3） 制作物評価 

a. 費用便益評価（負担感） 

参加者に対して以下のメッセージ案を提示し、作業・質問に取り組んでもらった。 

 「市役所などの公共施設、またはスーパー、家電量販などの小売店に、回収ボックスが設置され

ている市区町村もあります。ごみ回収の区分に「小型家電」がある市区町村もあります。詳しくは

お住まいの市区町村にお尋ねください。」 

 

環境意識「低」のグループでは、回収ボックスへの排出を手間と感じるという意見が見られた。また、

居住する自治体が小型家電回収ボックスを設置していることについて知っていたとする回答者はいな

かった。 

環境意識「中」のグループでは、消費者が取るべき具体的な行動がわかりにくいという意見が見られ

た。「情報が書いてあるようで書いていない。具体的なリサイクル手順がわからない」、「行政が実施する

ごみ収集以外に、回収ボックスなどのサービスがあると明記した方が良い」という意見があった。 

環境意識「高」のグループでは、回収に協力する意欲を高めるための文章が不足しているという意見

が見られた。「小型家電を市役所まで持ち込む意欲を高める文章が必要であり、有害物質や発煙・発火

などの危険性を伝える方が良いのではないか」、「市区町村に問い合わせることは面倒に感じる消費者

が多いため、はがきなどの文書により情報を提供した方が、高齢者にとってもわかりやすい」などの意見

が確認できた。 

b. 安全性評価（電池発火） 

参加者に対して以下のメッセージ案とポスターを提示し、作業・質問に取り組んでもらった。 

 「小型家電に入っているリチウムイオン電池は、破損・変形により発熱・発火する危険性がありま

す。不要になったリチウムイオン電池や電池が入った小型家電は、お住まいの市町村のごみ捨て

ルールに従って、捨ててください。」 

 2 案目として、図 2-13 に示したポスターを提示した。 

 

環境意識「低」のグループでは、1 案目の文章については、リチウム蓄電池等を原因とする発煙・発火

の危険性を知っていた回答者もいたが、知らなかったためよく理解できたという回答者からの意見も
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あった。2 案目のポスターについては、写真が掲載されていることにより、発煙・発火の危険性をより強く

感じたとの意見があった。 

環境意識「中」のグループでは、1 案目の文章については、リチウム蓄電池の発煙・発火の危険性は十

分に伝わるが、リサイクル促進のためには情報が不足しているという意見が確認できた。「自分は既にリ

サイクルに協力している。これ以上何をすれば良いのか、具体的な対策や発火のメカニズムを教えてほ

しい」、「自治体ごとに分別方法が異なり、適切にリサイクルされているのか疑問に思う。消費者として何

をすれば適切にリサイクルされるのかわからず、不信感がある」という意見があった。2 案目のポスター

については、図示のわかりにくさを指摘する意見が見られた。「ごみ袋の絵の上に×が描かれていて、小

型家電をごみとして排出してはいけないのかという印象を受けた」、「「過度な力が加わると激しく発煙・

発火する」とあるが、それは収集運搬時の問題であり、消費者が何をすべきかわからない」、「ポスターに

記載されている 6 品目について、適正排出方法を明記してほしい」などの意見があった。 

環境意識「高」のグループでは、1 案目の文章については、電池の発煙・発火の危険性を勉強できたと

いう意見があった。「発熱・発火という短期的な不利益が、自分自身に発生する可能性があると危機感

を感じた」、「電池が小型家電のどこに内蔵されているかわからない」という意見が確認できた。2案目の

ポスターについては、1 案目と比べて危険性がより伝わりやすいという意見が見られた。「ポスターの方

が、誰でも電池の発煙・発火の危険性を理解できるのではないか」、「「火元は電子機器」というフレーズ

は、発火の危険性を直接伝えていてわかりやすい」などの意見があった。 

c. 安全性評価（情報処理） 

参加者に対して以下の 2 つのメッセージ案を提示し、作業・質問に取り組んでもらった。 

・ 「市区町村や、国の認定を受けた認定事業者は、回収からリサイクルされるまで、盗難対策を講

じるなどしっかりと管理します。また、携帯電話は携帯ショップ、パソコンはメーカーでも回収して

います。」 

・ 「小型家電リサイクル制度では、携帯電話やパソコンを回収する宅配回収・家電量販店において、

国の認定のもと情報漏洩対策がチェックされています。」 

 

環境意識「低」のグループでは、1 案目の文章については、「どこで小型家電が回収されているかがわ

かったが、どこまで信頼できる対策がなされているのかわからないとの意見があった。2 案目の文章に

ついては、「盗難対策等が講じられていることがわかったが、具体的にどのようなことがされているのか

わからない」、「情報漏洩対策は既に自分で行っている」との回答があった一方、「捨てられていなかった

スマートフォンがあったが、盗難対策されているのであれば捨ててもよいかもしれない」という意見が

あった。いずれの案についても、このメッセージだけでは排出に関する意識が変化することは考えにくい

という意見が得られた。 

環境意識「中」のグループでは、1 案目の文章については、製品自体に対する盗難対策が講じられて

いると解釈したという意見が確認できた。「盗難対策は、製品本体や金属の転売対策と認識した」、「「盗

難対策」は漠然としているため、より具体的で安心できる文言にしてほしい。一文で簡単に済ませられる

問題ではないのではないか」、「能動態であり、メッセージが伝わりやすい」などの意見があった。2 案目

の文章については、「チェック」という表現に対して疑問を投げかける意見が見られた。「「チェック」より

「担保」などの表現が望ましいのではないか」、「「チェック」というように軽く表現できる内容ではないの
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ではないか」、「国が認定した家電量販店へ排出することに対して、安心感を与えてほしい」、「情報漏洩

対策と回収方法の繋がりが不明瞭である」などの意見があった。 

環境意識「高」のグループでは、1 案目の文章については、具体的な盗難対策が不明という意見が

あった。「表現が抽象的で説得力がない」、「盗難対策を講じる対象物がわからない」、「安全性はなんと

なく伝わるが、深く納得するためには自分で調べる必要があると感じた」という意見があった。2 案目の

文章については、情報漏洩対策に対して安心感を覚えた参加者と、不安感を覚えた参加者の双方が確

認できた。「情報漏洩対策が施されていると安心感を覚えた」、「情報「漏洩」より、情報「削除」の方が安

心する」、「「国の認定」の内容が不明であり、情報漏洩を不安に思い、排出せず退蔵したくなってしまう」

などの意見があった。 

d. 資源価値認知 

参加者に対して以下の 2 つのメッセージ案を提示し、作業・質問に取り組んでもらった。 

・ 「小型家電はレアメタル等の有用金属を含む一方、鉛などの有害物質を含むものもあることから、

法律に基づく適切なリサイクルが必要です。」 

・ 「日本では年間 65 万トンの小型家電が使われなくなっていますが、その中には 844 億円分も

の貴重な金属が含まれています。リサイクルをもっと進めるよう、回収にご協力ください。よりよ

い環境のために、未来の子どもたちのために。」 

 

環境意識「低」のグループでは、1 案目の文章については、「資源の有価性がわかったので、リサイクル

の重要性がわかった」、「有用金属の回収よりも有害物質の対策というメッセージの方が重要と感じた」

という意見があった。一方で、「有用金属が含まれていたとしても、リサイクルにもコストがかかるので、

果たしてどれだけの価値になるのか」といった意見も見られた。2 案目の文章については、「重量や金額

が具体的になったことで重要性をより感じたように思う」との意見があった一方、「数字が大きすぎてイ

メージがわかない」といった意見もあった。また、「よりよい環境のために、未来の子どもたちのために」と

いう文言はあまり自分には関係ないように感じるため意欲が持てないといった意見も見られた。 

環境意識「中」のグループでは、1 案目の文章については、小型家電含有物質の有害性は伝わるとい

う意見が見られた。「「資源価値」「有害性」というリサイクルが必要な理由を理解できた」、「レアメタルの

重要性は認知していたが、有害物質と聞くと排出方法に困ってしまう」などの意見があった。2 案目の文

章については、毎年 844 億円分の金属が排出されていることのインパクトは伝わるが、リサイクル促進

のためには情報が不足しているという意見が確認できた。「金額はわかりやすいが、小型家電は既に適

切に回収されているはずであり、消費者が追加的に何をするべきかがわからない」、「リサイクルにより

環境・未来が変化する余地が残されていると感じたが、具体的な排出方法までは伝わらない」、「844 億

円はもったいないと思ったが、その解決に取り組むことは行政の役割なのか、消費者の役割なのかわか

らない」などの意見があった。 

環境意識「高」のグループでは、1 案目の文章については、小型家電含有物質の有害性は伝わるが、

有用金属に関しては説明が不十分という意見があった。「鉛が有害物質であることが認識できた」、「「有

用金属」は意図が伝わりにくい」、「リサイクル法に基づく適切なリサイクルが実施されていることが理解

できた」などの意見が確認できた。2 案目の文章については、数字の規模感がイメージしにくいという意

見や、リサイクルに協力することがどのように未来・環境に繋がるのか不明瞭という意見があった。「65
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万 t や 844 億円という数字は、スケールが大きすぎるためピンとこない」、「リサイクルが未来・環境にど

のように繋がるのかわかりにくい」、「「未来の子どもたちのために」は、子どもがいない人には響かない

のではないか」などの意見があった。 

（2） 考察 

令和 3 年度検討業務では、「資源価値」、「情報処理の安全性」、「安全性（電池発火）」、「負担感」の 4

因子について排出を促進するメッセージ案を作成し、アンケート調査において有効性を確認した。なお、

これらの 4 因子はそれぞれ、図 2-1 に示す行動モデルにおける「資源価値認知」、「安全性評価（電池

発火）」、「安全性評価（情報管理）」、「費用便益評価」の因子に対応するものである。 

「資源価値」、「情報処理の安全性」については、令和 3 年度検討業務において適正排出促進に向け

たメッセージの効果が見られたため、インタビュー調査でも検証を行った。「安全性（電池発火）」、「負担

感」については、アンケート調査では十分な効果が確認されなかったことから、インタビュー調査を通じ

てこれらの因子が消費者行動にどのように影響するかについて追加検討を行った。調査にあたっては、

消費者の環境配慮意識によっても影響する因子が異なる可能性があったため、事前アンケートにおける

環境配慮意識に関する設問の回答を点数付けし、総合得点によって回答者をグループ分けした。調査

結果の整理にあたっては、特に環境配慮意識の高いグループと低いグループとで差異が見られたこと

から、以降は上記の 2 グループについて得られた示唆を整理した。 

結果として、環境配慮意識の高いグループ、低いグループともに特に印象に残ったとの意見が得られ

たのは「安全性評価（電池発火）」のメッセージであった。短期的な不利益をもたらしかねないため、すぐ

に行動を起こすインセンティブが得られ、適正排出の意義も理解できたという意見が得られた。ただし、

インタビューでは具体的な行動方法がわからないとの発言も多く、リチウム蓄電池等が使用されている

製品の見分け方、適正な排出方法の両者について情報提供が必要である。 

「安全性評価（電池発火）」と同じく、小型家電等適正排出の意義についての認知を高める因子として

は、「資源価値認知」が挙げられる。この因子に関するメッセージは環境配慮意識が高いグループに対し

て一定程度効果が認められた。他方、環境配慮意識が低いグループに対しては、環境対策の取組へ不

信感を抱いている場合もあり、資源価値に関するメッセージが逆効果となる恐れがあることが示唆され

た。環境配慮意識が低いグループには、「安全性評価（電池発火）」のメッセージが優先的に届くような工

夫が必要である可能性が示唆された。 

令和 3 年度検討業務では一定程度適正排出促進に向けたメッセージの効果がみられていた「安全性

評価（情報処理）」に関しては、不要であるとの発言もあった一方、より詳細にどのような安全性対策を

実施しているのか情報開示がほしいとの意見もあった。今回調査ではあくまで環境配慮意識のみによる

グループ分けを行っており、情報処理に関する意識については各グループの構成者によってばらつきが

あったことが否定できないため、「安全性評価（情報処理）」のメッセージの影響度については別途調査・

考察が必要な可能性もある。ただし、その他の因子と比較して影響が小さい可能性が示唆された。 

「費用便益評価（負担感）」に関しては、環境配慮意識によらず、全ての消費者の排出における負担感

を軽減する取組の必要性が確認された。ただし、小型家電回収ボックスが自治体内に設置されているこ

との認知度が極端に低かったことには留意が必要であり、消費者が小型家電排出について認知する

チャネルを増やすことが望ましい。 

また、検証を行った 4 つの因子以外の観点として、「実行可能性評価（具体的な排出方法）」に働きか
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ける情報提供が必要であることも示唆された。4 つの因子に働きかけるメッセージを見たとき、環境配慮

意識が高いグループではメッセージを見て排出方法を自主的に調べようと思う、といった意見が得られ

た一方、環境配慮意識が低いグループでは、具体的な排出方法がわからなければ行動を起こすに至ら

ないとの意見が見られた。この結果から、具体的な排出方策に関する情報提供は、特に環境配慮意識

の低い層に対して必要であることが確認された。ただし、自治体別に排出ルールが異なるため、全国展

開可能な情報提供と、自治体が提供する排出ルールの情報との組み合わせにより情報発信を行うこと

が必要と考えられる。情報の組み合わせ方については情報発信者が容易に実施可能となるよう情報発

信に活用可能なサンプルを提示することが対策としてあり得ると考えられる。 

以上を踏まえ、環境配慮意識が高いグループと低いグループに分けて、それぞれ小型家電の廃棄行

動の説明モデルの見直しを行った。見直しの結果は図 2-14、図 2-15 に示すとおりである。 

 

 

図 2-14 環境配慮意識が高いグループにおける小型家電の廃棄行動の説明モデル 

 

 

図 2-15 環境配慮意識が低いグループにおける小型家電の廃棄行動の説明モデル 

 

図中赤字で記載した因子、アプローチは、インタビュー調査の結果、消費者の適正排出促進にあたり

重要であることが示唆されたポイントである。 

環境配慮意識が高いグループにおいては、資源価値認知を高める情報提供と安全性評価（電池発火）

に働きかける情報提供の組み合わせにより、小型家電等適正排出の意義を理解し、行動に移してもらう
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アプローチが適当と考えられる。一方、行動意図を持ったのち、行動に移すまでに必要な、具体的な排出

方法に関する情報等は自主的に調べることが可能である可能性が高く、他のアプローチと比較して優先

度は低い可能性もあるため、図中では点線で表現した。 

環境配慮意識が低いグループにおいては、環境配慮行動を目指す目標意図を獲得することが難しい

と考えられるため、行動意図を起点として説明モデルを見直した。安全性評価（電池発火）に働きかける

情報提供により、消費者が行動意図を持つに至ったならば、行動意図から行動へつなげるアプローチ

（すなわち、具体的な排出方法に関する情報提供等）によって行動（小型家電の適正排出）を起こすこと

が重要である。 

なお、費用便益評価（負担感）に関しては、環境配慮意識によらず重要な因子と考えられる。 

上記の各グループに対して整理したアプローチを図 2-16のとおり取りまとめた。ヒアリング調査の結

果、小型家電の適正排出の意義を理解できたとする回答があった資源価値認知と安全性評価（電池発

火）については、「小型家電等適正排出の意義についての認知を高めるアプローチ」と記載した。一方、

その他の因子（安全性評価（情報処理）、費用便益評価（負担感）、実行可能性評価（具体的な排出方

法））については、適正排出の意義を認知した消費者が、実際に適正排出を行うにあたり懸念を抱く観

点を払しょくするための因子であることが示唆されたため、「小型家電等適正排出の後押しをするアプ

ローチ」と記載した。 

 

 

図 2-16 環境配慮意識のレベルに応じた小型家電適正排出促進アプローチ（案） 

 

また、行動モデルとは直接関連しないが、消費者への情報提供においてはどのような文言、媒体によ

り消費者の行動を促すかも重要な観点である。インタビュー調査の結果得られた、文言に関する示唆は

下記のとおりであった。これらの観点は、今後情報提供のためのツール等を取りまとめる場合、考慮され

ることが望ましい。 

⚫ 資源価値認知 

◼ 単に大きな数字（使用済となる重量、再資源化額等）が書かれるのみではイメージがわき

にくい 

◼ 「よりよい環境のために、未来の子どもたちのために」という文言は自分ごとと感じられな
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い消費者の存在にも留意する 

⚫ 安全性評価（電池発火） 

◼ 電池発火を防止するための具体的な対策や発火のメカニズムもあわせて周知されること

が望ましい 

◼ 「過度な力が加わると激しく発煙・発火する」とあるが、それは収集運搬時の問題と感じる

ため、消費者が何をすべきか明確であると良い 

⚫ 安全性評価（情報処理） 

◼ 情報処理についてより具体的なメッセージの方が安心感につながる 

◼ 文章が能動態であると、メッセージが伝わりやすい 

◼ 情報「漏洩」対策という文言よりも、情報「削除」といった文言の方が、安心感が得られる 

⚫ 費用便益評価（負担感） 

◼ 市区町村に問い合わせることは面倒に感じる消費者が多いため、紙資料でも情報を提供

した方が、高齢者にとってもわかりやすい 
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3. 市区町村における分別回収等に関する取組実態の整理 

3.1 環境省が実施する市区町村調査の取りまとめ 

環境省が実施する令和 4 年度の市区町村調査について、回答様式の設計、回答票の回収、市区町

村・都道府県からの問合せへの対応、回答内容に関する市区町村への疑義照会及び回答の取りまとめ

を行った。なお、回答票の送付は、環境省よりメールにて行い、各市区町村に対する回答状況の有無の

確認を実施した。 

また、環境省から提供する小型家電リサイクル法施行規則第 15 条による認定事業者（以下「認定事

業者」という。）からの報告及び環境省が実施する認定事業者に対する報告内容を補完する調査（以下

「補完調査」という。）との整合を確認した。 

3.1.1 小型家電回収への取組状況 

小型家電のリサイクルへの取組状況等把握のため、市区町村に対し実態調査を行った。調査対象は

全市区町村（特別区含む）、有効回答は 1,711 市区町村であり、回収率は 98.3％であった。 

小型家電の回収・処理の取組状況について、「実施中」「実施に向けて調整中」と回答した市区町村は、

前回調査（令和 3 年 6 月時点）は 1,462 市区町村（同 84.0%）であったのに対し、今回調査（令和 4

年 7 月時点）では、1,461 市区町村（同 83.9%）であった。（表 3-1） 

 

表 3-1 市区町村の参加状況（単一回答） 

 実施中 
実施に向け

て調整中 
未定 実施しない 合 計 

令和 4年 7月 

時点 

(有効回答 1,711) 

市区町村数 1,445 16 142 108 1,711 

全市区町村に占める割合（%） 83.0  0.9  8.2  6.2  98.3  

人口ベースでの割合（%） 93.9  0.2  1.9  3.1  99.2  

令和 3年 6月 

時点 

(有効回答 1,734) 

市区町村数 1,435 27 149 123 1,734 

全市区町村に占める割合（%） 82.4  1.6  8.6  7.1  99.6  

人口ベースでの割合（%） 94.7  0.4  2.2  2.5  99.9  

令和 2年 6月 

時点 

(有効回答 1,721) 

市区町村数 1,406 23 156 136 1,721 

全市区町村に占める割合（%） 80.8  1.3  9.0  7.8  98.9  

人口ベースでの割合（%） 94.7 0.5 2.2 2.2 99.7 

令和元年 7月 

時点 

(有効回答 1,634) 

市区町村数 1,390 17 97 130 1,634 

全市区町村に占める割合（%） 79.8 1.0 5.6 7.5 93.9 

人口ベースでの割合（%） 94.2 0.2 1.7 1.8 97.9 

平成 30年 6月 

時点 

(有効回答 1,700) 

市区町村数 1,591 29 46 34 1,700 

全市区町村に占める割合（%） 91.4 1.7 2.6 2.0 97.6 

人口ベースでの割合（%） 96.9 0.5 0.9 0.6 98.8 

平成 29年 7月 

時点 

(有効回答 1,736) 

市区町村数 1,315 97 208 116 1,736 

全市区町村に占める割合（%） 75.5 5.6 11.9 6.7 99.7 

人口ベースでの割合（%） 91.4 2.8 3.7 2.0 99.9 

平成 28年 4月 

時点 

(有効回答 1,735) 

市区町村数 1,219 108 283 125 1,735 

全市区町村に占める割合（%） 70.0 6.2 16.3 7.2 99.7 

人口ベースでの割合（%） 86.8 5.1 5.8 2.2 99.9 

平成 27年 4月 

時点 

(有効回答 1,741) 

市区町村数 1,073 232 316 120 1,741 

全市区町村に占める割合（%） 61.6 13.3 18.1 6.9 100.0 

人口ベースでの割合（%） 79.8 10.3 7.5 2.6 100.0 
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 実施中 
実施に向け

て調整中 
未定 実施しない 合 計 

平成 26年 4月 

時点 

(有効回答 1,741) 

市区町村数 754 277 553 157 1,741 

全市区町村に占める割合（%） 43.3 15.9 31.8 9.0 100.0 

人口ベースでの割合（%） 64.8 14.0 18.2 3.0 100.0 

平成 25年 4月 

時点 

(有効回答 1,742) 

市区町村数 341 294 1,001 106 1,742 

全市区町村に占める割合（%） 19.6 16.9 57.5 6.1 100.0 

人口ベースでの割合（%） 26.1 28.2 43.4 2.3 100.0 

 

地方別にみると、全ての地域で｢実施中｣「実施に向けて調整中」が 70％を超えており、四国地方、九

州地方以外は 80%以上となった。(図 3-1) 

 

 

 各地方に含まれる都道府県は、環境省の各地方環境事務所が管轄する地方とした。 

  北海道地方（北海道） 

  東北地方（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県） 

  関東地方（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、静岡県） 

  中部地方（富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県） 

  近畿地方（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県） 

  中国地方（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県） 

  四国地方（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 

      九州地方（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県） 

図 3-1 地方別の市区町村参加状況（令和 4年 7月時点）（単一回答） 

 

人口ベースでみると、九州地方以外の地域で、｢実施中｣「実施に向けて調整中」が 90％を超えてお

り、北海道地方、東北地方、関東地方、近畿地方は 95％以上と特に高かった。九州地方は、87.1％で、

他の地域と比べると低かった。（図 3-2） 

 

88.7 

88.1 

93.0 

84.2 

84.2 

79.8 

76.8 

71.0 

0.0 

0.9 

0.7 

1.6 

2.0 

1.0 

0.0 

0.7 

5.6 

4.6 

3.2 

6.9 

6.6 

8.7 

7.4 

10.7 

5.6 

6.4 

3.0 

7.3 

7.1 

10.6 

15.8 

17.6 

0% 50% 100%

北海道地方（177市区町村）

東北地方(218市区町村）

関東地方(402市区町村)

中部地方（247市区町村)

近畿地方(196市区町村)

中国地方(104市区町村）

四国地方(95市区町村)

九州地方(272市区町村)

(市区町村数ベース：n=1,711)

実施中 実施に向けて調整中 実施しない 未定



 

45 

 

図 3-2 地方別の市区町村参加状況（人口ベース）（令和 4年 7月時点）（単一回答） 
 

3.1.2 小型家電回収を実施しない、又は未定の場合の状況 

使用済小型家電リサイクルへの取組状況について回答のあった 1,711 市区町村のうち、小型家電

回収を実施しない、又は未定と回答した 250 市区町村に対し、その理由を質問したところ、「組織体

制の整備や人員確保が困難」が最も多く挙げられ、58.0%と半数を超えていた。その他に理由として

挙げられたもののうち 20％以上であったのは、「収集・処理を委託している事業者との調整が困

難」、「近隣に、認定事業者又はその他適正な者がいない」、「一部事務組合等との調整が困難」であ

る。(図 3-3) 
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図 3-3 小型家電回収を実施しない、又は取組未定の理由（複数回答） 

 

使用済小型家電リサイクルへの取組状況について回答のあった 1,711 市区町村のうち、小型家電回

収を実施に向けて調整中、実施しない、又は未定と回答した 266 市区町村に対し、住民が排出した小

型家電のおおよその量を把握しているか質問したところ、「把握している」は 5.3%であった。（図 3-4） 

「把握している」と回答した 14 市区町村のうち、令和 3 年度における住民が排出した小型家電のおお

よその量を質問したところ、13 市区町村より数量の回答が得られ、合計重量 267,394kg、平均重量

20,569kg であった。（表 3-2） 
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その他

無回答

(%)

(小型家電回収を実施しない、未定の市区町村：n=250)
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図 3-4 調整中、実施しない、未定の場合における小型家電排出量の把握状況(単一回答) 

 

表 3-2 調整中、実施しない、未定の場合の把握されている住民が排出した小型家電のおおよその量 

対象数 回答数 
令和 3年度小型 

家電排出量合計(kg) 

令和 3年度小型 

家電排出量平均(kg) 
無回答数 

14 13 267,394 20,569 1 

 

小型家電回収を実施に向けて調整中、実施しない、又は未定と回答した 266 市区町村に対し、住民

が排出した小型家電の取り扱いを質問したところ、「廃棄物処理、資源回収業者等に引き渡し」が

35.7%と最も多く、ついで「不明（把握していない）」が 32.0%であった。（図 3-5）うち、参考として、

住民が排出した小型家電のおおよその量を把握し、排出された小型家電の取扱について割合で回答し

た 11 市区町村の回答より、小型家電の取り扱い方法別の重量を参考として算出した。こちらについても

同様に、「廃棄物処理、資源回収業者等に引き渡し」の重量が最も多い結果となった。（図 3-6） 

  

把握している
5.3%

把握していない
93.6%

無回答
1.1%

(小型家電回収を実施に向けて調整中、実施しない、

未定の市区町村：n=266)
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図 3-5 小型家電回収について調整中、実施しない、未定の場合の住民が排出した小型家電の取扱状況(複数回

答) 

 

 

図 3-6 小型家電回収について調整中、実施しない、未定の場合の住民が排出した小型家電の取扱量 
注）住民が排出した小型家電のおおよその量を把握し、かつ重量記載があり、排出された小型家電の取扱割合記入合計が 100％

であった 11 市区町村の回答データのみを用いて作成。 

 

  

5.3

2.3

15.0

3.0

35.7

1.5

0.4

17.3

32.0

0.8

0 20 40

市区町村でそのまま埋立処分

市区町村で焼却後、残渣を埋立処分

市区町村で破砕後、残渣を埋立処分

溶融スラグ化して再利用・処分

廃棄物処理、資源回収業者等に引渡し

リユース業者に引渡し

海外輸出業者に引渡し

その他

不明（把握していない）

無回答

(小型家電回収を実施に向けて調整中、実施しない、未定の市区町村：n=266)

(%)

85,972

0

142,235

992

21,819

0

0 50,000 100,000 150,000 200,000

市区町村で処理（そのまま埋立処分、焼却後、残渣を埋立処分、破

砕後、残渣を埋立処分）

溶融スラグ化して再利用・処分

廃棄物処理、資源回収業者等に引渡し

リユース業者、海外輸出業者に引渡し

その他

不明（把握していない）

(kg)

(小型家電回収を実施に向けて調整中、実施しない、未定で住民が排出した小型家電のおおよその量を把握している市区町村：n=11)
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3.1.3 小型家電の回収方法 

小型家電リサイクル法に基づく回収・処理を「実施中」と回答した 1,445 市区町村に対して、使用済

小型家電の回収方法を質問したところ、「ボックス回収」が 58.1％と最も多く、次いで「ピックアップ回収」

38.5％、「清掃工場等への持込み」33.8％であった。（図 3-7） 

地方別にみると、九州地方を除く全ての地方で「ボックス回収」が 48.6％～67.2%と最も多くなって

おり、北海道地方、東北地方、関東地方、近畿地方で特にその割合が高くなっている。九州地方では

「ボックス回収」と「認定事業者の宅配便方式を利用した回収」の2つがそれぞれ42.5％と最も多くなっ

ていた。(表 3-3) 

  

図 3-7 小型家電の回収方法（複数回答） 

 

表 3-3 小型家電の回収方法(複数回答) 

実施中の 

回収方法 

(n数） 

対
象
数 

ボ
ッ
ク
ス
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
回
収 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
回
収 

集
団
回
収
・市
民
参
加
型

回
収 

イ
ベ
ン
ト
回
収 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み 

戸
別
訪
問
回
収 

認
定
事
業
者
の
宅
配
便
方

式
を
利
用
し
た
回
収 

そ
の
他 

全国 1,445 839 288 557 43 186 488 71 418 107 

北海道 157 99 20 30 3 13 38 7 30 11 

東北 192 129 24 82 5 58 25 4 24 16 

関東 374 234 79 167 9 59 139 26 144 21 

中部 208 101 64 71 12 20 86 7 62 26 

近畿 165 107 24 53 4 23 55 11 52 14 

中国 83 49 22 45 4 7 40 6 20 6 

四国 73 38 16 31 2 2 33 3 4 2 

九州 193 82 39 78 4 4 72 7 82 11 

 

58.1

38.5

33.8

28.9

19.9

12.9

4.9

3.0

7.4

0 20 40 60 80

ボックス回収

ピックアップ回収

清掃工場等への持込み

宅配便方式

ステーション回収

イベント回収

戸別訪問回収

集団回収・市民参加型回収

その他

(%)

(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)
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実施中の 

回収方法 

(%） 

対
象
数 

ボ
ッ
ク
ス
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
回
収 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
回
収 

集
団
回
収
・市
民
参
加
型

回
収 

イ
ベ
ン
ト
回
収 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み 

戸
別
訪
問
回
収 

認
定
事
業
者
の
宅
配
便
方

式
を
利
用
し
た
回
収 

そ
の
他 

全国 - 58.1 19.9 38.5 3.0 12.9 33.8 4.9 28.9 7.4 

北海道 - 63.1 12.7 19.1 1.9 8.3 24.2 4.5 19.1 7.0 

東北 - 67.2 12.5 42.7 2.6 30.2 13.0 2.1 12.5 8.3 

関東 - 62.6 21.1 44.7 2.4 15.8 37.2 7.0 38.5 5.6 

中部 - 48.6 30.8 34.1 5.8 9.6 41.3 3.4 29.8 12.5 

近畿 - 64.8 14.5 32.1 2.4 13.9 33.3 6.7 31.5 8.5 

中国 - 59.0 26.5 54.2 4.8 8.4 48.2 7.2 24.1 7.2 

四国 - 52.1 21.9 42.5 2.7 2.7 45.2 4.1 5.5 2.7 

九州 - 42.5 20.2 40.4 2.1 2.1 37.3 3.6 42.5 5.7 

 

 

人口規模別にみると、ボックス回収、ピックアップ回収、イベント回収、宅配便方式を利用した回収に

ついては、人口規模の大きい市区町村での実施割合が比較的高い傾向にあり、ステーション回収、清掃

工場への持ち込みについては、人口規模が小さい市区町村での実施割合が比較的高い傾向となってい

る。（表 3-4） 

 

表 3-4 人口規模・回収方法別実施状況 

実施中の 

回収方法 

(%） 

対象数

(n数） 

ボ
ッ
ク
ス
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
回
収 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
回
収 

集
団
回
収
・市
民
参
加
型
回
収 

イ
ベ
ン
ト
回
収 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み 

戸
別
訪
問
回
収 

認
定
事
業
者
の
宅
配
便
方
式

を
利
用
し
た
回
収 

そ
の
他 

5万人未満 951 50.4 21.1 34.3 3.9 9.6 31.7 4.6 20.5 6.9 

5～20万人 367 70.8 19.3 44.4 1.4 15.5 40.3 6.5 41.1 6.8 

20～50万人 93 74.2 17.2 51.6 1.1 30.1 36.6 3.2 54.8 16.1 

50～100万人 23 87.0 0.0 69.6 0.0 21.7 17.4 0.0 60.9 0.0 

100万人以上 11 100.0 0.0 36.4 0.0 45.5 9.1 0.0 63.6 9.1 

 

回収方法の組み合わせをみると、「ステーション又はピックアップを含む複数回収」が 45.0%と最も

多く、次いで「ステーション、ピックアップを含まない複数回収」となった。なお、単一回収のうち最も多い

のは「ボックス回収」の 202 件（14.0％）であった。（図 3-8、図 3-9、表 3-5） 
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図 3-8 小型家電の回収方法（組み合わせ別） 
 

 

図 3-9 小型家電の回収方法（組み合わせ別/割合） 

  

ボックス

のみ
14.0%

ステーション

のみ
4.0%

ピックアップの

み
6.7%

清掃工場等へ

の持込みのみ
2.1%

上記以外の単

一回答
7.5%

ステーション又は

ピックアップを含む

複数回収
45.0%

ステーション、ピッ

クアップを含まない

複数回収
20.6%

無回答
0.1%

27.4 

17.7 

10.2 

9.1 

17.0 

9.6 

19.2 

9.3 

7.0 

2.6 

2.4 

4.3 

3.6 

2.4 

6.8 

5.7 

9.6 

10.9 

3.5 

6.3 

2.4 

7.2 

12.3 

8.3 

3.2 

0.5 

4.0 

1.0 

0.6 

0.0 

2.7 

2.1 

8.9 

7.3 

4.3 

9.6 

10.3 

0.0 

1.4 

13.5 

15.3 

37.5 

57.0 

48.6 

40.0 

66.3 

45.2 

44.6 

28.7 

22.9 

18.4 

21.2 

26.1 

14.5 

12.3 

16.6 

0.0 

0.5 

0.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 50% 100%

北海道地方（157市区町村）

東北地方(192市区町村）

関東地方(374市区町村)

中部地方（208市区町村)

近畿地方(165市区町村)

中国地方(83市区町村）

四国地方(73市区町村)

九州地方(193市区町村)

ボックスのみ ステーションのみ

ピックアップのみ 清掃工場等への持込みのみ

上記以外の単一回答 ステーション又はピックアップを含む複数回収

ステーション、ピックアップを含まない複数回収 無回答

(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)
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表 3-5 小型家電の回収方法（組み合わせ別） 

実施中の回収方法 

（n数） 

対
象
数 

単
一
回
収 

ボ
ッ
ク
ス
の
み 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
み 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の
み 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み
の
み 

上
記
以
外
の
単
一
回
答 

複
数
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
又
は
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を 

含
む
複
数
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
、
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を 

含
ま
な
い
複
数
回
収 

無
回
答 

全国 1,445 495 202 58 97 30 108 948 650 298 2 

北海道地方（157市区町村） 157 88 43 11 15 5 14 69 24 45 0 

東北地方(192市区町村） 192 75 34 5 21 1 14 116 72 44 1 

関東地方(374市区町村) 374 91 38 9 13 15 16 282 213 69 1 

中部地方（208市区町村) 208 63 19 9 13 2 20 145 101 44 0 

近畿地方(165市区町村) 165 56 28 6 4 1 17 109 66 43 0 

中国地方(83市区町村） 83 16 8 2 6 0 0 67 55 12 0 

四国地方(73市区町村) 73 31 14 5 9 2 1 42 33 9 0 

九州地方(193市区町村) 193 75 18 11 16 4 26 118 86 32 0 

 

3.1.4 小型家電の回収品目 

小型家電リサイクル法に基づく回収・処理を「実施中」と回答した 1,445 市区町村に対して、回収品

目を尋ねたところ、「制度対象品目全て」が42.8％と最も多く、次いで「特定対象品目全て」が26.6％、

「特定対象品目のうち、特に高品位の品目のみ」が 14.3％であった。（表 3-6） 
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表 3-6 小型家電の回収品目 

実施中の回収品目 

(市区町村数) 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元

年度 

令和 2

年度 

令和 3

年度 

特定対象品目のう

ち、特に高品位の品

目のみ 

96 176 184 194 195 181 198 200 206 

特定対象品目全て 215 259 312 323 319 323 369 372 384 

制度対象品目全て 336 480 564 619 650 624 647 637 619 

検討中（現在未定） 2 5 4 7 10 3 8 7 3 

その他 102 145 144 149 171 152 162 185 185 

無回答 3 8 11 23 246 107 22 34 48 

合計 754 1,073 1,219 1,315 1,591 1,390 1,406 1,435 1,445 

 

実施中の回収品目 

(%) 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元

年度 

令和 2

年度 

令和 3

年度 

特定対象品目のう

ち、特に高品位の品

目のみ 

12.7 16.4 15.1 14.8 12.3 13.0 14.1 13.9 14.3 

特定対象品目全て 28.5 24.1 25.6 24.6 20.1 23.2 26.2 25.9 26.6 

制度対象品目全て 44.6 44.7 46.3 47.1 40.9 44.9 46.0 44.4 42.8 

検討中（現在未定） 0.3 0.5 0.3 0.5 0.6 0.2 0.6 0.5 0.2 

その他 13.5 13.5 11.8 11.3 10.7 10.9 11.5 12.9 12.8 

無回答 0.4 0.7 0.9 1.7 15.5 7.7 1.6 2.4 3.3 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

地方別の回収品目をみると、東北地方では、「特定対象品目のうち、特に高品位の品目のみ」が 3 割

を超えている。（図 3-10） 

 

 

図 3-10 地方別の回収品目 
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3.6

4.1

19.7

34.4

28.1

24.9

18.3

31.5

15.7

32.9

29.0

43.3

26.6

43.3

61.5

40.6

65.1

49.3

27.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

1.0

17.2

14.1

13.1

7.2

12.1

15.7

13.7

12.4

1.9

1.0

1.6

2.4

7.3

0.0

0.0

10.4

0% 50% 100%

北海道地方（157市区町村）

東北地方(192市区町村）

関東地方(374市区町村)

中部地方（208市区町村)

近畿地方(165市区町村)

中国地方(83市区町村）

四国地方(73市区町村)

九州地方(193市区町村)

特定対象品目のうち、特に高品位の品目のみ 特定対象品目全て

制度対象品目全て 検討中（現在未定）

その他 無回答

(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)
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人口規模別の回収品目をみると、人口規模の違いによる回収対象品目の違いについては、明確な規

則性は見られなかった。（図 3-11） 

 

 

図 3-11 人口規模別の回収品目 

 

回収方法別の回収品目をみると、「イベント回収」と「ボックス回収」では、「特定対象品目のうち、特に

高品位の品目のみ」が 2 割を超えている。（図 3-12） 

 

図 3-12 回収方法別の回収品目(単一回答) 
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ボックス回収(839市区町村)

ステーション回収(288市区町村)

ピックアップ回収(557市区町村)

集団回収・市民参加型回収

(43市区町村)

イベント回収(186市区町村)

清掃工場等への持込み

(488市区町村)
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特定対象品目のうち、特に高品位の品目のみ 特定対象品目全て 制度対象品目全て 検討中（現在未定） その他 無回答
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3.1.5 パソコン、携帯電話の取扱いについて 

回収方法別のパソコンと携帯電話の回収の有無については、全ての回収方法において「パソコン、携

帯電話を含む」との回答が最も多く、特にイベント回収では 76.3%、集団回収・市民参加型回収では

72.1%と高い割合を示した。（表 3-7） 

 

表 3-7 回収方法におけるパソコン・携帯電話（単一回答）    

回収方法における 

パソコン・携帯電話 

(n数） 

対
象
数 

パ
ソ
コ
ン
、
携
帯
電
話
を
含
む 

パ
ソ
コ
ン
の
み
を
含
む 

携
帯
電
話
の
み
を
含
む 

パ
ソ
コ
ン
、
携
帯
電
話
の
い
ず

れ
も
含
ま
な
い 

検
討
中
（現
在
未
定
） 

無
回
答 

ボックス回収 839 531 0 263 40 2 3 

ステーション回収 288 128 3 97 57 1 2 

ピックアップ回収 557 261 9 192 92 0 3 

集団回収・市民参加型回収 43 31 1 4 6 0 1 

イベント回収 186 142 3 36 4 0 1 

清掃工場等への持込み 488 293 10 129 46 2 8 

戸別訪問回収 71 31 2 14 21 1 2 

その他 107 56 4 32 9 0 6 

 

回収方法における 

パソコン・携帯電話 

(%) 

対
象
数 

パ
ソ
コ
ン
、
携
帯
電
話
を
含
む 

パ
ソ
コ
ン
の
み
を
含
む 

携
帯
電
話
の
み
を
含
む 

パ
ソ
コ
ン
、
携
帯
電
話
の
い
ず

れ
も
含
ま
な
い 

検
討
中
（現
在
未
定
） 

無
回
答 

ボックス回収 - 63.3 0.0 31.3 4.8 0.2 0.4 

ステーション回収 - 44.4 1.0 33.7 19.8 0.3 0.7 

ピックアップ回収 - 46.9 1.6 34.5 16.5 0.0 0.5 

集団回収・市民参加型回収 - 72.1 2.3 9.3 14.0 0.0 2.3 

イベント回収 - 76.3 1.6 19.4 2.2 0.0 0.5 

清掃工場等への持込み - 60.0 2.0 26.4 9.4 0.4 1.6 

戸別訪問回収 - 43.7 2.8 19.7 29.6 1.4 2.8 

その他 - 52.3 3.7 29.9 8.4 0.0 5.6 
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3.1.6 小型家電の回収量 

（1） 1人当たりの小型家電年間回収量の分布 

各地方において小型家電回収を実施している市区町村の人口の合計を分母とした場合の 1 人当たり

の小型家電の年間回収量が 1kg 以上の市区町村数は 435（2,208 万人）であり、0.1kg 未満の市区

町村数は 565（5,220 万人）であった。なお、回収量合計は小数点以下を四捨五入しているため、年間

回収量区分あたりの回収量と、全区分を合計した回収量の値が一致していない点に注意が必要である。

（表 3-8） 

1人当たり回収量が 1kg 以上の市区町村が実施する回収方法の特徴としては、ステーション又はピッ

クアップを含む複数回収を実施している市区町村が 270 市区町村と多かった。（表 3-9） 

 

表 3-8 1人当たりの年間回収量の分布（令和 3年度） 

区分 市区町村数 人口(万人) 回収量合計(トン) 

1kg以上 435 2,208 42,047 

0.5kg～1kg 134 1,155 8,999 

0.3kg～0.5kg 102 1,122 4,200 

0.1kg～0.3kg 209 2,096 3,496 

0.1kg未満 565 5,220 2,250 

合計 1,445 11,801 60,993 

 

表 3-9 1人当たりの年間回収量 1kg以上の市区町村の特徴（地方、回収方法）（令和 3年度） 

地方 市区町村数 
地方別市区町村

数に占める割合 
回収方法 市区町村数 小計 

北海道 47 29.9% ボックスのみ 11 

106 
東北 29 15.1% ステーションのみ 31 

関東 104 27.8% ピックアップのみ 40 

中部 97 46.6% 上記以外の単一回収 24 

近畿 29 17.6% ステーション又はピックアップを含む

複数回収 
270 

328 中国 44 53.0% 

四国 42 57.5% 上記以外の複数回収 58 

九州 43 22.3% 無回答 1 

小計 435 30.1% 小計 435 435 
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（2） 地方別の小型家電回収量 

小型家電回収量を地方別にみると、関東地方が 21,635ｔと最も多く、次いで中部地方が 12,736ｔ

であった。（図 3-13） 

 

 

図 3-13 市区町村における小型家電回収量（令和 3年度） 
 

 

1 人当たりの年間小型家電回収量をみると、四国地方が 1,232g と最も多く、次いで中部地方が

879g、中国地方が 785g であった。全国平均は 517g であった。（図 3-14） 

1,995

2,287

21,635

12,736

5,007

5,201

4,189

5,569

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

北海道地方

東北地方

関東地方

中部地方

近畿地方

中国地方

四国地方

九州地方

（トン）

(小型家電回収実施中の市区町村：n=1,445)
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図 3-14 市区町村における 1人当たりの年間小型家電回収量（令和 3年度） 
 

（3） 人口規模別の小型家電回収量 

人口規模別の小型家電回収量（合計）は、人口規模 30～50 万人（48 市区町村）の 12,280ｔが最

も多く、次いで、5～10 万人（229 市区町村）の 10,847ｔ、10～20 万人（138 市区町村）の 10,748ｔ

となった。一方、100 万人以上（11 市区町村）では 1,770ｔと少なかった。（図 3-15） 

  

図 3-15 人口規模別の年間小型家電回収量_合計（令和 3年度） 

 

人口規模別の小型家電回収量（1 人当たり）は、概ね人口規模が大きくなるほど減少傾向にあり、人

口規模 3-5 万人の 975g/人が最も多いのに次いで、人口規模 1 万人未満の市区町村が 907g/人と

なっている。人口規模 100 万人以上の市区町村では、86g/人にとどまっている。（図 3-16） 
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(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)
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(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)
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図 3-16 人口規模別の年間小型家電回収量_1人当たり（令和 3年度） 

 

1 人当たり回収量が 1,000g/人以上の市区町村数が多い人口規模区分は、1 万人未満（370 市区

町村）の 124 市区町村（33.5%）、次いで、1～3 万人未満（374 市区町村）の 114 市区町村（30.5％）、

3～5 万人未満（207 市区町村）の 79 市区町村（38.2%）、5～10 万人未満（229 市区町村）の 67

市区町村（29.3％）となっている。それ以外の人口規模区分では、100g/人未満が最も多い。また、人

口規模 20 万人未満までは、1 人当たり回収量の構成比率が似ており、回収量 1,000g/人以上が概ね

2～3 割となっている。（図 3-17、図 3-18） 

  

図 3-17 1人当たり回収量別の市区町村数（令和 3年度） 
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図 3-18 1人当たり回収量別の割合（令和 3年度） 

 

人口 100 万人以上の市区町村の回収方式については複数回収が 90.9%で、全国平均の 65.6%

よりも高かった。（図 3-19） 

 

図 3-19 人口規模別の回収方式（単一回答） 
 

人口 100 万人以上の市区町村の回収品目については「その他」が 63.6％と最多となり、次いで「特

定対象品目のうち、特に高品位の品目のみ」が 18.2%となった。（図 3-20） 

33.5

30.5

38.2

29.3

23.9

4.4

27.1

13.0

0.0

6.5

9.1

9.7

14.4

8.0

4.4

8.3

26.1

0.0

6.2

7.0

5.8

5.2

8.0

13.3

18.8

8.7

9.1

13.8

13.4

13.0

12.2

16.7

28.9

18.8

26.1

18.2

40.0

40.1

33.3

38.9

43.5

48.9

27.1

26.1

72.7

0% 50% 100%

1万人未満（370市区町村）

1～3万人（374市区町村)

3～5万人（207市区町村)

5～10万人（229市区町村）

10～20万人（138市区町村）

20～30万人（45市区町村）

30～50万人（48市区町村）

50～100万人（23市区町村）

100万人以上（11市区町村）

1,000g/人以上 500-1,000g/人 300-500g/人 100-300g/人 100g/人未満

(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)

14.0 

9.1

4.0 

0.0

6.7 

0.0

2.1 

0.0

7.5 

0.0

45.0 

36.4

20.6 

54.5

0.1 

0.0

0% 50% 100%

全国

（1,445市区町村）

人口100万人以上

（11市区町村）

ボックスのみ ステーションのみ

ピックアップのみ 清掃工場等への持込みのみ

上記以外の単一回収 ステーション又はピックアップを含む複数回収

ステーション、ピックアップを含まない複数回収 無回答

(小型家電回収を実施中の市区町村)
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図 3-20 人口規模別の回収品目（単一回答） 

 

（4） 回収方法別の回収量 

回収方法別に回収量をみると、ボックス回収では、回答があった 636 市区町村のうち、1 人当たり回

収量が 0.1kg 未満の市区町村が 494（77.7％）と最多であった。1 人当たり平均回収量は 0.2kg と、

他の回収方法に比べ少なかった。（図 3-21） 

ピックアップ回収は、回答があった 407 市区町村における 1 人当たり平均回収量は 0.7kg と比較

的多い一方で、回収量のばらつきが大きい。ピックアップの手法や体制等によって回収量に差が出るた

めと考えられる。（図 3-22） 

ステーション回収は、回答があった市区町村における 1 人当たり平均回収量は 1.5kg と最多だが、

一方で実施市区町村数は 182 と比較的少なかった。これは、実施するためには分別区分の設定・見直

しや人員、コスト問題の他、住民の理解や協力等が必要となり、他の回収方法と比較するとハードルが

高いことが原因と考えられる。（図 3-23） 

清掃工場への持込みは、回答があった市区町村における 1 人当たり平均回収量が 0.8kg と比較的

多く、実施市区町村数も 245 と比較的多い。実施には住民の協力が必要であるものの、人員やコスト

があまりかからないため、実施する市区町村が多かったためと考えられる。（図 3-24） 
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※1人当たり平均回収量：0.2kg 

図 3-21 小型家電回収量の分布_ボックス回収（令和 3年度） 

 

 

※1人当たり平均回収量：0.7kg 

図 3-22 小型家電回収量の分布_ピックアップ回収（令和 3年度） 
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※1人当たり平均回収量：1.5kg 

図 3-23 小型家電回収量の分布_ステーション回収(令和 3年度) 
 

 

 

1人当たり平均回収量：0.8kg 

図 3-24 小型家電回収量の分布_清掃工場等への持込み（令和 3年度） 
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（5） 人口規模・回収方法別の回収量 

単一の回収方法を実施している場合、ステーション回収は人口規模が 5 万人～20 万人と 3 万人未

満の小さい市区町村で、ピックアップ回収は人口規模が 10～20 万人と 3 万人未満の小さい市区町村

で一人当たりの回収量が多くなっていた。それ以外の回収方法では、概ね人口規模が小さい方が、1 人

当たり回収量が大きくなる傾向が見られた。複数の回収方法を併用している場合は、人口規模が小さい

方が、1 人当たり回収量が大きくなる傾向となっている。（表 3-10） 

 

表 3-10 人口規模・回収方法別の 1人当たりの回収量（令和 3年度） 

1人当たり 

回収量 

(g/人) 

単
一
回
収
の
合
計 

ボ
ッ
ク
ス
の
み 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
み 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の
み 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み
の
み 

複
数
回
収
の
合
計 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
又
は
ピ
ッ
ク

ア
ッ
プ
を
含
む
複
数
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
、
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ

を
含
ま
な
い
複
数
回
収 

1万人未満 697 316 1,686 1,031 1,028 1,145 1,260 925 

1～3万人 571 91 1,568 1,085 1,195 977 1,184 558 

3～5万人 456 188 943 932 148 1,173 1,381 572 

5～10万人 294 71 1,353 603 1,262 763 924 460 

10～20万人 376 41 1,515 1,423 58 594 707 279 

20～30万人 58 27 0 0 0 281 349 105 

30～50万人 180 92 0 0 0 703 786 373 

50～100万人 23 23 0 0 0 596 683 171 

100万人以上 24 24 0 0 0 91 92 91 

         

1人当たり 

回収量 

(n数) 

単
一
回
収
の
合
計 

ボ
ッ
ク
ス
の
み 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
み 

ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の
み 

清
掃
工
場
等
へ
の
持
込
み
の
み 

複
数
回
収
の
合
計 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
又
は
ピ
ッ
ク

ア
ッ
プ
を
含
む
複
数
回
収 

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
、
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ

を
含
ま
な
い
複
数
回
収 

1万人未満 209  69  29  41  15  159  98  61  

1～3万人 142  61  18  27  9  232  156  76  

3～5万人 57  25  7  14  4  150  111  39  

5～10万人 47  18  3  11  1  182  118  64  

10～20万人 23  15  1  4  1  115  85  30  

20～30万人 8  7  0  0  0  37  27  10  

30～50万人 4  2  0  0  0  44  35  9  

50～100万人 4  4  0  0  0  19  16  3  

100万人以上 1  1  0  0  0  10  4  6  
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市区町村における不燃ごみ、小型家電回収の処理手数料区分による回収量の比較を行ったところ、

不燃ごみ回収が有料の場合には、小型家電回収量が多い傾向がみられた（不燃ごみ回収無料かつ小

型家電回収有料についてはサンプル数が少ないため分析対象から除外した）。なお、処理手数料区分に

ついては、環境省「一般廃棄物処理実態調査（令和 2 年度実績）」を引用したことから、回収量データに

ついても時期を揃え、令和 2 年度の回収量データを用いて分析を実施した。（図 3-25） 

 

図 3-25 処理手数料区分による 1人当たり*1の年間小型家電回収量（令和 2年度） 
*1：小型家電回収を実施している市町村の人口の合計を分母とする。 

出所）処理手数料区分については、環境省「一般廃棄物処理実態調査（令和２年度実績）」を利用した 

 

（6） 昨年度との回収量の比較 

小型家電リサイクルを実施中と回答した１,４4５市区町村に対し、昨年度と比較して回収量の増減を

質問したところ、回収量が増加した市区町村は 263 市区町村（18.2％）、減少した市区町村は 430

（29.8％）、大きな変化はなかった市区町村は５93 市区町村（41.0%）であった。（図 3-26） 
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図 3-26 令和 2年度と比較した小型家電回収量の変化（単一回答） 

 

前年度から回収量が増加した 263 市区町村に理由を質問したところ、その他が 205 市区町村

（77.9%）と最も多く、その内容として、新型コロナウイルスによる自粛で在宅時間が増加し、片付けや

買替え等で廃棄量が増えたのではないかと答えた市区町村が31、広報等による告知の効果等が33市

区町村あった。回収品目や回収方法を増やしたためはいずれも 10%前後であった。（図 3-27） 

  

図 3-27 回収量が増加した市区町村の増加理由（複数回答） 
 

前年度から回収量が減少していた 430 市区町村に理由を確認したところ、同様にその他が 390 市

区町村（90.7%）と最も多く、その内容として、新型コロナウイルスの影響による不要品整理や買替えが

昨年度で落ち着いたことや、新型コロナウイルスの影響によるイベント回収の中止や処理施設の稼働休

止が挙げられていた。回収品目を減らしたためは 4%程度見られた。（図 3-28） 
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(%)



 

67 

  

図 3-28 回収量が減少した市区町村の減少理由（複数回答） 

 

3.1.7 小型家電回収に関する取組実施状況 

（1） 採算性向上のための取り組み 

小型家電リサイクルを実施中と回答した 1,445 市区町村を対象に、使用済小型家電の回収・リサイク

ルの採算性を向上させるために、どのような取り組みを行っているかを質問したところ、「採算性を向上

させるための取組は行っていない」が多く、584 市区町村（40.4％）であった。次いで、「認定事業者等

に引き渡す前に、高い価格で引渡できる品目（携帯電話、パソコン等）の選別や前処理を行っている」が

294 市区町村（20.3%）であった。（表 3-11） 

 

表 3-11 小型家電回収・リサイクルの採算性を向上させるための取組（複数回答） 

対象数 1,445 

住民からの小型家電回収を効率的に行うため、回収ルート、ごみ収集区分等を工夫している 157 

住民から回収した後の作業場でのピックアップ等の作業を効率的に行っている 284 

認定事業者等に引き渡す前に、高い価格で引渡できる品目目（携帯電話、パソコン等）の選別や前処理を

行っている 
294 

認定事業者等に１度に引き渡す量を多くしている 255 

認定事業者等の選定において、競争入札を活用している 129 

小型家電の回収対象品目を多くしている 161 

採算性を向上させるための取組は行っていない 584 

その他 66 

無回答 42 

 

（2） 住民への周知・広報 

小型家電リサイクルを実施中と回答した 1,445 市区町村を対象に、市区町村が実施している小型家

4.2 

1.6 

1.9 

90.7 

2.3 

0 20 40 60 80 100

回収品目を減らしたため

これまで行っていた回収方法を取りやめにしたため

既存の回収方法のやり方を見直したため

その他

無回答

(令和3年度に回収量が減少した市区町村:n=430)

(%)
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電回収・リサイクルの取組を住民に周知・広報する方法を質問したところ、「ごみ分別マニュアル」の回答

が多く、938 市区町村（64.9％）が実施していた。次いで、「市区町村のホームページ」が 906 市区町

村（62.7%）であった。「ごみカレンダー」は 696 市区町村（48.2%）、「市区町村の広報誌」は 656 市

区町村（45.4%）が実施していた。（表 3-12） 

 

表 3-12 小型家電回収・リサイクルの取組を住民に周知・広報する方法（複数回答） 

対象数 
ごみカレ

ンダー 

ごみ分別

マニュア

ル 

市区町村

のホーム

ページ 

市区町村

の広報誌 
チラシ ポスター その他 無回答 

1,445 696 938 906 656 325 100 233 38 

 

（3） 認定事業者以外の再資源化事業者に対する確認事項 

小型家電リサイクルを実施中の 1,445 市区町村に対し、回収した小型家電を認定事業者以外の再

資源化事業者に引き渡している場合に、事業者の適正性の確認のために実施している事項を質問した

ところ、最も多かったのは「現地の視察」で 59 市区町村が実施していた。（小型家電リサイクルを実施中

の 1,445 市区町村に占める割合は 4.1%）（表 3-13） 

 

表 3-13 認定事業者以外の再資源化事業者に引き渡している市区町村において、事業者の確認事項

として実施している項目（複数回答） 

対象数 1,445 

残渣の処理先の確認 40 

密閉形蓄電池の処理方法の確認 10 

フロン類の処理方法の確認 15 

個人情報漏洩対策の確認 41 

（再使用を行っている場合）通電検査の実施状況の確認 2 

当該事業者が再資源化した金属等の重量の確認 36 

現地の視察 59 

処理後の金属等の引渡先の確認 51 

その他 53 

認定事業者のみに引き渡している 1,170 

無回答 86 

 

（4） 小型家電の処理、引渡先 

小型家電リサイクルを実施中の 1,445 市区町村に対し、小型家電の処理又は引渡先について質問し

たところ、「認定事業者又はその他適正な者に引き渡している」が 1,296 市区町村（89.7%）と最も多

かった。（表 3-14、表 3-15） 
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表 3-14 住民が排出した小型家電全体の処理、引渡先（複数回答） 

対象数 1,445 

認定事業者又はその他適正な者に引き渡している 1,296 

認定事業者及びその他適正な者以外の事業者に引き渡している 62 

自ら処理している 237 

無回答 29 

 

 

表 3-15 小型家電回収実施中における住民が排出した小型家電の処理量 

対象数 468 

認定事業者又はその他適正な者に引き渡している小型家電の処理量(トン) 51,803.8 

認定事業者及びその他適正な者以外の事業者に引き渡している小型家電の処理量(トン) 1,388.6 

自ら処理している小型家電の処理量(トン) 4,382.0 

注）小型家電回収を実施中かつ回収重量の記載があり、かつ住民が排出した小型家電全体（制度対象品目全て）に占める割合記入

の合計が 100%になっている回答データのみを用いて作成 

 

回収した小型家電について、一部又は全量を「自ら処理している」、又は「認定事業者及びその他適

正な者以外の事業者に引き渡している」と回答した 285 市区町村において、認定事業者・その他適正な

者に引き渡していない小型家電の処理方法としては、「破砕後、残渣を埋立処分」が 129 市区町村と最

も多く、次いで「焼却後、残渣を埋立処分」が48市区町村であった。「そのまま有価物として売却」は39

市区町村、「リユース」を行っている市区町村は見られなかった。（表 3-16） 

 

表 3-16 回収した小型家電の一部又は全量を自ら処理、又は認定事業者及びその他適正な者以外の

事業者に引き渡している市区町村における小型家電の処理方法（複数回答） 

対象

数 

その

まま

埋立

処分 

焼却

後、残

渣を

埋立

処分 

破砕

後、残

渣を

埋立

処分 

溶融

スラ

グ化

して

再利

用・処

分 

その

まま

有価

物と

して

売却 

処理

委託 

国内

リサイ

クル 

リユー

ス 

海外

輸出 

その

他 

不明

（把握

して

いな

い） 

無回

答 

285 24 48 129 29 39 36 10 0 2 69 17 3 

注）「一部又は全量を自ら処理している」、「一部又は全量を認定事業者及びその他適正な者以外の事業者に引き渡している」の選

択肢は複数回答可能であるため、2 つの回答の合計値と処理方法の把握対象数は一致しない。 

 

（5） 小型家電リサイクルの取組における今後の見込み 

小型家電回収を実施中と回答した 1,445 市区町村に対し、今後の取組見込みについて質問したとこ

ろ、「現状を維持していくと考えられる」が最も多く、77.4%と約 8 割を占めていた。「小型家電回収量

が拡大するよう取り組みたい」と回答した市区町村は 16.1%であり、一方で、減少する可能性を示唆し

た市区町村はわずかであった。（図 3-29） 
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図 3-29 小型家電リサイクルの取組における今後の見込み（単一回答） 

 

小型家電回収量が拡大するよう取り組みたいと回答した 233 市区町村に対し、その理由や背景を質

問したところ、「リサイクル率を向上させたいため」が 92.3%と最も多く、次に「最終処分場への埋立量

を減らすため」が 52.8%で半数を超えていた。（図 3-30） 

 

 

図 3-30 小型家電リサイクル回収量が拡大するよう取り組みたい理由と背景（複数回答） 

 

小型家電回収量が拡大するよう取り組みたいと回答した 233 市区町村に対し、具体的な方針を質問

したところ、「住民への広報を行う」が 79.8%と最も多かった。回収品目や回収方法を増やすは 1 割程

度にとどまり、今ある枠組みのまま、住民への周知強化を取る傾向が窺えた。（図 3-31） 
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(小型家電回収を実施中の市区町村：n=1,445)

92.3

52.8

25.8

17.2

14.6

7.3

0.0

0 20 40 60 80 100

リサイクル率を向上させたいため

最終処分場への埋立量を減らすため

焼却施設の設備負荷を下げるため

認定事業者等に有償（貴市区町村が売却益を得る）で引き渡すこと

ができているため

認定事業者等に引き渡すことで、市区町村での分別などの作業負担

が減るため

その他

無回答

(小型家電回収を実施中で回収量拡大に取り組みたい市区町村：n=233)

(%)



 

71 

 

図 3-31 小型家電リサイクルの取組拡大のための方針（複数回答） 

 

小型家電回収量が減少する可能性があると回答した 53 市区町村に対し、その理由を質問したとこ

ろ、「その他」が 66.0%と最も多く、その他のうち、人口の減少を挙げる市区町村が最も多かった。次に

「市区町村の費用や手間の確保が難しいため」が 30.2%であった。（図 3-32） 

 

 

図 3-32 小型家電の回収量が減少する可能性の理由・背景（複数回答） 

 

（6） 個人情報を含む小型家電の回収有無 

全ての市区町村に対し、携帯電話やパソコン等の個人情報を含む小型家電の回収を行っていない場

合の、その理由について質問したところ、回答のあった 1,711 市区町村のうち、1,046 の市区町村

（61.1%）は個人情報を含む小型家電の回収を行っていると回答があった。個人情報を含む小型家電

の回収を行っていない市区町村は、無回答を除くと 661 であった。 
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個人情報を含む小型家電の回収を行っていない場合の理由として、「自治体回収以外の回収ルート

が存在するため」が 17.7%で最も多く、次に「保管設備がないため（施錠できる保管庫など）」が 15.6%

挙げられていた。（図 3-33） 

 

 

図 3-33 個人情報を含む小型家電の回収を行っていない理由（複数回答） 

 

（7） 「使用済小型電子機器等の回収に係るガイドライン」及び「市町村における小型家

電リサイクルの改善方策検討の手引き」の活用状況 

全ての市区町村を対象に、環境省ホームページで公表されている「使用済小型電子機器等の回収に

係るガイドライン」の活用状況について質問したところ、回答のあった 1,711 市区町村のうち、「活用した

ことがある」と回答した市区町村は 32.6%であった。（図 3-34） 

 

図 3-34 「使用済小型電子機器等の回収に係るガイドライン」の活用状況（単一回答） 
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「使用済小型電子機器等の回収に係るガイドライン」を活用したことがある 558 市区町村を対象に活

用方法を質問したところ、「小型家電リサイクル制度について理解するため」が 86.9％と最も多かった。

次いで、「このアンケート調査に回答する際に、用語等を理解するため」が 35.3%、「小型家電の効率的

な回収方式を理解するため」が 23.3%であった。（図 3-35） 

 

 

図 3-35 「使用済小型電子機器等の回収に係るガイドライン」の活用方法（複数回答） 

 

次に、環境省ホームページで公表されている「市町村における小型家電リサイクルの改善方策検討の

手引き」について、全ての市区町村を対象に活用状況について質問したところ、回答のあった 1,711 市

区町村のうち、「活用したことがある」と回答した市区町村は 9.9%と約 1 割に留まった。（図 3-36） 

 

図 3-36 「市町村における小型家電リサイクルの改善方策検討の手引き」の活用状況（単一回答） 

 

「市町村における小型家電リサイクルの改善方策検討の手引き」を活用したことがある 169 市区町村

を対象に活用方法を質問したところ、「小型家電回収量増加に向けた検討のため」が 71.6％と最も多

かった。次に「小型家電リサイクルの採算性を向上させるため」が 31.4%であった。（図 3-37） 
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図 3-37 「市町村における小型家電リサイクルの改善方策検討の手引き」の活用方法（複数回答） 

 

3.2 優良事例の取りまとめ 

3.1 にて実施した調査結果をもとにヒアリング調査対象の市区町村を選定し、市区町村の回収量拡

大、事業継続に向けた方策の検討、分析を行った。市区町村の事例について背景事情等を把握し、市区

町村への横展開が可能となるよう取りまとめた。 

本業務では、「採算性向上のための工夫を行っている市区町村」、「リユースを行っている市区町村」、

「認定事業者の回収ボックスの活用」、「プラスチック回収と関連した取組」を取り上げて、調査・取りまと

めを行った。 

3.2.1 採算性向上のための工夫を行っている市区町村 

小型家電回収において採算性向上のための工夫を行っている 3 市区町村へのヒアリング結果を表 

3-17～表 3-18 に示す。 

市区町村 A では、小型家電リサイクルの専用回収袋を販売し、月１回戸別回収するとともに、袋に入

らない大きさの機器は粗大ごみとして回収している。取組効果については、回収方法や回収日を絞り込

むことで運搬費を抑制し、袋式にすることで回収効率を上げることができたと回答した。 

市区町村 B では、有価売却できるものを仕分け、処理費用支払の対象となる量を減らすことができて

いると回答した。 

市区町村 C では、回収した小型家電のコード類を全て切断して認定事業者に有価売却し、二次電池

についても取り外して JBRC に引き渡すことで、逆有償による引渡量の削減とコスト圧縮ができている

と回答した。 

なお、市区町村 B と市区町村 C では、仕分け、切断、取り外しの作業を既存の人員が行っており、追

加費用は発生していないと回答した。 
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表 3-17 ヒアリング結果一覧（採算性向上のための工夫を行っている市区町村）（1/2） 

市区町村 市区町村 A 市区町村 B 

①採算性向上のた

めの取組の背景、

詳細な取組内容 

 小型家電リサイクルの専用回収袋（レジ

袋大より少し大きい）を販売し、月に１

回、２日間に分けて戸別回収している。

袋に入るサイズの機器のみ、いっぱい

になったら出してもらう方針である。 

 袋に入らない大きな機器は粗大ごみと

して回収している。 

 回収日に都合がつかない場合は、市民

自ら認定事業者に持ち込むよう、広報

している。 

 PC、携帯電話、PHS、スマートフォン、

タブレット、電子書籍用端末等の有価売

却できるものを仕分けしている。清掃

センターで委託している作業員が作業

を行う。新たな人員の雇用はしておら

ず、既存の委託契約の中で作業を依頼

しているため、分別作業を行うのに新

たな費用発生はない。 

②採算性向上のた

めの取組効果 

 回収方法や回収日などを絞り込むこと

で、回収にかかる運搬費などが膨らむ

ことを防げている。 

 袋式にすることで回収効率も上げるこ

とができ、コストを掛けすぎず、無理な

くリサイクルの取組維持ができている

と考えている。 

 わずかな量だが、処理費用支払となる

量を減らすことができている。 

 

表 3-18 ヒアリング結果一覧（採算性向上のための工夫を行っている市区町村）（2/2） 

市区町村 市区町村 C 

①採算性向上のた

めの取組の背景、

詳細な取組内容 

 回収した小型家電機器のコード類を全て切断し、コード類として認定事業者に有価売却

している。切断後の小型家電は逆有償での引渡しとなる。コード類を切断しない場合

は、全て逆有償引渡になるため、切断することでコスト圧縮できている。この取組を行

うようになった経緯は、環境省のモデル事業にて、コード類が有価売却できるとアドバ

イス頂いたことである。認定事業者に相談し、コード類を切断して売却することになっ

た。認定事業者との交渉も円滑に進んだ。 

 その他、二次電池も取り外し、JBRCに引き渡している。これにより、逆有償になる引渡

量が減り、コスト圧縮できている。 

 切断や取り外しは全て市営のごみセンターで行っている。職員自ら作業を行っているた

め、追加のコスト発生はない。 

②採算性向上のた

めの取組効果 

 コード類を切断しない場合は、全て逆有償引渡になるため、切断することでコスト圧縮

できている。 

 その他、二次電池も取り外し、JBRCに引き渡している。これにより、逆有償になる引渡

量が減り、コスト圧縮できている。 

 

3.2.2 リユースを行っている市区町村 

市区町村からの小型家電の引渡しが逆有償となる場合の課題への対策方法のひとつとして、リユー

スを行うことにより採算性を高めている事例について確認した。リユースを行っている 3 市区町村への

ヒアリング結果を表 3-19～表 3-20 に示す。 

（1） リユース品の選別・保管方法 

リユースしている品目については、ゲーム機、ブルーレイプレーヤー、CD ラジカセ、CD プレーヤー、

電気ミシン、携帯電話、PC、プリンター、バッテリー、編み機、デジタルカメラ、音楽用キーボードなど、多

岐にわたる。市区町村 F では、個人情報を含む機器はリユース対象外としている。 

市区町村 D では、清掃センター職員がリユース対象品目をピックアップしている。市区町村 E では、
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粗大ごみとして回収したものをそのまま事業者に引き渡し、事業者がリユース、リサイクル、処分の選別

を行っている。なお、市区町村 F では、事業者が引き取りの際にリユース可否の目視確認を行い、不可

の場合は引き取りを行っていない。 

保管方法については、市区町村 D は品目別に保管しており、市区町村 E と市区町村 F は、コンテナ

等にまとめて保管している。 

（2） 個人情報の取り扱い 

個人情報の取り扱いについて、市区町村 D と市区町村 E は、市民自らの責任で個人情報を含む機

器の破壊処理等を行った後に排出するよう周知するとともに、引渡し先事業者にも個人情報を含む機

器があった場合は破壊処理等の対応するよう依頼している。市区町村 F は、個人情報の取り扱いの対

応が難しいことから、携帯電話や PC 等をリユース対象外としている。 

（3） リユース品の用途、引渡し価格 

リユース品の用途については、3 市区町村とも特に定めず、事業者に一任している。 

引取り費用については、3 市区町村ともリユース品を全て有価売却している。 

引渡し価格については、市区町村 D と市区町村 F では、品目別に 1 個当たりの単価が定まっている

と回答した。市区町村 E は、仕分け作業を含めた kg 当たりの売却額が定まっていると回答した。 

（4） 排出者からの同意 

3 市区町村とも、排出者からはリユースする旨の同意を取得していないと回答した。なお、市区町村

D では、ホームページに粗大ごみの処理フローを掲載し、ピックアップしてリユースしている品目を紹介

している。 

 

表 3-19 ヒアリング結果一覧（リユースを行っている市区町村）（1/2） 

市区町村 市区町村D 市区町村 E 

①リユースしてい

る品目 

 ゲーム機、ブルーレイプレーヤー、CD

ラジカセ、CDプレーヤー、電気ミシン

等 

 上記の他、携帯電話や PCなども含む。

引渡し先事業者先から、リユースできる

品目の一覧表をもらっている。 

 携帯、プリンター、バッテリー、ラジオ

機、電話機等 

②リユース品をど

のように選別して

いるか 

 粗大ごみとして清掃センターで受け入

れたものを、職員がピックアップしてい

る。状態を見て判断するのではなく、引

渡し先事業者より受け取ったリユース

できる品目一覧表にある品目を見つけ

次第ピックアップする方法のため、職員

の負担はさほど大きくない。 

 ピックアップした小型家電が一定量に

なったら引渡し先事業者に連絡し、引き

取りに来てもらう。その時に個数も確認

し、その場で買取額が決定する。なお、

ピックアップした機器の状態確認はして

いない。 

 粗大ごみとして集めたものをコンテナ

にまとめて詰め、事業者に引き渡して

いる。事業者にて引き取ったものを仕

分けし、リユース、リサイクル、処分と選

別している。 



 

77 

市区町村 市区町村D 市区町村 E 

③選別したリユー

ス品の保管場所・

保管方法 

 清掃センター内に保管場所を設け、品

目別に保管している。特に施錠などはし

ていないが、センターの職員しか立ち入

らない場所である。 

 粗大ごみとしてコンテナにまとめて詰

めている。 

④リユース品にお

ける個人情報の取

り扱い方法 

 清掃センターでは特に対応はしていな

い。市民には、個人情報を含む機器を廃

棄する時は自らの責任で対処してから

出して欲しい旨、広報している。また、

引取先では、個人情報を含む機器には

対策を講じる旨、契約書で定めている。 

 住民に、個人情報を含む場合は、自ら破

壊処理をするなど、対応を取ってから

廃棄して欲しい旨を周知している。ま

た、委託先事業者にも、個人情報を含む

機器があった場合は破壊処理をするな

ど、対応するよう依頼している。 

⑤リユース品の用

途 

 リユースの用途は特に定めず、引取先

の民間企業に一任している。 

 用途は定めず、事業者に一任している。 

⑥リユース品の引

渡し費用について 

 リユース品は全て売却できている。（輸

送費含めて売却できており、市の費用

負担はない。） 

 

 リユースについては有価売却できてい

る。粗大ごみはリユース、リサイクル、処

分と大きく分けて 3 つあり、リユースと

リサイクルは有価売却できている。リサ

イクルは、例えば金属資源の場合は、等

級別に重量報告があり、それぞれの買

取単価がある。処分する場合には処理

費を支払っている。 

⑦リユース品の引

渡し価格の決め方 

 年に１回、契約時に金額を定めている。

品目別に細かく１個いくらと単価が定

まっている。 

 事業者が価格を決めている。kg 単位で

価格が算出される。仕分け作業も含め

た売却額・費用となっている。 

⑧排出者にリユー

スする旨の同意を

取っているか 

 特に同意は取っていないが、市のホー

ムページで、処理フローを掲載してお

り、粗大ごみ処理フローとして、こうい

う品目はピックアップし、リユースに出

しているという旨を掲載している。 

 特に市民からの同意は取っていない。

近隣に処理業者がないので、外部委託

しており、これまで特に反対意見は出て

いない。 

 

表 3-20 ヒアリング結果一覧（リユースを行っている市区町村）（2/2） 

市区町村 市区町村 F 

①リユースしてい

る品目 

 ミシン、編み機、デジタルカメラ、携帯用音楽再生機、音楽用キーボード、ゲーム機 

 携帯電話や PC等、個人情報を含む機器は対象外としている。 

②リユース品をど

のように選別して

いるか 

 清掃センターに持ち込まれた粗大ごみからピックアップする。買取業者から提示された

指定品リストを見ながら、対象機器をピックアップしていく。特に性能や外観などは気に

せず行う。 

 一定量が貯まったら、業者が引き取りに来る。その際に、リユースが可能か否かの目視

確認が入り、リユースができない場合は、市の方で処理する。 

③選別したリユー

ス品の保管場所・

保管方法 

 センター施設内にて保管している。品目別に分けることはせず、一括でまとめておいて

いる。個人情報を含む機器は対象外としているため、特に施錠等は行っていない。 

④リユース品にお

ける個人情報の取

り扱い方法 

 個人情報を含む機器は対応が難しいため、リユース対象外としている。 

⑤リユース品の用

途 

 リユースの用途は特に定めず、引取先の民間企業に一任している。 

⑥リユース品の引

き取り費用 

 リユース品は全て売却できている。品目別の買取単価が決まっている。運賃込みの売却

であり、市の費用負担はない。 

⑦リユース品の引

渡し価格の決め方 

 年に１回、契約時に金額を定めている。現在の契約先の場合は、品目別に個数ごとの単

価が定まっている。 

⑧排出者にリユー

スする旨の同意を

取っているか 

 特に同意は取得していない。リユースしていることを広報もしていない。特に市民から

の問い合わせもない。 
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3.2.3 認定事業者の回収ボックスの活用 

認定事業者の回収ボックス（家電量販店の回収窓口を含む）については、市区町村と連携して周知し

ていくことで、小型家電の回収量の拡大が見込まれる。そのため、その認知状況と活用方法について、

13 市区町村へのヒアリング行い、結果を表 3-21 に示した。 

認定事業者の回収ボックスについて、7 市区町村（A、C、F、G、H、I、K）が、設置場所などの詳細を

認知していないと回答した。 

活用方法については、3 市区町村（B、J、L）が、広報やごみカレンダー等で、認定事業者の回収拠点

を案内していると回答した。また、2 市区町村（G、I）は、認定事業者からの提案があれば連携を検討し

たいと回答した。 

 

表 3-21 ヒアリング結果一覧（認定事業者の回収ボックスの活用） 

市区町村 認定事業者の回収ボックス（家電量販店の回収窓口を含む）の認知及び活用方法 

市区町村 A  回収ボックスの場所など、詳細は認知していない。特に連携もしていないが、市の回収

日に都合がつかない場合は、市民自ら認定事業者に持ち込むよう案内している。 

市区町村 B  認定事業者による回収拠点を市の広報でも紹介している。 

市区町村 C  市内の回収ボックスの存在を認知していない（見かけない）。 

 現時点では連携や広報、案内などもしておらず、市の小型家電リサイクルの取組は、市

の取組のみ、情報発信している。現時点では連携の予定もしていない。 

市区町村D  認定事業者の拠点回収とは特に連携はしていない。宅配便回収サービスについて、小型

家電リサイクルとして市のホームページでも紹介している。 

市区町村 E  家電販売店には家電 4 品目の引取りを依頼しているのみである。小型家電の引取りは

小売店では行っていない。また、近隣に処理会社は存在していない。 

市区町村 F  そのような取組があることは認知しているが、市内で回収場所の有無、場所などの詳細

は把握していない。連携や広報での案内もしていない。 

市区町村G  回収ボックスを独自に設置している事業者があることは知っているが、当市内の活動が

あるかどうかについては認知していない。事業者からの提案をいただければ、検討した

いと思う。 

市区町村 H  認知していない。今後の連携なども今のところは考えていない。 

市区町村 I  そのような事例があることは知っているが、市内のどの民間業者がどこで行っているか

などの詳細は把握していない。民間から連携の提案があれば、協定を結ぶ等、連携でき

ることはあると思われる。 

市区町村 J  市民に配布しているごみカレンダーにて、認定事業者の拠点回収等を紹介している。 

市区町村 K  認知していない。当市は宅配回収を行う事業者と協定を結んでいるため、現時点では必

要性も特に感じてはいない。 

市区町村 L  市の広報にて、認定事業者の回収拠点を案内している。 

市区町村M  宅配便回収を行う事業者と協定を結び、市でもごみカレンダーなどで広報している。 

3.2.4 プラスチック回収と関連した取組 

令和 3 年 6 月に公布、令和 4 年 4 月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する

法律」により、これまで容器包装リサイクル法において市区町村と再商品化事業者のそれぞれで行って

いた選別、圧縮等の中間処理工程について、一体化・合理化を行うことが可能となる。本制度により、小

型家電が混入しやすい製品プラスチックについても、今後は分別回収・リサイクルを実施する市区町村

が増加すると考えられる。 

そのため、製品プラスチック回収・リサイクルを実施している市区町村に対して、小型家電と関連した

取組・課題等についてのヒアリングを行い、結果を表 3-22 に示した。 

市区町村 B は、製品プラスチック回収・リサイクルを開始するにあたり、小型家電の混入による発火事
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故を防ぐ目的から、製品プラスチック回収開始より先んじて、リチウム蓄電池の回収を開始した。具体的

には、リチウム蓄電池と、リチウム蓄電池を取り外すことができない小型家電について、「缶・びん・ペット

ボトル、廃乾電池類」の週 1 回の収集日に、集積場所に排出できるようにしている。 

 

表 3-22 ヒアリング結果（プラスチック回収と関連した取組） 

市区町村 プラスチック回収と関連した取組 

市区町村 B  製品プラスチック回収・リサイクルを行うにあたり、小型家電が混入する可能性があるこ

とから、その対策として、リチウム蓄電池の回収を先んじて開始した。製品プラスチック

回収で小型家電が混ざってくることによる一番の懸念は発火性のあるリチウム蓄電池

の混入であったことから、これを分別回収する仕組みを先んじて行い、混入を避ける狙

いである。 

 リチウム蓄電池については、「缶・びん・ペットボトル、廃乾電池類」の収集日（週 1回）に、

絶縁しビニール袋に入れたうえで集積場に設置される回収容器に出すと、市が回収を

行う。リチウムイオン電池を取り外すことができない小型家電については、市民が電池

を取り外さずそのまま排出することができる。 

 これまでは家電量販店などの回収協力店や電池等回収ボックスへの持ち込みのみを実

施していたが、市がリチウム蓄電池回収を行うことで排出機会が増え、市民の利便性も

向上している。 

3.3 市区町村と認定事業者等の入札状況の把握 

3.3.1 市区町村と認定事業者等の契約状況 

（1） 事業者選定の際に設定した参加要件 

市区町村が事業者との契約の際に設定した参加要件は、「認定事業者であること」が 1,792 件

（63.8%）で最も多く、次いで「再資源化を適正に実施し得るものであることを確認」が 1,133 件

（40.4%）であった。（表 3-23） 

 

表 3-23 業者選定の際に設定した参加要件(複数回答) 

対象数 

（契約件数） 

認定事業者で

あること 

再資源化を適

正に実施し得

るものである

ことを確認 

特定のエリア

内（市内など）

に会社事務所

や処理施設が

あること 

廃棄物処理業

許可があるこ

と 

その他 無回答 

2,807 1,792 1,133 524 432 216 644 

 

（2） 認定事業者以外の事業者の選定理由 

認定事業者以外の事業者と契約した市区町村にその選定理由を質問したところ、「価格競争の結果」

が 174 件で最も多く、次いで「近くに認定事業者がいないため」が１27 件であった。（表 3-24） 
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表 3-24 認定事業者以外の事業者と契約した場合の理由(複数回答) 

対象数 

（契約件数） 

価格競争の

結果 

地元の産業

育成のため 

近くに認定

事業者がい

ないため 

認定事業者

が入札に参

加しなかっ

たため 

その他 

認定事業者

と契約して

いる 

無回答 

2,807 174 63 127 6 97 1,393 1,011 

 

（3） 引渡価格（落札価格）における収集運搬費用の扱い 

引渡価格（落札価格）について、処理施設までの収集運搬費用を「含む」とする市区町村が 1,411 件

（50.3%）あり、「含まない」とする市区町村の約 2 倍であった。（表 3-25） 

 

表 3-25 引渡価格（落札価格）における収集運搬費用の扱い（単一回答） 

対象数（契約件数） 収集運搬費用を含む 収集運搬費用を含まない 無回答 

2,807 1,411 746 650 

 

（4） 市区町村から事業者への運搬 

市区町村が回収した小型家電を事業者の施設まで運搬する主体は、「引渡先の事業者」が 1,411 件

（50.3%）で最も多く、次いで「引渡先の事業者の委託業者」が 323 件（11.5%）であった。（表 3-26） 

 

表 3-26 市区町村から事業者への運搬（単一回答） 

対象数 

（契約件数） 

引渡先の事業

者 

引渡先の事業

者の委託業者 

自治体の職員

が運搬 

自治体の委託

業者 
その他 無回答 

2,807 1,411 323 147 243 41 642 

 

（5） 市区町村と認定事業者の取引価格 

令和 3 年度における制度対象品目と特定対象品目の取引価格（重量単価）を比較すると、前者は後

者に対して逆有償の割合が約５倍あり、低い価格帯の割合が大きいことが明らかである。 

制度対象品目では、令和 3 年度は、1 円以下が約 8 割、10 円以下が約 9 割を占めている。令和 2

年度と比較すると、逆有償の割合が約 15%増加した。特定対象品目については、令和 3 年度は、前年

度と比較すると 0 円がやや増加、1 円以下は 4 割弱から４割強にやや増加した。100 円超の高価格帯

は約 2 割と変わらなかった。（図 3-38） 

特定対象品目のうち、特に携帯電話等の取引価格は高く、300 円/kg 以上での取引が約 4 割あっ

た一方で、100 円/kg 未満での取引が約 5 割あったことから、実回収量による加重平均では約 182 円

/kg となっている。 
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図 3-38 制度対象品目・特定対象品目の取引価格 

注）取引単価には運賃を含む場合、含まない場合、不明な場合が混在している点に留意が必要である。 

制度対象品目には、「制度対象品目全て」「制度対象品目から高品位品を除いたもの」等を含む。 

特定対象品目には、「特定対象品目全て」「携帯のみ」「パソコンのみ」等を含む。 

 

（6） 事業者への引渡に係る考え方 

回収した小型家電を認定事業者等へ引き渡す際の考え方について、全ての回収方法で「取引単価が

逆有償となっても全量を引渡」が最も多くなった。次いで「収集運搬費用を含めた取引単価が有償又は

無償となるよう品目を絞り込み引渡」と「契約毎に判断」が概ね同程度(7～26%)であった。（表 3-27） 

  

令和2年度

逆有償, 

49.3

逆有償,

9.6

0円
13.0

0円
18.3

0-1円以下
21.7

0-1円以下
8.1

1-10円
6.3

1-10円
19.8

10-20円
7.7

20-50円
10.0

50-100円
5.3

100-500円
17.2

500-1000円
3.6

1000円超, 

0.4

0% 50% 100%

制度対象品目
(n=1,040)

特定対象品目
(n=971)

令和3年度

逆有償, 

67.9

逆有償,

11.9

0円
4.6

0円
22.2

0-1円以下
7.6

0-1円以下
7.4

1-10円
7.7

1-10円
18.8

10-20円
6.2

20-50円
9.9

50-100円
3.2

100-500円
16.6

500-1000円
3.3

1000円超,

0.5

0% 50% 100%

制度対象品目
(n=987)

特定対象品目
(n=1,141)
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表 3-27 引渡に係る考え方 

引渡に係る 

考え方 

（回答数） 

回
答
数
合
計 

取
引
単
価
が
逆
有
償
と
な
っ
て

も
全
量
を
引
渡 

収
集
運
搬
費
用
を
除
い
た
取
引

単
価
が
有
償
又
は
無
償
と
な
る

よ
う
品
目
を
絞
り
込
み
引
渡 

収
集
運
搬
費
用
を
含
め
た
取
引

単
価
が
有
償
又
は
無
償
と
な
る

よ
う
品
目
を
絞
り
込
み
引
渡 

契
約
毎
に
判
断 

そ
の
他 

無
回
答 

ボックス回収 839 368 86 172 120 88 5 

ステーション回収 288 194 8 23 30 27 6 

ピックアップ回収 557 278 29 104 98 40 8 

集団回収・市民参加型回収 43 21 3 8 5 5 1 

イベント回収 186 77 18 50 24 14 3 

清掃工場等への持込み 488 262 24 62 84 44 12 

戸別訪問回収 71 49 1 7 5 8 1 

 

引渡に係る 

考え方 

（割合） 

回
答
数
合
計 

取
引
単
価
が
逆
有
償
と
な
っ
て

も
全
量
を
引
渡 

収
集
運
搬
費
用
を
除
い
た
取
引

単
価
が
有
償
又
は
無
償
と
な
る

よ
う
品
目
を
絞
り
込
み
引
渡 

収
集
運
搬
費
用
を
含
め
た
取
引

単
価
が
有
償
又
は
無
償
と
な
る

よ
う
品
目
を
絞
り
込
み
引
渡 

契
約
毎
に
判
断 

そ
の
他 

無
回
答 

ボックス回収 - 43.9% 10.3% 20.5% 14.3% 10.5% 0.6% 

ステーション回収 - 67.4% 2.8% 8.0% 10.4% 9.4% 2.1% 

ピックアップ回収 - 49.9% 5.2% 18.7% 17.6% 7.2% 1.4% 

集団回収・市民参加型回収 - 48.8% 7.0% 18.6% 11.6% 11.6% 2.3% 

イベント回収 - 41.4% 9.7% 26.9% 12.9% 7.5% 1.6% 

清掃工場等への持込み - 53.7% 4.9% 12.7% 17.2% 9.0% 2.5% 

戸別訪問回収 - 69.0% 1.4% 9.9% 7.0% 11.3% 1.4% 
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（7） 市区町村と認定事業者等の小型家電リサイクルに係る契約に関する課題 

市区町村と認定事業者等の小型家電リサイクルに係る契約に関する課題を以下のとおり整理した。 

 

⚫ 市区町村の事業者との契約の際に設定した参加要件が、認定事業者であることだけでなく、「再

資源化を適正に実施し得るものであることを確認」となっている場合が全契約件数の約４割を占

めており、認定事業者以外のその他適正な者も市町村の小型家電リサイクルの入札に参加する

ことができるため、認定事業者であることのインセンティブが低い。 

⚫ 市区町村と認定事業者の取引価格は年々状況が変化している。資源価格の変化に応じて取引

価格も変化するため、市区町村と認定事業者の取引価格が安定しない。また、資源価格が下落

した場合は、取引価格が下がり、逆有償となる懸念もあり、令和 2 年度から令和 3 年度にかけて

逆有償の比率が多くなっている。逆有償契約となった場合、市区町村にて予算を確保することが

できず、認定事業者に小型家電を引き渡すことができなくなるケースや、小型家電の回収をやめ

てしまうケースも想定される。 

 

3.4 費用便益ツールの活用方策検討 

環境省は平成 28 年に市区町村における小型家電の処理に係るコストの可視化の一助として、『市区

町村における小型家電リサイクルの費用便益ツール（以下「費用便益ツール」と言う。）』を作成し、公表

している。 

費用便益ツールに対して、市区町村に対して活用状況についてのアンケート及びヒアリング調査を実

施し、活用の状況を把握するとともに、積極的な活用を促すための方策を検討した。 

3.4.1 費用便益ツール活用についての市区町村アンケート調査結果 

小型家電リサイクルを実施中と回答した 1,445 市区町村を対象に、令和 3 年度に使用済小型家電

の回収に要した費用を算出しているか質問したところ、「している」が 264 市区町村（18.3％）、「してい

ない」が 1,158 市区町村（80.1％）であった。（表 3-28） 

令和 3 年度に使用済小型家電の回収実施により発生した便益の額を算出しているか質問したところ、

「している」が 157 市区町村（10.9％）、「していない」が 1,263 市区町村（87.4％）であった。（表 

3-29） 

使用済小型家電の回収における費用及び便益の算定に費用便益ツールを活用したか質問したところ、

「活用した」が 30 市区町村（2.1％）、「活用しなかった」が 1,385 市区町村（95.8％）であった。（表 

3-30） 

費用便益ツールを活用した 30 市区町村に理由や活用場面を質問したところ、「小型家電リサイクル

にかかる現状費用の確認のため」が 17 市区町村（56.7%）と最も多かった。（表 3-31） 
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表 3-28 令和 3年度の小型家電回収に要した費用の算出有無（単一回答） 

対象数 している していない 無回答 

1,445 264 1,158 23 

 

表 3-29 令和 3年度の小型家電回収にて発生した便益額の算出有無（単一回答） 

対象数 している していない 無回答 

1,445 157 1,263 25 

 

表 3-30 費用便益ツールの活用状況（単一回答） 

対象数 活用した 活用しなかった 無回答 

1,445 30 1,385 30 

 

表 3-31 費用便益ツールの活用理由及び活用場面（複数回答） 

対象数  

小型家電

リサイクル

にかかる

現状費用

の確認の

ため 

小型家電

リサイクル

にかかる

将来費用

の見積・予

測のため 

市区町村

内での予

算取得の

調整のた

め 

議会で説

明するた

め 

今後の小

型家電リ

サイクル

の取組方

針を検討

するため 

アンケート

調査票と

一緒に添

付されて

いたので

試しに入

力した 

その他 無回答 

30 17 1 2 1 4 13 1 1 

 

3.4.2 費用便益ツール活用についてのヒアリング調査結果 

小型家電リサイクルの費用便益ツールについて、7 市区町村へのヒアリング結果を表 3-32～表 

3-34 に示す。なお、このヒアリング調査は、0 にて実施したヒアリング調査と同時に実施したことから、0

に記載の市区町村名のアルファベットと重複している。 

小型家電リサイクルの費用便益ツールの活用状況について、市区町村 J は、費用算出・把握のために

使用していると回答した。また、4 市区町村（G、H、I、M）が市区町村アンケート調査票に同送されてい

たことがきっかけとなって使用したと回答した。 

費用便益ツールの算出結果を踏まえた行政判断については、市区町村 M が、将来的にボックス回収

から戸別回収に切り替える際の検討材料としたいと回答した。また、市区町村 M では、費用便益ツール

は費用把握に便利であることから、今後も使っていきたいと回答した。 

環境省の一般廃棄物会計基準については、5 市区町村（G、H、J、K、M）が、利用していないと回答し

た。市区町村 I では、一般廃棄物会計基準の利用はしているが小型家電リサイクルの費用便益ツールは

あまり活用していないため、使い分けは行っていないと回答した。 
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表 3-32 ヒアリング結果一覧（費用便益ツール）（1/3） 

市区町村 市区町村G 市区町村 H 

①費用便益ツール

を活用している理

由 

 市区町村アンケート調査票に回答する

ために使用した。普段から分析等に活

用はしていない。 

 市区町村アンケート調査票に回答する

ために使用した。普段から分析等に活

用はしていない。 

②費用便益ツール

活用のメリット 

 当市は回収した小型家電は逆有償で引

渡しており、全て費用がかかっているた

め、便益が発生しない。そのため、費用

便益分析にはならず、メリットはない。

売却できている市区町村であれば、活

用メリットはあるのではないか。 

 費用の金額感の把握には役立った。 

③費用便益ツール

を活用している場

面・活用方法の詳

細 

 かけている費用の規模を改めて把握し

た。負担が大きくならないよう、改善策

等も検討したいが、立地上、近隣に、引

渡し先の事業者が少なく、コスト軽減に

は限界があることが課題である。 

 費用の規模を把握した。広報などに活

用できればいいが、いくらかけていると

市民に知らせるのが良いのかは要検討

であり、使い道が現時点では定まって

いない。 

④費用便益ツール

から算出された結

果を踏まえて、ど

のような行政判断

を行っているか 

 費用をかけて小型家電リサイクルを

行っている。リサイクル推進の観点から

も止めることは考えておらず、現状維持

する見込みである。必要となる予算規

模が大きく変わるようであれば、継続

の方法を検討することもあるかもしれ

ないが、現状ではその予定はない。 

 費用の規模を把握した。ただし、今後も

継続して小型家電の取組は行うため、

把握した金額感を活用するまでには

至っていない。 

⑤環境省の一般廃

棄物会計基準を利

用しているか 

 一般廃棄物会計基準は利用していな

い。 

 一般廃棄物会計基準は利用していな

い。 

 

表 3-33 ヒアリング結果一覧（費用便益ツール）（2/3） 

市区町村 市区町村 I 市区町村 J 

①費用便益ツール

を活用している理

由 

 市区町村アンケートと同送されていた

ため利用した。 

 費用便益ツールを活用している。異動し

て１年目のため、前任者から引き継いだ

とおりの作業をしている。使用している

理由は不明である。 

②費用便益ツール

活用のメリット 

 メリットは感じなかった。  費用算出等に用いている。 

③費用便益ツール

を活用している場

面・活用方法の詳

細 

 当市は回収ボックスを使用した回収の

みを実施しており、A シート（引渡価格

を記入するシート）しか使っていない。

コスト算出については、燃料コストをど

のように概算したらいいのか分からず、

記入できなかった。 

 当該年度実施にかかった費用や引き渡

しにかかった処理費の把握に用いてい

る。 

④費用便益ツール

から算出された結

果を踏まえて、ど

のような行政判断

を行っているか 

 当市は今後も現状維持を行う予定であ

る。リサイクルの推進や啓発の方針があ

るため、縮小することは考えておらず、

一方で拡大についてはコスト等を財務

に説明するのが困難であるため、現状

維持を考えている。 

 当該年度に要した費用として取りまと

めるのに使用しているが、それをもとに

行政判断などの検討は特に行っていな

い。現状維持で小型家電リサイクルに取

組予定である。 

⑤環境省の一般廃

棄物会計基準を利

用しているか 

 一般廃棄物会計基準は常に利用してい

る。費用便益ツールは活用していない

に近い状態のため、使い分けなどは特

にない。 

 一般廃棄物会計基準は使用していな

い。 
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表 3-34 ヒアリング結果一覧（費用便益ツール）（3/3） 

市区町村 市区町村 K 市区町村 L 市区町村M 

①費用便益ツール

を活用している理

由 

 費用便益ツールは使用

していない。 

 費用便益ツールは使用し

たが、一部しか使ってい

ない。当市の小型家電リ

サイクルの取組は小規模

なため。部分的に単純集

計などに使用した程度で

ある 

 今回の調査票を記入す

るのに初めて用いた

が、現状（ボックス回

収）のかかっている費

用を把握するのに便利

だったので、今後も

使っていきたいと考え

ている。 

②費用便益ツール

活用のメリット 

 当市は回収した小型家

電は逆有償で引き渡し

ており、全て費用がか

かっているため、便益

が発生しない。そのた

め、費用便益ツールを

使う必要性がなく、メ

リットもない。 

 品目と単価を入力しての

単純集計に使用した程

度である。 

 コストの把握がしやす

い。 

③費用便益ツール

を活用している場

面・活用方法の詳

細 

 活用していない。どの

程度の費用がかかって

いるかは、ツールを使

わずとも算出が可能で

ある。 

 発生した金額の単純集

計に使用した。 

 現状のコスト試算に使

用している。何にどれ

だけのコストがかかっ

ているのか、把握する

のに活用している。 

④費用便益ツール

から算出された結

果を踏まえて、ど

のような行政判断

を行っているか 

 当初から市内 1箇所に

回収拠点を設けての回

収であり、大規模なコ

ストは掛けていない。

一方で、リサイクルの推

進と市民の利便性を考

慮し、宅配回収を行う

事業者と協定を結び、

宅配便回収も開始し

た。今後、宅配便回収

の認知が進めば、より

リサイクルが進むと思

われる。 

 特にない。人手不足の問

題もあり、空いた時間に

清掃センターのスタッフ

がピックアップして仕分

け、引き渡している程度

である。これからも無理

のない範囲で続けていく

計画である。 

 ボックス回収は職員の

負担が大きく、回収量

も少ないため、将来的

には戸別回収に切り替

えることを検討してい

る。その検討材料に、

費用便益分析の試算

結果を用いたいと考え

ている。 

⑤環境省の一般廃

棄物会計基準を利

用しているか 

 一般廃棄物会計基準は

利用していない。 

 一般廃棄物会計基準と

の使い分け等はしてい

ない。 

 一般廃棄物会計基準

は使用していない。 

 

3.4.3 費用便益ツールの活用方策検討 

費用便益ツールの活用方策について、表 3-35 のとおり検討した。小型家電リサイクルに取り組んで

いる市区町村、取り組んでいない市区町村の双方にとって、費用便益を把握することは、予算確保やそ

の後の方針を検討するうえで有用であると考えられる。 
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表 3-35 費用便益ツールの活用方策 

ヒアリング対象 コメント 

小型家電リサイクル
に取り組んでいない
市区町村 

・ 費用計上のための予算見積 
・ 費用確保のための議会説明での活用 

小型家電リサイクル
に取り組んでいる市
区町村 

・ 小型家電リサイクル費用の見込みの算出、予算見積 
・ 小型家電の回収方法の検討（回収方法ごとの費用を踏まえて最適な回収方

法を判断） 
・ 小型家電リサイクルに関する費用の変化状況の把握（特に引渡が逆有償に

なった場合等） 
・ 小型家電リサイクルによる便益の確認（引渡価格が逆有償であっても、その

他に埋立処分費用削減等の効果が見込まれる場合も考えられる。） 

 

また、費用便益ツールの活用を促す方策としては、今後も市区町村へのアンケート調査時に費用便益

ツールを配布することや、環境省から市区町村への施策説明会等の機会で紹介していくこと等が考えら

れる。 
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4. 小型家電リサイクル法認定事業者等の取組実態の把握 

認定事業者からの報告及び補完調査を踏まえ、回収された使用済小型家電の再資源化状況の整理、

分析を行った（報告・回答内容の不備・不整合の確認を含む）。なお、認定事業者からの報告及び補完

調査の結果については環境省より提供を受けた。 

さらに、認定事業者の取組は使用済小型家電の回収量に直結するため、当該認定事業者 10 者程度

に対してヒアリングを行った。 

4.1 認定事業者からの報告及び補完調査を踏まえ、回収された使用済小型家電の再資源

化状況の整理、分析 

4.1.1 15条報告及び補完調査結果に基づく整理・分析の前提条件 

15 条報告及び補完調査結果に基づく整理・分析の前提条件は以下のとおりである。 

 

＜整理・分析の前提条件＞ 

⚫ 報告・調査対象事業者：令和 3 年度末までに認定を受けた 59 事業者 

⚫ 報告・調査対象範囲：令和 3 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日の間に認定事業者（中間処理

施設）に搬入された使用済小型電子機器等（認定に係るもの及び認定された再資源化事業計画

とおり処理したもの）。  

 

＜施行規則第 15 条に基づく報告事項＞ 

1） 当該一年間に引き取った使用済小型電子機器等の数量（うち、市区町村から引き取った使用済

小型電子機器等の数量） 

2） 当該一年間に引き取った携帯電話端末及びＰＨＳ端末並びにパーソナルコンピュータの数量 

3） 当該一年間に回収した密閉形蓄電池等の数量及びフロン類の重量 

4） 当該一年間に使用済小型電子機器等の再資源化等により得られた資源の種類ごとの重量 

5） 再使用を行った場合にあっては、再使用を行った小型電子機器等の全部又は一部の種類ごとの

数量 

 

＜補完調査項目＞ 

⚫ 上記 1）～5）の事項（認定後に引き取り、再資源化事業計画どおり処理したもの） 

⚫ 認定後の市区町村及び組合等との契約・引取り内容 

⚫ 市区町村別回収量、小売店の店舗別回収量 

⚫ パソコン 3R 推進協会及びモバイル・リサイクル・ネットワークによる回収量 

⚫ 認定計画別紙４におけるカテゴリー別取引先企業名の調査 
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4.1.2 再資源化事業者の認定状況について 

（1） 認定事業者リスト（事業者名、認定年月、地域等） 

令和 4 年 3 月末現在の認定事業者は表 4-1 のとおりである。9 

 

表 4-1 認定事業者リスト10 

認定番号 事業者名 認定年月日 本社住所 収集区域 

第 1号 大栄環境株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

大阪府和泉

市 

岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大

阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島

根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川

県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

第 2号 
日本磁力選鉱株式会

社 

平成 25年 6

月 28日 

福岡県北九

州市 

山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県 

第 3号 ハリタ金属株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

富山県高岡

市 
富山県、石川県、福井県 

第 4号 株式会社紅久 
平成 25年 6

月 28日 

愛知県豊橋

市 

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛

知県 

第 5号 株式会社リーテム 
平成 25年 6

月 28日 

東京都千代

田区 
全国（沖縄県は除く） 

第 6号 共英製鋼株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

大阪府大阪

市 
島根県、広島県、山口県 

第 7号 株式会社イボキン 
平成 25年 6

月 28日 

兵庫県たつ

の市 
京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、岡山県 

第 8号 金城産業株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

愛媛県松山

市 
徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

第 10号 トーエイ株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

愛知県知多

郡東浦町 

東京都、神奈川県、福井県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京

都府、大阪府、兵庫県、奈良県 

第 11号 トヨキン株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

愛知県豊田

市 
岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

第 12号 株式会社マテック 
平成 25年 6

月 28日 

北海道帯広

市 
北海道 

第 13号 ミナミ金属株式会社 
平成 25年 6

月 28日 

石川県金沢

市 

岩手県、宮城県、山形県、福島県、東京都、神

奈川県、富山県、石川県、福井県、岐阜県、静

岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫

県 

第 14号 株式会社アビヅ 
平成 25年 6

月 28日 

愛知県名古

屋市 
長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

第 15号 
株式会社エコリサイ

クル 

平成 25年 8

月 9日 

秋田県大館

市 
青森県、岩手県、秋田県 

第 18号 株式会社エコネコル 
平成 25年 8

月 9日 

静岡県富士

宮市 

東京都、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、愛知県 

第 19号 平林金属株式会社 
平成 25年 8

月 9日 

岡山県岡山

市 

兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、香

川県 

第 20号 柴田産業株式会社 
平成 25年 8

月 9日 

福岡県久留

米市 

山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大

分県、宮崎県、鹿児島県 

第 21号 
株式会社市川環境エ

ンジニアリング 

平成 26年 1

月 23日 

千葉県市川

市 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、山梨県、長野県 

 
9 環境省「認定事業者及び連絡先一覧」 
10 環境省ウェブサイト http://www.env.go.jp/recycle/recycling/raremetals/trader.html（閲覧日：2023 年 2

月 24 日） 
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認定番号 事業者名 認定年月日 本社住所 収集区域 

第 22号 
株式会社フュー

チャー・エコロジー 

平成 26年 1

月 23日 

東京都大田

区 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、新潟県、山梨県 

第 23号 豊富産業株式会社 
平成 26年 1

月 23日 

富山県滑川

市 

新潟県、富山県、石川県、山梨県、長野県、岐

阜県 

第 24号 
リネットジャパンリサ

イクル株式会社 

平成 26年 1

月 23日 

愛知県名古

屋市 
全国 

第 25号 
株式会社アール・

ビー・エヌ 

平成 26年 1

月 23日 

兵庫県姫路

市 
大阪府、兵庫県、鳥取県、岡山県 

第 26号 安田金属株式会社 
平成 26年 1

月 23日 

広島県廿日

市市 
島根県、広島県、山口県 

第 27号 株式会社シンコー 
平成 26年 1

月 23日 

長崎県大村

市 
福岡県、佐賀県、長崎県 

第 28号 株式会社拓琉金属 
平成 26年 1

月 23日 

沖縄県浦添

市 
沖縄県 

第 29号 
JX金属苫小牧ケミ

カル株式会社 

平成 26年 2

月 28日 

北海道苫小

牧市 
北海道 

第 30号 
ニッコー・ファイン

メック株式会社 

平成 26年 2

月 28日 

岩手県一関

市 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福

島県 

第 32号 
JX金属商事株式会

社 

平成 26年 2

月 28日 

東京都中央

区 

群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、新潟県、

富山県、石川県、山梨県、長野県、岐阜県、愛

知県、広島県、山口県、福岡県、熊本県、大分

県 

第 33号 
JX金属敦賀リサイク

ル株式会社 

平成 26年 2

月 28日 

福井県敦賀

市 
福井県、滋賀県、京都府 

第 34号 
豊通マテリアル株式

会社 

平成 26年 2

月 28日 

愛知県名古

屋市 

山形県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石

川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡

県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県 

第 35号 
三重中央開発株式会

社 

平成 26年 2

月 28日 

三重県伊賀

市 

岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、奈

良県 

第 36号 株式会社鈴木商会 
平成 26年 8

月 29日 

北海道札幌

市 
北海道 

第 37号 丸源起業株式会社 
平成 26年 8

月 29日 

千葉県山武

郡横芝光町 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、山梨県、静岡県 

第 38号 
株式会社イー・アー

ル・ジャパン 

平成 26年 8

月 29日 

広島県広島

市 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃

木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈

川県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野

県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀

県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山

県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口

県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡

県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎

県、鹿児島県 

第 39号 
株式会社クロダリサ

イクル 

平成 27年 1

月 16日 

北海道函館

市 
北海道 

第 41号 
株式会社水口テクノ

ス 

平成 27年 1

月 16日 

滋賀県甲賀

市 
三重県、滋賀県、京都府 

第 42号 東京鐵鋼株式会社 
平成 27年 8

月 5日 

栃木県小山

市 
青森県、岩手県、秋田県 

第 43号 朝日金属株式会社 
平成 27年 8

月 5日 

愛知県名古

屋市 
岐阜県、愛知県、三重県 

第 44号 中辻産業株式会社 
平成 27年 8

月 5日 
大阪府堺市 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和

歌山県 

第 45号 
マキウラ鋼業株式会

社 

平成 27年 8

月 5日 

兵庫県姫路

市 

京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡

山県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 
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認定番号 事業者名 認定年月日 本社住所 収集区域 

第 46号 三木鋼業株式会社 
平成 27年 8

月 5日 

香川県高松

市 
徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

第 47号 
株式会社環境整備産

業 

平成 27年 8

月 5日 

大分県大分

市 
福岡県、熊本県、大分県、宮崎県 

第 48号 
アクトビーリサイクリ

ング株式会社 

平成 28年 2

月 24日 

熊本県水俣

市 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県 

第 49号 株式会社宮里 
平成 28年 5

月 26日 

沖縄県名護

市 
沖縄県 

第 50号 株式会社ツルオカ 
平成 28年 8

月 26日 

茨城県結城

市 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

第 51号 株式会社青南商事 
平成 28年 8

月 26日 

青森県弘前

市 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福

島県 

第 52号 
オリックス環境株式

会社 

平成 28年 8

月 26日 

千葉県船橋

市 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、滋賀県、京都府、大

阪府、兵庫県 

第 53号 東金属株式会社 
平成 29年 9

月 22日 

群馬県太田

市 
全国（沖縄県は除く） 

第 54号 
株式会社ブロードリ

ンク 

平成 30年 3

月 5日 

東京都中央

区 
全国 

第 55号 株式会社高良 
平成 30年 3

月 5日 

福島県南相

馬市 

岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨

城県、新潟県 

第 56号 荒川産業株式会社 
平成 30年 9

月 7日 

福島県喜多

方市 
宮城県、山形県、福島県、新潟県 

第 57号 吉良開発株式会社 
平成 30年

12月 25日 

愛知県西尾

市 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋

賀県 

第 58号 木村工業株式会社 
令和 2年 10

月 12日 

兵庫県明石

市 
兵庫県、大阪府、京都府、岡山県、広島県 

第 59号 株式会社ヤマモト 
令和 3年 1

月 5日 

静岡県富士

宮市 
神奈川県、山梨県、長野県、静岡県、愛知県 

第 60号 永和鉄鋼株式会社 
令和 3年 4

月 21日 

東京都西多

摩郡 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県 

第 61号 リバー株式会社 
令和 3年 7

月 13日 

東京都墨田

区 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長

野県、静岡県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良

県 

第 62号 
福岡金属興業株式会

社 

令和 3年 8

月 6日 

福岡県直方

市 
山口県、福岡県、熊本県 

第 63号 福源商事株式会社 
令和 4年 3

月 28日 

大阪府岸和

田市 

大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、和歌山県、

滋賀県、三重県、愛知県、愛媛県、香川県、徳

島県 

第 64号 
株式会社リサイクル

センターナカガワ 

令和 4年 7

月 20日 

三重県松阪

市 
三重県、和歌山県、奈良県 

注）認定番号第９号、第 16 号、第 17 号、第 28 号、第 31 号、第 33 号及び第 40 号は事業廃止に伴う欠番である。初回認定日を記

載。欠番となった第 17 号 リバーホールディングス株式会社は、令和 3 年度小型家電処理実績があったため、集計対象に含まれ

る。第 64 号 株式会社リサイクルセンターナカガワは令和 4 年 7 月に認定を受けたため、集計対象に含まれていない。 

（2） 認定事業者の分布状況と回収可能エリア 

令和 4 年 3 月末現在の認定事業者の分布状況は図 4-1 のとおりである。関東地方・中部地方・近

畿地方に集中して認定事業者が存在していることが分かる。 
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図 4-1 認定事業者の分布状況 

 

また、認定事業者の回収可能エリア（収集区域）の分布状況は図 4-2 のとおりである。全国 47 都道

府県のうち、11 事業者以上の認定事業者が収集可能としているのは 34 都府県である。関東・中部・近

畿地方を回収可能エリアとしている認定事業者が多く、北海道や四国地方、沖縄地方は少ない。 

 

 

図 4-2 認定事業者の回収可能エリアの分布状況 
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4.1.3 使用済小型家電の回収状況について 

（1） 市区町村回収 

1） 引取対象市区町村数、引取数量、全引取数量に対する市区町村回収量の割合 

認定事業者における引取対象市区町村数及び引取数量、全引取数量に対する市区町村回収量の割

合は表 4-2 及び表 4-3 のとおりである。 

地方別にみると、関東地方が 223 市区町村、18,940t で、全国の引取数量に対する割合が 32.8%

と最も多くなっている。次いで中部地方の 194 市区町村、13,577t で 23.5%であり、関東地方と中部

地方だけで全体の約 55%を占めている。 

都道府県別では東京都が 47 市区町村で 9,386t と最も多く、次いで愛知県の 50 市区町村で

5,857t、埼玉県の 40 市区町村で 3,246t となっている。 

 

表 4-2 引取対象市区町村数、引取数量、全国の引取数量に対する割合（地方別） 

  市区町村数 数量(t) 割合 

全国 1,049 57,739 100.0% 

北海道地方 119 1,960 3.4% 

東北地方 149 1,753 3.0% 

関東地方 223 18,940 32.8% 

中部地方 194 13,577 23.5% 

近畿地方 134 6,151 10.7% 

中国地方 64 5,227 9.1% 

四国地方 57 4,159 7.2% 

九州地方 109 5,973 10.3% 

注）引取対象市区町村数には、一部事務組合等の件数も含む。 

 

表 4-3 引取対象市区町村数、引取数量、全引取数量に対する市区町村からの引取数量の割合（都道府県別） 

  
引取対象 

市区町村数 

市区町村から

の引取数量(t) 

全引取数量に対する 

市区町村からの引取数量の割合 

北海道 119 1,960 44.8% 

青森県 27 526 61.5% 

岩手県 23 232 50.3% 

宮城県 22 268 32.2% 

秋田県 18 334 57.6% 

山形県 35 115 31.5% 

福島県 24 278 47.1% 

茨城県 35 691 44.5% 

栃木県 23 1,076 73.1% 

群馬県 24 1,233 73.0% 

埼玉県 40 3,246 69.5% 

千葉県 34 1,572 52.4% 

東京都 47 9,386 78.5% 

神奈川県 20 1,735 48.4% 

新潟県 6 227 39.1% 

富山県 14 762 79.5% 



 

94 

  
引取対象 

市区町村数 

市区町村から

の引取数量(t) 

全引取数量に対する 

市区町村からの引取数量の割合 

石川県 9 1,400 87.2% 

福井県 9 473 66.0% 

山梨県 14 672 85.3% 

長野県 35 1,245 67.5% 

岐阜県 30 1,026 70.0% 

静岡県 27 1,914 72.2% 

愛知県 50 5,857 75.2% 

三重県 18 1,547 78.9% 

滋賀県 17 726 63.7% 

京都府 12 792 48.3% 

大阪府 29 595 23.1% 

兵庫県 32 1,712 47.1% 

奈良県 16 529 56.7% 

和歌山県 10 249 48.5% 

鳥取県 8 305 57.7% 

島根県 8 410 67.5% 

岡山県 19 2,614 71.2% 

広島県 11 632 35.8% 

山口県 18 1,265 75.8% 

徳島県 7 293 60.4% 

香川県 14 354 49.7% 

愛媛県 21 2,215 83.8% 

高知県 15 1,297 94.1% 

福岡県 29 1,868 65.1% 

佐賀県 8 365 67.2% 

長崎県 16 1,002 85.3% 

熊本県 15 1,592 79.7% 

大分県 9 140 40.5% 

宮崎県 6 101 39.9% 

鹿児島県 18 442 64.1% 

沖縄県 8 462 90.4% 

注）引取対象市区町村数には、一部事務組合等の件数も含む。 

2） 1事業者当たりの引取対象市区町村数、引取数量の分布 

市区町村からの取引があった 48 事業者のうち、1 事業者当たりの引取対象市区町村数は、10 市区

町村以下が 18 事業者（37.5%）と最も多く、次いで 11～20 市区町村の 13 事業者（27.1%）である。

市区町村からの引き取りがない事業者は 11 事業者であった（図 4-3 参照）。 
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図 4-3 1事業者当たりの引取対象市区町村数 

注）市区町村からの引取がある事業者は 48 事業者であったが、グラフ上では、引取がなかった 11 事業者も 0 市区町村として記載して

いる（本文中の％には含めていない）。 

 

また、1 事業者当たりの市区町村回収における回収量の分布は図 4-4 のとおりである。 

市区町村からの取引があった 48 事業者における 1 事業者当たりの引取数量は、100t 超 1,000t

以下が 23 事業者（47.9%）と最も多く、次いで 1,000t 超の 15 事業者（31.3%）となっている。 

 

 

図 4-4 1事業者当たりの市区町村回収における引取数量 

注）市区町村からの引取がある事業者は 48 事業者であったが、グラフ上では、引取がなかった 11 事業者も 0t として記載している（本

文中の％には含めていない）。 

 

3） 引き取っている品目の大まかな割合 

認定事業者が市区町村から引き取っている品目の内訳（重量ベース）を、制度対象品目、特定対象品

目の区分でみると、制度対象品目が 9 割を占めていた（図 4-5 参照）。 
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また、引取数量に占める携帯電話類及びパソコン類の占める割合を算出したところ、いずれも 1%未

満であった（表 4-4 参照）。 

 

 

図 4-5 認定事業者が市区町村から引き取っている品目の内訳（重量ベース） 

 

表 4-4 市区町村から引き取っている品目のうち携帯電話類及びパソコン類の占める割合（重量ベース） 

 実回収量（t） 割合 

携帯電話類 134 0.2% 

パソコン類 555 1.0% 

注）回収品目に「携帯」を含むものについて「携帯電話類」に分類。回収品目に「PC」「パソコン」「パーソナルコンピュータ」を含むものについて

「パソコン類」に分類。両方を含む場合は、いずれの品目でもカウントしている。 

（2） 直接回収 

1） 直接回収による回収量 

認定事業者の直接回収は、小型家電の様々な排出機会を捉え、消費者のニーズに対応し、市区町村

回収を補完した回収サービスを提供している。（図 4-6 参照） 

令和 4 年 7 月時点の調査によると、認定事業者（59 事業者）のうち約 6 割（33 者）が直接回収に取

り組んでいる（事業所からの回収を含む）。 

  

制度対象品目, 

90.3%

特定対象品目, 

9.7%
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（参考）直接回収における収集・運搬の委託について 

認定事業者は、直接回収において収集・運搬を委託する場合、委託先が再資源化事業計画に基づき適正に

収集・運搬を実施することを管理することが重要。小型家電リサイクル法第 17 条に基づき、環境省と経済産業

省の地方支分局職員が立入検査を実施し、事業の実施状況を確認している。 

図 4-6 認定事業者による直接回収 

 

2） 事業者単位での直接回収の状況 

消費者からの直接回収量の上位 10 社の回収量は表 4-5 のとおりである。家電量販店経由で回収

を行うことにより、直接回収量の確保が可能であることが示唆された。 

 

表 4-5 直接回収量の多い認定事業者の回収量と回収方法 

認定 

事業者 

回収量

（t） 
割合 直接回収の方法 

A社 7,644 24.7% 家電量販店経由（1,070店舗） 

B社 7,400 24.0% 家電量販店経由（597店舗）, (一部拠点持込あり（13拠点）） 

C社 5,794 18.8% 家電量販店経由（497店舗） 

D社 4,973 16.1% 拠点持込(91拠点) 

E社 2,329 7.5% 家電量販店経由（226店舗） 

F社 1,520 4.9% 拠点持込(48拠点) 

G社 538 1.7% 拠点持込(12拠点)  

H社 241 0.8% 家電量販店経由(19店舗),拠点持込（25拠点） 

I社 125 0.4% 拠点持込（6拠点） 

J社 99 0.3% 拠点持込（1拠点） 

その他 225 0.7%  

合計 30,888 100.0% ― 

 

また、1 事業者当たりの消費者からの直接回収量の分布は図 4-7 のとおりである。 

消費者からの直接回収を行った 23 事業者における 1 事業者当たりの引取数量は、10t 以下が 8 事

業者（34.8%）と最も多く、次いで 10t 超 100t 以下と 1,000t 超がそれぞれ 6 事業者(26.1%)となっ

た。 
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図 4-7 1事業者当たりの直接回収における引取数量 

3） 地域別の直接回収の状況 

認定事業者による消費者からの直接回収量は、関東（10,198t）、近畿（5,829t）、中部（4,026t）の

順で多かった（図 4-8 参照）。一方、市区町村回収量と比較すると、北海道と東北を除く全地域におい

て市区町村回収量が直接回収量を上回っている（表 4-2 参照）。 

回収量の内訳をみると、北海道以外では家電量販店経由の回収割合が最も大きく、北海道では認定

事業者の拠点に持ち込まれる割合が最も大きい等の傾向が見られた。 

 

図 4-8 認定事業者による消費者からの直接回収量の内訳 

注）全市区町村の人口合計を分母とする。直接回収量には、事業所等からの回収（産業廃棄物）を除く。 

・家電量販店経由：家電量販店等への店頭持ち込みや配送時回収の場合 

・拠点持込：認定事業者の拠点等（工場、支店等）に直接持ち込まれた場合 

・宅配便回収：宅配便で回収される場合（引越回収を含む） 
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（3） その他報告対象品目の回収状況について 

1） 個人情報保護の観点で取扱に留意が必要な品目の引取数量 

個人情報保護の観点から、取扱に留意が必要な品目の引取数量は 7,012t である。内訳は携帯電話

が 166t、パーソナルコンピュータ（パソコン）が 6,846t となっていた（表 4-6 参照）。 

 

表 4-6 個人情報保護の観点で取扱いに留意が必要な品目（携帯電話・パソコン）の引取量 

品目 重量(t) 

携帯電話端末及び PHS端末 166 

パーソナルコンピュータ 6,846 

合計 7,012 

 

また、認定事業者による携帯電話、パソコンの回収量と、モバイル・リサイクル・ネットワーク（MRN）や

パソコンリサイクルの既存の回収ルートにおける回収実績とを比較すると、表 4-7 のとおりである。 

小型家電リサイクル法において回収されている携帯電話（166t）は、モバイル・リサイクル・ネットワー

ク（MRN）の回収量（430t）11に対して 38.6%（令和 2 年度は 41.6%）であり、同様にパソコンの回収

量（6,846t）はパソコンリサイクルの既存の回収ルートにおける回収量（1,982t）12に対して 345.4%

（令和 2 年度は 330.6%）となっている。 

 

表 4-7 既存の回収ルートによる回収実績との比較 

品目 

回収量 

認定事業者 

（t） 

MRN 

（t） 

パソコンリサイクルにおける既存の 

回収ルート（t） 

携帯電話端末及びＰＨＳ端末 166 430 - 

パーソナルコンピュータ 6,846 - 1,982 

 

2） 密閉型蓄電池、フロン類の回収量 

密閉形蓄電池、蛍光管、フロン類の回収量は、表 4-8 のとおりである。密閉形蓄電池は 320.5t、蛍

光管は 5.8t、フロン類は 3.1t であった。 

 

表 4-8 密閉形蓄電池、フロン類等の回収量 

品目 重量（t） 

密閉形蓄電池 320.5 

蛍光管 5.8 

フロン類 3.1 

合計 329.4 

 

 
11 MRN の回収量は、本体のみの重量で、電池、充電器は含まない。 
12 PC リサイクルの回収量には、リユース分は含んでいない。 
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4.1.4 使用済小型家電の再資源化等の状況 

（1） 再資源化等の実績 

認定事業者による使用済小型家電中間処理量の再資源化等13の方法による内訳は表 4-9 のとおり

である。製錬会社に引き渡した金属等の重量が 54,468t（中間処理量全体の 57.0%）と最も多く、次

いで熱回収されたプラスチックの重量が 20,455t（21.4%）である。 

回収した使用済小型家電のうち、中間処理残渣の重量 3,069t（3.2%）及び最終処分重量 4,577t

（4.8%）を除く 92.0%が再生利用・熱回収されている。 

 

表 4-9 使用済小型家電中間処理量の再資源化等の方法による内訳 

再資源化等の方法 重量（t） 割合 

回収した密閉型蓄電池､蛍光管､ガスボンベ､トナーカートリッジ

の数量 
418 0.44% 

回収したフロン類の重量 3.1 0.0033% 

製錬業者に引き渡した金属等の重量 54,468 57.0% 

再資源化されたプラスチックの重量 10,395 10.9% 

熱回収されたプラスチックの重量 20,455 21.4% 

再使用を行った使用済小型電子機器の重量 2,157 2.3% 

残渣の重量 ※焼却処理を行った重量から資源回収重量を差し

引いた値を含む 
3,069 3.2% 

最終処分した重量 4,577 4.8% 

合計 90,966 100.0% 

 

（2） 引取量に占める再資源化等の割合（事業者ごとの分布） 

使用済小型家電の引取があった 50 事業者について、1 事業者ごとの使用済小型家電引取量に占め

る再資源化量（熱回収を含む）の割合の分布をみると、90%超が 16 事業者（32.0%）と最も多く、80

～90%が 13 事業者（26.0%）となっている（図 4-9 参照）。 

また、再資源化量に熱回収を含まない場合で比較すると、40～50%が 13 事業者（26.0%）と最も

多く、次いで 50～60%が 11 事業者（22.0%）となっている（図 4-10 参照）。 

 

 
13 「再資源化等」には、金属やプラスチックの再資源化に加え、製錬業者における金属として回収されなかった部分の熱回収等

の実施、及び認定事業者におけるプラスチックの熱回収の実施も含む。 
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図 4-9 事業者ごとの使用済小型家電引取量に占める再資源化等の割合の分布（再資源化等率）の分布（熱回収

を含む） 

注）使用済小型家電の引取があった 50 事業者について掲載。 

 

 
図 4-10 事業者ごとの使用済小型家電引取量に占める再資源化等の割合（再資源化等率）の分布（熱回収を含

まない） 
注）使用済小型家電の引取があった 50 事業者について掲載。 

 

（3） 再資源化量の実績 

使用済小型家電の金属及びプラスチックの再資源化量14は表 4-10 のとおりである。鉄が 41,372t

（69.6%）と最も多く、次いでプラスチック（再資源化）が 10,395t（17.5%）、アルミニウムが 3,628t

（6.1%）である。 

 
14 金属やプラスチック等を回収、再資源化した重量を指す。プラスチックの熱回収は含まない。 
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表 4-10 使用済小型家電の再資源化量 

品目 重量（t） 割合 

鉄 41,372 69.6% 

アルミニウム 3,628 6.1% 

銅 3,110 5.2% 

金 0.3 0.0005% 

銀 3 0.01% 

プラスチック（再資源化） 10,395 17.5% 

その他資源 967 1.6% 

合計 59,475 100.0% 

注）その他資源には、パラジウム、ステンレス、真鍮、ネオジム、亜鉛等が含まれる。 

 

また、使用済小型家電引取量に占める金、銀、銅の再資源化量合計の割合の分布をみると、1%超

2%以下が 14 事業者（28.0%）で最も多く、次いで 2%超 3%以下が 9 事業者（18.0%）となっている

（図 4-11 参照）。 

 

 
図 4-11 使用済小型家電引取量に占める金・銀・銅の再資源化量の割合の分布 

注）使用済小型家電の引取があった 50 事業者について掲載。 

 

（4） 再資源化した金属資源の価値 

再資源化等重量に資源単価を乗じることにより再資源化した資源の価値を金額換算した結果を表 

4-11 に示す。金が 23.1 億円と最も高く、次いで銅が 26.3 億円、鉄が 19.9 億円、となっており、合計

で 83.0 億円であった。 
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表 4-11 再資源化した金属資源の価値及び資源単価・出所 

資源 資源単価（円/kg） 資源単価の出所 資源価値（億円） 

鉄 48.0 メタル・リサイクル・マンスリー2022年 7月号 19.9 

アルミニウム 185.0 メタル・リサイクル・マンスリー2022年 7月号  6.7 

銅 846.0 メタル・リサイクル・マンスリー2022年 7月号 26.3 

ステンレス 157.5 レアメタルニュース 2022年 7月 1日号 1.4 

真鍮 639.0 メタル・リサイクル・マンスリー2022年 7月号 0.3 

金 7,930,000.0 レアメタルニュース 2022年 6月 24日号 23.1 

銀 94,710.0 レアメタルニュース 2022年 6月 24日号 3.3 

パラジウム 8,290,000.0 レアメタルニュース 2022年 6月 24日号 2.0 

合計 - - 83.0 

 

（5） 再使用の状況 

パソコンの再使用量は 459,908 台、携帯電話端末の再使用量は 944 台であり、デジタルカメラや

プリンター等、その他の品目も含めると合計 577,138 台の小型家電が再使用された（表 4-12 参照）。 

 

表 4-12 使用済小型家電の再使用の状況 

品目 数量（台） 

パーソナルコンピュータ 459,908 

携帯電話端末 944 

その他 116,286 

合計 577,138 

 

4.2 認定事業者に対するヒアリング 

ヒアリング調査は、使用済小型家電の回収量増加に向けた現状把握を目的としたものであることを踏

まえ、表 4-13 に示すヒアリング対象抽出の観点に基づき、10 者の認定事業者をヒアリング対象とした。

ヒアリング項目に関しては、回答する認定事業者の負荷を抑える観点から、ヒアリング対象として抽出し

た観点に関する項目と、全ての事業者を対象として聴取する項目の組み合わせとした。  
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表 4-13 ヒアリング対象抽出の観点とヒアリング項目 

ヒアリング対象抽出の観点 
ヒアリング項目 

抽出の観点に関する項目 全ての事業者に聴取する項目 

回収量の大幅な増減があった

事業者 

・ 回収量増減の背景 

・ 回収量増加のための取組・工夫等 

・ より安価での逆有償引取/無償

または有償での引き取り等を行

うとした場合、市区町村に求め

る改善策 

 

直接回収を取りやめた事業者 ・ 直接回収取りやめの背景 

・ 今後の直接回収実施意向とその

理由 

・ 今後、直接回収の取組拡大を予

定している場合、具体的な方策 

リサイクル技術の高度化に向け

た先進的な取組を実施している

と考えられる事業者 

・ リサイクル技術の高度化に向けた

検討・取組状況 

 

認定事業者に対するヒアリング調査結果は表 4-14 のとおりである。以下、ヒアリング項目ごとにヒア

リング調査結果の要点を整理した。 

4.2.1 回収量の増減 

回収量の増減には家電量販店における回収量の変化が影響している可能性が指摘された。また、認

定事業者の増加等を背景とする市場競争激化を受けて、これまで取引を行っていない市区町村や家電

量販店へも回収範囲を拡大する必要性を感じている事業者が確認できた。さらに、令和 2 年度は新型

コロナウイルス流行の影響を受けて一時的に回収量が増加したが、令和 3 年度はその反動により回収

量が減少したとの回答もあった。 

4.2.2 直接回収の取りやめ 

直接回収の取りやめに関しては、4.2.1 と同様に市場競争激化を理由として挙げる事業者が確認さ

れた。 

4.2.3 小型家電引き渡しの逆有償化への対策 

小型家電引き渡しの逆有償化への対策としては、市区町村による処理困難品の事前分別や、小型家

電以外の混入防止が挙げられた。処理困難品としてはマッサージチェア、電気カーペット、こたつといっ

た低品位品が挙げられたほか、リチウム蓄電池等の取り外しも挙げられた。リチウム蓄電池等に関して

は、取り外しが困難な場合はリチウム蓄電池の有無により選別したうえで引き渡してほしいという回答も

あった。 
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4.2.4 リサイクル技術の高度化 

リサイクル技術の高度化に関しては、プラスチックの高度選別に向けた技術開発の方向性が確認され

たほか、リチウム蓄電池や加熱式たばこの再資源化に向けた技術開発の可能性も示唆された。また、製

品ごとに品位の異なるミックスメタルを事前に解体・仕分けするための技術開発の方向性も確認された。 

 

表 4-14 ヒアリング調査結果 

ヒアリング項目 ヒアリング調査結果 

回収量増減の背景 ・ （増加の背景）家電量販店における回収台数が増加したため。市区町村回収拠点が

増加したため。 

・ （減少の背景）火災防止のためのリチウム蓄電池等取外しコスト増加に伴い、小型家

電を逆有償化した。 

・ （減少の背景）認定事業者増加による競争激化や、リチウム蓄電池内蔵品の受入制

限の影響を受けた。 

・ （減少の背景）家電量販店での商品販売に伴う回収が中心のため、商品販売不調の

影響を受け、回収量も減少した。 

・ （減少の背景）令和 2年度は、新型コロナウイルス流行に伴い、ライフスタイルの変

化等に伴う小型家電の買替や不要製品の断捨離が進んだため回収量が増加した。

令和 3年度はその反動で回収量が減少した。 

回収量増加のための

取組・工夫等 

・ これまで取引がなかった市区町村と取引を開始するためのアプローチを強化する。 

・ 市区町村及び都道府県による小型家電回収スキームに協力する。 

・ 直接回収契約の増加に取り組む。 

・ 処理価格の見直しを行い、処理量の増加を目指す。 

・ これまで提携していなかった販売店との提携を検討する。 

直接回収取りやめの

背景 

・ （終了した背景）遠方事業者の参入などによる市場競争激化のため。 

今後の直接回収実施

意向とその理由 

今後、直接回収の取組

拡大を予定している場

合、具体的な方策 

・ 今後、直接回収取組を拡大する意向がある。回収量の少ない時期には、現在逆有償

化している小型家電を有価買取するキャンペーンを実施したい。 

・ 今後、直接回収取組を拡大する意向がある。処理量増加のために、回収価格の見直

しを行う。価格競争力強化のために、より収益性が見込める出荷先を開拓する。 

・ 今後、直接回収取組を拡大する意向がある。回収エリアの拡大を検討している。 

より安価での逆有償

引取/無償または有償

での引き取り等を行う

とした場合、市区町村

に求める改善策 

・ リチウム蓄電池等の事前取り外し。取り外し困難な場合は、電池の有無により選別

したうえで引き渡してほしい。 

・ 認定事業者以外の事業者の入札参加を認めないでほしい。 

・ 全市区町村が認定事業者へ引き渡すように、制度化されることが望ましい。 

・ ボックス回収品にはリチウム蓄電池内蔵品が多く、処理するために人件費や設備投

資が必要である。危険物処理として発生量に対して処理費用負担を国から補助して

頂ければ、認定事業者へ小型家電を処理委託するインセンティブが増し、認定事業

者への引渡量の増加に繋がるのではないか。 

・ マッサージチェア、電気カーペット、こたつなどマテリアルリサイクルが難しい小型家

電品目を除外してほしい。 

・ 小型家電以外が混入することを防止してほしい。 

・ 輸送コスト最適化のために、大型車が入庫できる規模のヤードを整備してほしい。 

リサイクル技術高度化 ・ 二次電池の再資源化に向け、自社内での処理を検討している。 

・ 加熱式たばこの再資源化に向けた検討を進めている。 
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ヒアリング項目 ヒアリング調査結果 

・ リチウム蓄電池等の安全対策を進めている。 

・ プラスチックのマテリアルリサイクルへ向けた委託先選定を進めている。 

・ 選別強化など、プラスチックやリチウム蓄電池の再資源化率向上に向けた検討を進

めている。 

・ プラスチックの有価販売先の販路確保及び拡大を検討している。 

・ 各製品出荷物の品位向上のため、選別装置の設置を検討している。 

・ 特に樹脂屑と金銀滓について、新規販売先の追加を検討している。 

・ ミックスメタル（基板屑）は製品ごとに品位が異なるため、製品ごとに生産できるよ

う事前に解体・仕分けたうえで投入することを検討している。 
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5. 使用済小型家電に含まれる POPs含有量に関する分析調査 

使用済小型家電に含まれる残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic Pollutants）（以

下「POPs」という。）の含有状況について、令和 3 年度検討業務における調査結果も踏まえ、使用済小

型家電由来のプラスチック 10 試料程度を対象に、ポリ臭化ジフェニルエーテル（以下「PBDE」という。）、

ヘキサブロモシクロドデカン（以下、「HBCD」という）、短鎖塩素化パラフィン（以下、「SCCPs」という）

の含有状況を調査した。 

5.1 調査の実施手順 

5.1.1 試料の収集 

過年度と同様、認定事業者 5 社より小型家電由来プラスチック片 100 試料の収集を予定していたが、

うち 1 社より施設の都合により、現在試料の採取ができないとのことから、本年度は、4 社（A 社、B 社、

C 社、D 社）の小型家電処理ラインより、破砕前または破砕後の小型家電由来プラスチック片９０試料を

収集した。 

プラスチック片は、2L 程度を 1 つの単位（試料）として、各事業者の処理ラインの特徴に応じて、表 

5-1 に示す配分で収集した。小型家電処理ラインからのプラスチック片採取にあたっては、採取するプラ

スチック片が偏らないように、各事業者において一定時間の間隔を空けて採取を行った。 

 

表 5-1 収集した小型家電由来プラスチック片試料の種類（試料カテゴリ）及び試料数 

対象事業者 
試料数 

（小計） 
試料の内訳 

試料カテゴリ 試料数 

A社 50 ① パソコン由来プラ（破砕前） 10 

② 携帯電話由来プラ（破砕前） 5 

③ ABS 10 

④ PP 10 

⑤ PS 10 

⑥ ミックスプラ 5 

B社 15 ⑦ PP･PE（ミックスプラ） 15 

C社 10 ⑧ 10mm以上のもの 5 

⑨ 10mm以下のもの 5 

D社 15 ⑩ 樹脂サーマル 15 

合計 90 

※表中①～⑩は、以下の写真の番号と対応している。 
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①の例（パソコン由来） ②の例（携帯電話由来） 

  

③の例（ABS） ④の例（PP） 

  

⑤の例（PS） ⑥の例（ミックスプラ） 

  

⑦PP･PE（ミックスプラ） ⑧の例（10mm以上のもの） 
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⑨の例（10mm以下のもの） ⑩の例（樹脂サーマル） 

5.1.2 スクリーニング調査の実施 

収集した試料から、PBDE、HBCD、SCCPｓが含まれる可能性が高い試料を選定するため、可搬型

の蛍光 X 線分析装置（米国 Innov 社製 α6500 携帯蛍光 X 線分析計、以下「ハンディ XRF」とい

う。）を用いて各試料の全臭素濃度並びに全塩素濃度を測定するスクリーニング調査を実施した。 

スクリーニング調査では、1 試料に対して測定面が偏らないように 3 回測定し、高い全臭素濃度を示

した試料を PBDE 分析、HBCD 分析を実施する試料として選定した。また、全塩素と SCCPs の相関

性については、既往文献等による知見は出ていないが、SCCPs は塩素を含んだ化合物であるため、全

塩素濃度を３回測定し、高い全塩素濃度を示した試料について、SCCPｓ分析を実施する試料として選

定した。 

 

  

測定装置（α6500携帯蛍光 X線分析計） 測定実施例 

5.1.3 分析の実施 

（1） PBDE及びHBCDの分析方法 

スクリーニング調査で選定した試料を冷凍粉砕により微粉砕し、分析用試料とした。また、この分析用

試料に対して、改めてハンディXRFを用いて全臭素濃度測定を行い、臭素濃度が高いことを確認した。 

この分析用試料より 10g を分取し、6 時間トルエンにて抽出を行い、100ｍL に定容した後、ｎ-ヘキ

サンにて 100 倍に希釈して、希釈液とした。この希釈液を用いて、PBDE は高分解能ガスクロマトグラ
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フ質量分析法により、HBCD は溶媒抽出液体クロマトグラフ質量分析法により測定を実施した。 

それぞれの分析手順のフローを図 5-1 に示した。 

 

 

図 5-1 PBDE及び HBCDの分析フロー 

（2） SCCPｓの分析方法 

PBDE 及び HBCD 分析と同様に試料を冷凍粉砕により微粉砕し、分析用試料とした。作成した分析

10 g採取 

ソックスレー抽出 

トルエン（100 mL） ６時間 

100 倍希釈（ｎ－ヘキサン） 

①100 mLメスアップ 

②ホールピペットで１mL をメスフラスコ（100 

mL）に分取 

③n-ヘキサンで 100 mLにメスアップ 

分取 

①PBDE用 50 μL 

マイクロシリンジで分取し、バイアルインサート

へ移し入れる。 

②HBCD用   １mL 

遠沈管に移し入れ、メタノールに転溶媒。 

内標準物質添加 

PBDE（１～10臭素化物）13Cラベル体

を１～５ ng 添加（100～500 ng/mL

を 10 μLずつ計 20 μL） 

①PBDE ②HBCD 

内標準物質添加 

HBCDラベル体を 100 ng添加 

（１μg/mLを 100μL） 

最終定容量 30 μL 最終定容量 １mL 

n-ヘキサンからノナンへ溶媒を転換する。 

 

ＧＣ／ＭＳ ＬＣ-ＭＳ／MS 

１ μＬ注入 

同じ昇温条件で 2回注入して 

全質量数をモニター 

10 μＬ注入 

使用カラム： 

関東化学製 Mightysil RP-18 GP 

(2.0mm×150mm,5μm)  
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用試料より 10ｇを分取し、6 時間トルエンにて抽出を行い、100ｍL に定容した後、ｎ-ヘキサンにて 100

倍に希釈して、希釈液とした。希釈液 10mL を濃縮後、硫酸シリカゲルカートリッジにて精製し、内標準

物質としてβ-HBCD-d18 を添加して最終液量を 250μL とし分析に供した。測定は液体クロマトグラ

フ－飛行時間型質量分析計（LC-TOFMS）にて行い、塩素数 4～8、炭素数 10～13 の SCCPs を対

象とした。分析手順のフローを図 5-2 に示した。 

 

 

図 5-2 SCCPsの分析フロー 

 

  

10 g採取 

ソックスレー抽出 

トルエン（100 mL） ６時間 

  

100 倍希釈（ｎ－ヘキサン） 

①100 mLメスアップ 

②ホールピペットで１mLをメスフラスコ（100 mL）に分取 

③n-ヘキサンで 100 mLにメスアップ 

分取 

SCCPs分析用 10mL分取 

濃縮後、硫酸シリカゲルカートリッジにて精製 

内標準物質添加 

β-HBCD-d18を添加 

最終定容量 250μL 

ＬＣ-TOFMS 使用カラム：アジレント社製 

 ZORBAX SB-CN Rapid Resolution HT

（2.1mm×100ｍｍ,1.8μm) 
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5.2 調査結果 

5.2.1 スクリーニング調査の結果 

（1） 全臭素のスクリーニング調査 

各試料における全臭素濃度のスクリーニング調査結果と、この結果を踏まえ、PBDE 及び HBCD の

分析対象として選定した 10 試料を表 5-2 に示した。10 試料の選定の考え方は、以下のとおり。 

⚫ 分析対象とする試料カテゴリを選定 

◼ A 社「携帯電話由来プラ（破砕前）」については、全ての試料で臭素濃度が、100ppm 以

下のため除外した。 

◼ D 社「樹脂サーマル」は、全試料から満遍なく臭素が検出されたことに加え、過年度の調査

では採取していない年度があり、他の試料カテゴリと比べてデータの蓄積が必要と考えら

れるため、２試料を選定することとした。 

⚫ 選定した 9 試料カテゴリから、PBDE 及び HBCD 分析の検体を採取する 10 試料を選定 

◼ 1 試料に対して 3 回全臭素濃度を測定しているため、1,000ppm 以上となった回数が多

い試料を選定した（試料の一部を抽出して PBDE 及び HBCD 分析を行うため、臭素が

万遍なく、かつ高濃度で分布している試料を選定した）。 

◼ 全臭素濃度が、1,000ppm 以上となった回数が同じ場合は、より高濃度の結果を含む試

料を選定した。 

また、参考として、PBDE 及び HBCD の分析対象とした試料における、全臭素濃度の測定結果を表 

5-3 に示す。 

 

表 5-2 試料ごとの全臭素濃度スクリーニング調査結果及び PBDE及び HBCDの分析対象試料番号 

対象

事業

者 

全臭素濃度測定対象試料 全臭素濃度測定結果 
PBDE・HBCD分析対象 

として選定した試料番号 試料カテゴリ 試料数 測定回数 
最大値

（ppm） 

最小値

（ppm） 

A社 パソコン由来プラ 

（破砕前） 
10 30 30,900 <2 パソコンプラ-3 

携帯電話由来プラ 

（破砕前） 
5 15 31 <2 - 

ABS 10 30 29,100 6 ABS-10 

PP 10 30 7,768 <2 PP-5 

PS 10 30 2,143 4 PS-9 

ミックスプラ 5 15 144,200 7 ミックスプラ-3 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 15 45 1,976 <2 10/14 

C社 10mm以上のもの 5 15 45,300 <13 10/11 

10mm以下のもの 5 15 59,200 295 10/7 

D社 樹脂サーマル 
15 45 9,606 8 

R-1, R-10 

（2試料を対象) 

注）濃度は質量分率で表している。また、検出下限値未満のデータは、検出下限値に不等号を付して表記した（例：<2）。A 社「携帯電話

由来プラ（破砕前）」からは選定なし。 
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表 5-3 （参考）PBDE及び HBCD分析対象として選定した試料の全臭素濃度測定結果 

対象 

事業者 

PBDE分析対象試料 全臭素濃度測定結果（ppm） 

試料カテゴリ 試料番号 1回目 2回目 3回目 

A社 パソコン由来プラ（破砕前） パソコンプラ-3 2,210 265 30,900 

ABS ABS-10 686 1,272 4,363 

PP PP-5 134 2,120 7,768 

PS PS-9 174 19 2,143 

ミックスプラ ミックスプラ-3 1,146 435 102,600 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 10/14 1,976 3 41 

C社 10mm以上のもの 10/11 17,400 2,103 45,300 

10mm以下のもの 10/7 2,245 27,400  59,200  

D社 樹脂サーマル R-1 1,446 114 1,772 

  R-10 1,479 41 9,606 

注）濃度は質量分率で表している。 

（2） 全塩素のスクリーニング結果 

各試料における全塩素濃度のスクリーニング調査結果と、この結果を踏まえ、SCCPｓの分析対象と

して選定した 10 試料を表 5-4 に示した。10 試料の選定の考え方は以下のとおり。 

⚫ 分析対象とする試料カテゴリを選定 

◼ C 社「10 ㎜以下のもの」については、全て「N.D.（検出下限値未満）」のため除外すること

とした。 

◼ D 社「樹脂サーマル」は、唯一、定量下限値以上検出されたため、２試料を選定することと

した。 

⚫ 選定した 9 試料カテゴリから、SCCPｓ分析の検体を採取する 10 試料を選定 

◼ 1 試料に対して 3 回全塩素濃度を測定したが、ほとんどが「定量下限値未満」であった。そ

のため、「定量下限値未満」はわずかながら Cl の感度があることとし、「N.D.」と区別する

こととして、試料カテゴリごとに、「N.D.」が少ない試料を選定した。 

◼ 「定量下限値未満」の回数が同じ場合は、定量下限値未満の値で大小関係は評価できな

いと考えられるため、先に測定を行った試料（番号の若いもの）を選定することとした。 

また、参考として、SCCPs の分析対象として選定した試料における、全塩素濃度の測定結果を表 

5-5 に示す。 
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表 5-4 試料ごとの全塩素濃度スクリーニング調査結果及び SCCPsの分析対象試料番号 

対象事

業者 

全臭素濃度測定対象試料 全塩素濃度測定結果 SCCPｓ分析対

象として選定し

た試料番号 
試料カテゴリ 試料数 

測定 

回数 
最大値（％） 最小値（％） 

A社 パソコン由来プラ 

（破砕前） 
10 30 定量下限値未満 N.D. パソコンプラ-2 

携帯電話由来プラ 

（破砕前） 
5 15 定量下限値未満 N.D. 

携帯電話由来 

プラ-4 

ABS 10 30 定量下限値未満 N.D. ABS-2 

PP 10 30 定量下限値未満 N.D. PP-1 

PS 10 30 定量下限値未満 N.D. PS-1 

ミックスプラ 5 15 定量下限値未満 N.D. ミックスプラ-1 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 15 45 定量下限値未満 定量下限値未満 10/6 

C社 10mm以上のもの 5 15 定量下限値未満 N.D. 10/7 

10mm以下のもの 5 15 N.D. N.D. ⁻ 

D社 樹脂サーマル 
15 45 

2.14  
N.D. 

R-2, R-4 

(2試料を対象) 

注）「N.D.」は検出下限値未満であることを示す。 

 

表 5-5 （参考）SCCPｓ分析対象として選定した試料の全塩素濃度測定結果 

対象 

事業者 

SCCPｓ分析対象試料 全塩素濃度測定結果（％） 
試料カテゴリ 試料番号 1回目 2回目 3回目 

A社 パソコン由来プラ（破砕前） パソコンプラ-2 ＜1.80 ＜1.66 ＜2.34 

携帯電話由来プラ（破砕前） 携帯電話由来プラ-4 N.D. ＜1.68 ＜1.81 

ABS ABS-2 ＜1.79 ＜1.09 ＜1.38 

PP PP-1 ＜1.28 ＜1.32 ＜1.44 

PS PS-1 ＜1.40 ＜1.11 ＜1.10 

ミックスプラ ミックスプラ-1 N.D. ＜1.51 ＜1.27 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 10/6 ＜1.07 ＜1.06 ＜1.06 

C社 10mm以上のもの 10/7 ＜2.53 ＜1.67 ＜1.80 

D社 樹脂サーマル R-2 N.D. ＜1.25 ＜1.35 

  R-4 2.14  N.D. N.D. 

注）「<1.80」等の不等号がついたものは定量下限値未満であることを示す。「N.D.」は検出下限値未満であることを示す。 

5.2.2 PBDE及びHBCD分析の結果 

（1） PBDE及びHBCD分析対象試料の全臭素濃度再測定結果 

PBDE 及び HBCD 分析の実施に先立ち、5.2.1 で選定した試料を微粉砕した後、再度全臭素濃度

の測定を実施した。その測定結果を表 5-6 に示す。いずれも、全臭素濃度が高い試料であることが改

めて確認できた。 
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表 5-6 試料ごとの全臭素濃度再測定結果 

対象事業者 
PBDE分析対象試料 全臭素濃度 

再測定結果（ppm） 試料カテゴリ 試料番号 

A社 パソコン由来プラ（破砕前） パソコンプラ-3 1,106 

ABS ABS-10 24,500 

PP PP-5 6,682 

PS PS-9 1,741 

ミックスプラ ミックスプラ-3 15,400 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 10/14 445 

C社 10mm以上のもの 10/11 10,800 

10mm以下のもの 10/7 5,102 

D社 樹脂サーマル R-1 4,410 

  R-10 7,225 

注）濃度は質量分率で表している。 

（2） PBDE濃度測定結果 

スクリーニング調査で選定した試料に対して PBDE 濃度（臭素数 1～10（臭素数が 10 の PBDE が

Deca-BDE に相当））を測定した結果を表 5-7 に示した。 

PBDE を測定した 10 試料中 5 試料で PBDE が検出され、その成分は概ね Deca-BDE であり、

濃度は 500ppm 以下であった。 

他方で、A 社「ミックスプラ」は、PBDE 全体（臭素数 1～10 の合計）で 1,700ppm となった。この結

果は、令和 2 年度調査15における結果に近い傾向であった。これは、令和 2 年度調査における結果と同

様、臭素数 6～9 が高い値を示したためであり、同社の処理工程では、臭素数６～９の素材を使用した

プラスチック製品を処理する頻度が比較的高い可能性がある。16 

また、C 社「10mm 以下のもの」は、PBDE 全体では、過年度の調査から継続的に 100ppm 以上の

濃度が検出されており、同社の処理工程では、一定量の PBDE を含むプラスチック製品を処理する頻

度が比較的高い可能性がある。 

以上の結果より、使用済小型家電における PBDE の含有量は、全体としては限定的であることが分

かった。 

  

 
15 環境省「令和２度小型家電リサイクル法施行支援及びリチウムイオン電池等処理困難物適正処理対策検討業務」 
16 特に臭素数 6、臭素数 7 の PBDE は、2010 年に化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律における第一種特定化

学物質に指定され、製造や使用が制限されている物質であることから、その頃に既に流通していた製品のプラスチック片が偶然

混入したと推測される。 
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表 5-7 試料ごとの PBDE濃度（臭素数別）測定結果 

対象

事業

者 

PBDE分析対象試料 臭素数別（1～10）PBDE濃度（ppm） 

試料カテゴリ 試料番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 合計 

A社 パソコン由来

プラ（破砕前） 

パソコンプラ-3 
<1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 N.D. 

ABS ABS-10 <1 <1 <1 <1 1 2 7 5 2 2 18 

PP PP-5 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <100＊ <100＊ <100＊ N.D. 

PS PS-9 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 N.D. 

ミックスプラ ミックスプラ-3 <1 <1 <1 1 4 150 530 520 180 270 1,700 

B社 PP･PE（ミック

スプラ） 

10/14 
<1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <100＊ <100＊ N.D. 

C社 10mm以上 

のもの 

10/11 
<1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 1 3 4 

10mm以下 

のもの 

10/7 
<1 <1 7 47 24 8 7 2 1 24 120 

D社 樹脂サーマル R-1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 3 32 34 

  R-10 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <1 <100＊ <100＊ N.D. 

注）濃度は質量分率で表している。また、検出下限値未満のデータは検出下限値に不等号を付して表記し（例：<1）、PBDE 濃度合計列

においていずれの臭素数の PBDE でも検出下限値未満であった場合は「N.D.」と表記した。 

＊ 抽出液中の共存物質の影響（イオン化が阻害される、分解、吸着等）により、添加した内部標準物質の検出ができなかったことから、

抽出液中の共存物質の影響を低減させるために抽出液を 100 倍希釈し測定を行ったため、定量下限値が他と異なる。 

（3） HBCD分析の結果 

スクリーニング調査で選定した試料に対して、HBCD 濃度（ヘキサブロモシクロドデカン：α、β、γ）

を測定した結果を表 5-8 に示した。 

HBCD を測定した結果、10 試料すべての試料で、検出下限値未満であった。 

 

表 5-8 試料ごとの HBCD濃度測定結果 

対象事業者 PBDE・HBCD分析対象試料 HBCD濃度（ppm） 

試料カテゴリ 試料番号 α β γ 合計 

A社 パソコン由来プラ（破砕前） パソコンプラ③ <2 <2 <2 N.D. 

ABS ABS⑩ <2 <2 <2 N.D. 

PP PP⑤ <2 <2 <2 N.D. 

PS PS⑨ <2 <2 <2 N.D. 

ミックスプラ ミックスプラ③ <2 <2 <2 N.D. 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 10/14 <2 <2 <2 N.D. 

C社 10mm以上のもの 10/11 10㎜オーバー <2 <2 <2 N.D. 

10mm以下のもの 10/7 10㎜アンダー <2 <2 <2 N.D. 

D社 樹脂サーマル R-1 <2 <2 <2 N.D. 

  R-10 <2 <2 <2 N.D. 

注）濃度は質量分率で表している。また、検出下限値未満のデータは検出下限値に不等号を付して表記し（例：<2）、HBCD 濃度合計

列において、いずれの HBCD でも検出下限値未満であった場合は「N.D.」と表記した。 

5.2.3 SCCPs分析の結果 

SCCPs 分析の分析結果概要を表 5-9 に、SCCPs 分析の分析結果詳細を表 5-10 に示す。

SCCPs 合計では、D 社「樹脂サーマル」のうち 1 試料のみで定量下限値を上回る濃度であったが、そ

の他の試料は全て定量下限値未満であった。 
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表 5-9 試料ごとの SCCPs濃度測定結果（概要） 

対象 

事業者 

SCCPｓ分析対象試料 SCCPs濃度測定結果（mg/kg） 

試料カテゴリ 試料番号 ΣC10 ΣC11 ΣC12 ΣC13 合計 

A社 パソコン由来プラ 

（破砕前） 
パソコンプラ-2 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

携帯電話由来プラ 

（破砕前） 
携帯電話由来プラ-4 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

ABS ABS-2 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

PP PP-1 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

PS PS-1 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

ミックスプラ ミックスプラ-1 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

B社 PP･PE（ミックスプラ） 10/6 N.D. N.D. N.D. ( 1 ) N.D. 

C社 10mm以上のもの 10/7 N.D. N.D. N.D. ( 3 ) N.D. 

D社 樹脂サーマル R-2 N.D. N.D. ( 1 ) 33 36 

  R-4 N.D. ( 2 ) ( 2 ) 5 ( 9 ) 

注 1）実測濃度が検出下限値未満の場合は「N.D.」、検出下限値以上定量下限値未満の場合は括弧つきで表示した。 

注 2）「ΣC」は鎖長ごとの塩素化パラフィン濃度を示す。濃度については塩素数ごとの濃度計算値を丸めず合計し JIS 丸めを行った後、

注１に従って表示した。 

注 3）「合計」は各鎖長/各塩素数の総塩素化パラフィン濃度を示す。濃度については各鎖長/塩素数毎の濃度計算値を丸めず合計し

JIS 丸めを行った後、注１に従って表示した。 



 

 

1
1
8

 

表 5-10 試料ごとの SCCPs濃度測定結果（詳細） 

 

注 1）実測濃度が検出下限未満の場合は「N.D.」、検出下限値以上定量下限値未満の場合は括弧つきで表示した。 

注 2）「ΣC」は鎖長ごとの塩素化パラフィン濃度を示す。濃度については塩素数ごとの濃度計算値を丸めず合計し JIS 丸めを行った後、注１に従って表示した。 

注 3）「総 SCCPs」は各鎖長/各塩素数の総塩素化パラフィン濃度を示す。濃度については各鎖長/塩素数ごとの濃度計算値を丸めず合計し JIS 丸めを行った後、注１に従って表示した。 

注 4）「ΣC」および「総 SCCPs」の下限値は、各鎖長/各塩素数の下限値を足し合わせて算出した。 

C10Cl4 C10Cl5 C10Cl6 C10Cl7 C10Cl8 ΣC10 C11Cl4 C11Cl5 C11Cl6 C11Cl7 C11Cl8 ΣC11 C12Cl4 C12Cl5 C12Cl6 C12Cl7 C12Cl8 ΣC12 C13Cl4 C13Cl5 C13Cl6 C13Cl7 C13Cl8 ΣC13 総SCCPs

0.3 0.5 0.3 0.3 0.3 2 0.2 0.3 0.2 0.3 0.3 1 0.3 0.4 0.2 0.2 0.2 1 0.1 0.5 0.2 0.2 0.5 1 5

0.9 1.3 0.8 0.8 0.8 4 0.6 0.9 0.5 0.7 0.8 3 0.7 1.1 0.6 0.6 0.6 3 0.3 1.2 0.6 0.6 1.2 4 15

A社 パソコン由来プラ② N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

携帯電話由来プラ④ N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.3 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

ABS② N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

PP① N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.3 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

PS① N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

ミックスプラ① N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.3 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

B社 10/6 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.4 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.1 ) N.D. N.D. N.D. N.D. ( 1 ) N.D.

C社 10/7 10㎜オーバー N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.3 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.2 ) ( 0.8 ) 0.6 0.7 ( 0.6 ) ( 3 ) N.D.

D社 R-2 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.4 ) N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.4 ) ( 0.4 ) ( 0.2 ) N.D. N.D. ( 1 ) 1.8 9.5 7.8 8.3 5.5 33 36

R-4 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. ( 0.4 ) ( 0.4 ) ( 0.4 ) N.D. N.D. ( 2 ) ( 0.5 ) ( 0.6 ) ( 0.4 ) ( 0.5 ) ( 0.2 ) ( 2 ) 0.4 1.4 1.0 1.0 ( 0.8 ) 5 ( 9 )

分析対象試料

検出下限値(mg/kg)

定量下限値(mg/kg)
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5.3 統計分析の実施 

使用済小型家電に含まれる POPs 含有量分析のうち、PBDE 分析は、平成 30 年度、令和 2 年度

及び令和 3 年度調査においても同様の手順で実施している。そこで、平成 30 年度、令和 2 年度、令和

3 年度の調査結果及び本年度の調査結果を用いて、使用済小型家電に含まれる PBDE 濃度の平均値

に関する統計分析を実施した。 

なお、本年度初めて分析対象とした HBCD、SCCPs について、前述のとおり、HBCD はいずれの試

料も定量下限値未満、SCCPs は定量下限値以上だった試料が 1 試料のみだったため、統計分析の対

象としなかった。 

5.3.1 本年度の調査結果のみによる統計分析結果 

本年度の調査結果と、これに基づいた統計分析結果を表 5-11、表 5-12に示す。10試料のDeca-

BDE 濃度を標本とすると、母集団が正規分布に従うと仮定した場合、Deca-BDE 濃度の母平均の

95%信頼区間は「3ppm～124ppm」、標本の予測区間は「-137ppm～264ppm」と推計され、

1,000ppm と比較して低い水準となった。 

但し、この 10 試料としては全臭素濃度が高いものが抽出されているため、仮に 100 試料から無作為

に選定した場合、推計結果はより低い値になると推察される。 

 

表 5-11 令和 4年度調査結果（Deca-BDE濃度） 

対象事業者 
PBDE分析対象 

試料カテゴリ 

Deca-BDE濃度 

（ppm） 

分析上の値 

※定量下限値限界未満
は定量下限値で代替 

A社 

パソコン由来プラ（破砕前） <1 1 

ABS 2 2 

PP <100* 100 

PS <1 1 

ミックスプラ 270 270 

B社 PP・PE（ミックスプラ） <100* 100 

C社 
10mm以上のもの 3 3 

10mm以下のもの 24 24 

D社 樹脂サーマル 
32 32 

<100* 100 

* 抽出液中の共存物質の影響（イオン化が阻害される、分解、吸着等）により、添加した内部標準物質の検出ができなかったことから、

抽出液中の共存物質の影響を低減させるために抽出液を 100 倍希釈し測定を行ったため、定量下限値が他と異なる。 

 

表 5-12 平成 30年度調査結果に基づく Deca-BDE濃度に関する統計分析結果 

統計分析パラメータ 値 

標本の大きさ 10 

標本平均 63 

標準偏差 85 

母平均の信頼区間（信頼係数 95%） 3ppm ～ 124ppm 

標本の予測区間（信頼係数 95%） -137ppm ～ 264ppm 
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5.3.2 過年度の調査結果も併せた場合の統計分析結果 

平成 30 年度、令和 2 年度及び令和 3 年度の調査結果を表 5-13 に示す。これら 30 件の調査結

果に、本年度の調査結果を併せた 40 件の群を標本と見なして、5.3.1 と同様の統計分析を実施した結

果を、表 5-14 に示す。 

Deca-BDE 濃度の母平均の 95%信頼区間は、本年度の調査結果のみの場合と比べて範囲が狭

まった。これは、標本の大きさが 10 から 40 に増えた一方で、標本平均や標準偏差がほぼ同程度であっ

たためであり、標本の大きさ（分析を行う試料数）を増やすことで、より精緻な推計結果を得られること

が示唆された。また、令和 3 年度調査で実施した試料数 30 件での分析結果（24ppm～129ppm）と

比較すると、範囲は狭まっている。 

他方で、標本の 95%予測区間は、本年度の調査結果のみの場合と比べて範囲が広がった。これは、

本年度の調査結果では、前述のとおり、一部試料で定量下限値が 100ppm となり、それらの試料を

100ppm とみなして分析したことで、平均値に近い試料数が増えたためと考えられる。そのため、本年

度調査結果を含めた分析結果の解釈には留意が必要である。なお、令和 3 年度調査で実施した試料数

30 件での分析結果（-216ppm～370ppm）と比較すると、範囲は狭まっている。 

また、Deca-BDE 濃度の母平均の 95%信頼区間は「32ppm～114ppm」、標本の予測区間は「-

189ppm～336ppm」と推計され、1,000ppm と比較して低い水準となった。 
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表 5-13 過年度の調査結果（Deca-BDE濃度） 

調査年度 対象事業者 
PBDE分析対象 

試料カテゴリ 

Deca-BDE濃度 

（ppm） 

分析上の値 

※検出限界未満は 

検出限界値で代替 

平成 30年度 

A社 

パソコン由来プラ-1 <1 1 

パソコン由来プラ-2 82 82 

ABS <1 1 

PP <1 1 

PS <1 1 

ミックスプラ <1 1 

B社 PP・PE（ミックスプラ） <1 1 

C社 
10mm over <1 1 

10mm under 450 450 

E社 浮かないもの <1 1 

令和 2年度 

A社 

パソコン由来プラ 8 8 

ABS 76 76 

PP <1 1 

PS <1 1 

ミックスプラ 74 74 

B社 PP・PE（ミックスプラ） <1 1 

C社 
10mm over 410 410 

10mm under 300 300 

D社 樹脂サーマル <1 1 

E社 浮かないもの 160 160 

令和 3年度 

A社 

パソコン由来プラ <1 1 

ABS 1 1 

PP 5 5 

ミックスプラ 7 7 

B社 PP・PE（ミックスプラ） 7 7 

C社 
10mm over 2 2 

10mm under 430 430 

D社 樹脂サーマル 250 250 

E社 
浮くもの 30 30 

浮かないもの <1 1 

注）対象事業者は、前述の A 社～D 社と共通だが、平成 30 年度調査では「D 社」からは試料採取を行っておらず、令和 4 年度調査で

は「E 社」からは試料採取を行っていない。 

出所）環境省「平成 30 年度使用済小型電子機器等再資源化促進に向けた調査検討等業務」、環境省「令和 2 年度小型家電リサイクル

法施行支援及びリチウムイオン電池等処理困難物適正処理対策検討業務」、環境省「令和 3 年度小型家電リサイクル法施行支援

及びリチウムイオン電池等処理困難物適正処理対策検討業務」の各報告書を基に作成、三菱総合研究所にて最右列を追記 

 

表 5-14 過年度の調査結果を併せた群に対する Deca-BDE濃度に関する統計分析結果 

統計分析パラメータ 値 

標本の大きさ 40 

標本平均 73 

標準偏差 128 

母平均の信頼区間（信頼係数 95%） 32ppm ～ 114ppm 

標本の予測区間（信頼係数 95%） -189ppm ～ 336ppm 
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6. リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策の検討に資する情報収集 

6.1 海外等における参考事例の収集 

6.1.1 資源循環・回収率向上の取組事例 

日本国内における今後のリチウム蓄電池等を適切に回収する仕組みの検討に向け、海外のリチウム

蓄電池等の資源循環事例及び回収率向上のための取組の事例調査を行った。各地域の取組事例の概

要とそれぞれの取組の詳細情報を以下に示す。 

（1） 取組事例概要 

欧州諸国、米国におけるリチウム蓄電池等の回収率向上を目的とした取組事例の概要を表 6-1 に示

す。 

表 6-1 回収率向上の取組概要 

国 概要 

アメリカ アメリカ環境保護庁（EPA）のWebサイト上では、アメリカ国内のリチウム蓄
電池等の回収拠点を検索することが可能で、リサイクル事業者、小売店が回
収拠点として挙げられ、拠点までの距離と回収可能な製品の情報が得られ
る。また、自治体回収や郵送サービスに関する情報も掲載されている。 

オランダ NPO法人のWecycleは、オンラインショッピングの事業者の Thuiswinkel、
郵便事業者の PostNLとともに、小型家電を家庭の玄関口で回収できる
サービスを展開。小型家電と電池を分別排出するためのボックスの各家庭へ
の配布も実施している。 

スウェーデン 

（アネビー市） 
アネビー市では小型家電及びバッテリーを回収するボックスが各家庭に配布
され、一定程度の量が溜まった時点で回収拠点へ排出する。 

イギリス 

（マージー・サイド州） 
イギリス北西部のマージ―サイド州では、リチウム蓄電池等のリサイクル産業
の確立とリチウム蓄電池等が原因の火災の発生対策という観点で、SAFeR 

WEEEプロジェクトを立ち上げ、リチウム蓄電池等の分別回収を促進するた
めのプロジェクトを 4か月間実施した。プロジェクト期間中は地域内の全て
のリサイクルセンターでリチウム蓄電池等の排出が可能。 

ノルウェー ノルウェー国内の大型スーパーマーケット 3店舗に電池の逆自動販売機を設
置し、使用済みのリチウム蓄電池を投入すると各店舗で使用できる割引券（1 

krone）が発行される。 

ドイツ ドイツの主要なバッテリーメーカーと電子機器メーカー協会が設立した
Gemeinsames Rucknahme System (GRS)は事業者から資金を回収し、使
用済バッテリーの回収及びリサイクルに充てられる。GRSはバッテリーの回
収専用のコンテナを提供し、国内全土に 800か所の回収拠点を保有してい
る。 

出所）オランダ、スウェーデン、イギリス、ノルウェー、ドイツ：environmental services association「Cutting Lithium-ion 

Battery Fires  in the Waste  Industry 」https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-

battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023 年 2 月 21 日） 

アメリカ：EPA ウェブサイト https://www.epa.gov/recycle/used-lithium-ion-batteries（2023 年 2 月 21 日） 

（2） 各地域の取組事例詳細 

1） アメリカ 

アメリカ環境保護庁（EPA）は、ウェブサイト上でリチウム蓄電池等の回収拠点の情報を国内にリサイ

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023
https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023
https://www.epa.gov/recycle/used-lithium-ion-batteries
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クラー2 社（Earth911、call2recycle）のサービスを活用して得ることを推奨している。 

Earth911 の検索ホームは、拠点への排出以外にも、自治体による回収及び配送による回収を行う

事業者の情報も検索が可能である。 

 

 

図 6-1 アメリカ環境保護庁のウェブサイト上での排出方法検索画面 

出所）Eatth911 ウェブサイト、https://search.earth911.com/?utm_source=earth911-header（閲覧日：2023 年 2 月 21

日）、赤枠等追記 

2） オランダ 

オランダの一部地域では、小型家電、電池類、電球を分別して保管することが可能な「Jekko box」

が各家庭に配布され、廃小型家電等を一時的に保管する。一定程度の量が溜まった段階で、回収サー

ビスを用いて排出する。 

回収は、NPO 法人の WeCycle とオンラインショッピング事業者の Thuiswinkel、郵便事業者の

PostNL が共同で行っており、各家庭の玄関口で回収ボックスに投入された廃小型家電等を回収する。 

 

https://search.earth911.com/?utm_source=earth911-header
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図 6-2 オランダの廃小型家電等の回収ボックス 

出 所 ） environmental services association 「 Cutting  Lithium-ion  Battery Fires  in the Waste  Industry 」

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/ （ 閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

3） スウェーデン 

スウェーデン南部に位置するアネビー市では、小型家電、電池類、電球の回収ボックスが各家庭に配

布され、廃小型家電等を一時的に保管する。一定程度の量が溜まった段階で、回収拠点へ排出し、回収

業者が回収を行う。 

欧州では、各地域のごみ集積所、自治体や小売店、生産者が参加するコンソーシアムが設置する回

収拠点に排出し、一定の量が回収された段階で収集運搬業者が回収を行うため、効率よく回収が可能

な体制が構築されている。 

 

 

図 6-3 スウェーデン・アネビー市の廃小型家電等の回収ボックス 

出 所 ） environmental services association 「 Cutting  Lithium-ion  Battery Fires  in the Waste  Industry 」

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/ （ 閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

4） イギリス 

イギリス北西部のマージ―サイド州では、小型家電やリチウム蓄電池等のリサイクル産業の確立とリ

チウム蓄電池等が原因の火災対策の観点で、「SAFeR WEEE プロジェクト」を立ち上げ、リチウム蓄電

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023
https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023
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池等の分別回収を促進するための実証プロジェクトを 4 か月間実施した。 

マージ―サイド州は、リチウム蓄電池等の排出区分を「①リチウム蓄電池等の電池単体」、「②電池の

取り外せない小型家電」、「③電池を取り外した小型家電」の 3 区分に分けて回収を行った。リサイクル

センターで小型家電等を住民から引き取る職員へのリチウム蓄電池等に関する研修の実施や、職員が

着用するベスト、リチウム蓄電池等保管用ボックスが作成された。 

本プロジェクトにおける回収対象物は以下のとおり。また、使用された周知チラシ等を図 6-4、図 

6-5 に示す。 

 

⚫ 回収対象物 

◼ パソコン、スマートフォン、タブレット 

◼ カメラ、ラジオ、スピーカー 

◼ 電子たばこ、電動歯ブラシ 

◼ コードレス掃除機 

◼ DIY 用工具（スクリュードライバー等） 

◼ ゲーム、電動ボード等 

 

 

図 6-4 「SAFeR WEEEプロジェクト」で使用された周知用チラシ 

出 所 ） environmental services association 「 Cutting  Lithium-ion  Battery Fires  in the Waste  Industry 」

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/ （ 閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

 

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023


 

126 

 

図 6-5 職員着用のベスト及び回収物保管用ボックス 

出 所 ） environmental services association 「 Cutting  Lithium-ion  Battery Fires  in the Waste  Industry 」

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/ （ 閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

5） ノルウェー 

ノルウェー最大級のスーパーマーケットチェーン、Coop Norway の 3 店舗で電池専用の逆自動販

売機（リサイクルマシン）を設置した。機器に使用済みのリチウム蓄電池を投入するとバウチャーが発行

され、各店舗で利用できる割引券に引き換えることが出来る。回収開始から 3 週間程度で 2,500 個程

度のリチウム蓄電池が投入された。バッテリー1 回の投入につき、1 クローネ（～0.12 ポンド程度）の割

引券が得られる。 

回収対象物は、AA（単三電池）、AAA（単四電池）、C（単二電池）、D（単一電池）及び 9V のリチウ

ム蓄電池を投入することが可能。マシンに投入すると自動で電池の種類が識別される。 

 

 

図 6-6 スーパーマーケットに設置された逆自動販売機（リサイクルマシン） 

出所）environmental services association「Cutting Lithium-ion Battery Fires in the Waste Industry」 

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/ （ 閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/（閲覧日：2023
https://www.eunomia.co.uk/reports-tools/cutting-lithium-ion-battery-fires-in-the-waste-industry/
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6） ドイツ 

ドイツにおいて消費者は、リチウム蓄電池等を家庭ごみとして排出することはできず、製造業者が消

費者から使用済みのリチウム蓄電池等を回収する法的義務がある。 

製造業者は、ドイツ国内の主要バッテリーメーカーと電気電子機器メーカー協会が設立した

Gemeinsames Rucknahme System (GRS)に対して一定額の資金を支払うことで、GRS が提供

するリチウム蓄電池等のリサイクルシステムを活用することが出来る。 

回収方法は、①国内に設置されている GRS の回収拠点へ排出する方法と、②GRS に直接回収依頼

を行う方法の 2 つがある。 

2021 年の回収及びリサイクル実績は、ドイツ国内の市場に流通したリチウム蓄電池等（19,403t）の

うち、約 50％（10,153t）を回収した。 

 

 

図 6-7 2020年途中までの回収量推移 

出所）GRS「Annual Review」 

https://www.en.grs-batterien.de/fileadmin/Downloads/Erfolgskontrollen/GRS_Annual_Review_2020.pdf （ 閲 覧 日 ：

2023 年 2 月 21 日） 

6.1.2 事業者に対する規制 

日本国内のリチウム蓄電池等の流通状況については、令和 3 年度までの調査結果を踏まえると、多

様な海外製品の流通量増加、インターネット販売等の経路による流通量増加といった特徴が見られる。 

EU では、リチウム蓄電池等製造業者に加え、インターネットプラットフォーマーに対して規制を設けて

おり、それらの規制等の情報収集を行った。 

（1） EUにおける輸入時の手続き 

EU 圏内に製品を輸入する場合、表 6-2 に示す手続きが必要となる。製品にかかる関税により EU

圏内に流通する海外製品の数量の把握が可能となる。 

  

https://www.en.grs-batterien.de/fileadmin/Downloads/Erfolgskontrollen/GRS_Annual_Review_2020.pdf
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表 6-2 EUにおける輸入時の手続き内容 

規制 概要 

関税 ⚫ EU加盟国間での関税は無関税、域外の国については対外共通関
税（2.2％）が課される。 

⚫ 関税の種類は、従価税（製品価格に対応して課税率が変動）を採用
している。 

⚫ 欧州委員会のウェブサイト上の「Access2Markets」システムで課税
率を検索が可能。 

関税申告書 ⚫ 輸入品の価格が 20,000€（2,856,000円）を超える場合、税関への
提出が求められる。 

原産地規則 ⚫ 輸入者は、輸出者が作成した「原産地を示す文書（Statement on 

origin）または、原産地を示す何らかの文書もしくは記録を提出し
なければならない。 

コマーシャルインボイス ⚫ 輸出者は通関手続きの際に、輸入者との取引記録の提出を求めら
れる。 

運送書類 ⚫ 商品の輸送手段に応じて、船荷証券（B/L）、道路運送状（CMR）、
ATAカルネ（一時的に物を輸入する際に書類手続きや関税を免除
するための書類）等の書類を入力し、輸入時に加盟国の関税当局
に提示をする必要がある。 

貨物保険 ⚫ 貨物の損害等に対する保険の加入証明書の提出が求められる場
合もある。 

パッキングリスト ⚫ 輸入品に関する情報と各貨物の梱包詳細（重量、寸法、取り扱い時
の注意事項等）の提供が必要。 

原産地証明 ⚫ 委託品に含まれる商品が特定の国または地域から発送されたこと
を証明する国際貿易文書の提出が求められる。 

単一行政文書 ⚫ 輸入品の品目と数量等の詳細が記載された書類の提出が求めら
れる。 

出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/trade_02.html（閲覧日：2023 年 2 月 21

日） 

（2） EUにおける事業者に対する規制 

1） 一般製品安全指令17 

EU では、EU 圏外から輸入された製品を含めた EU の市場に流通する製品の安全性の確保を目的

とした規制として、一般製品安全指令があり、規制の対象となる事業者や製品の拡充、EU 域内におけ

る統一的な運用を図ることを目的に、一般製品安全指令から一般製品安全規則への改正が行われる予

定である。現在、検討が進められている一般製品安全規則案の概要を以下に示す。 

 

⚫ 本規則により消費者向けの製品に対するセーフティネットとしての役割を製造業者から輸入事

業者、オンライン販売等にまで幅広くカバーすることで、EU 圏内で製造された製品に加え、EU

圏外から輸入された製品の安全性まで保証するとしている。 

⚫ 輸入事業者は、製品を市場で販売する前に、その製品が一般的な安全要件に準拠しているこ

と、および製造業者が本規則によって求められる安全要件（各国における製品が満たさなけれ

ばならない健康/安全要求を定める法律に適合する等）を遵守していることを確認する義務を

 
17 https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-10381-2021-INIT/en/pdf（閲覧日：2023 年 2 月 21

日） 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/trade_02.html
https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-10381-2021-INIT/en/pdf（閲覧日：2023
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要する。 

⚫ インターネットプラットフォーマーは、必要に応じて製品を購入した消費者に対して注意喚起を

行うとともに、安全規則に準拠しない製品を頻繁に出品する事業者に対してサービス提供を停

止する義務を要する。 

2） 持続可能な製品のためのエコデザイン指令18 

EU では、EU 圏外から輸入された製品を含めた EU の市場に流通する製品のリサイクル等の環境面

での取組強化を目的とした規制として、エコデザイン指令があり、規制の対象となる事業者や製品の拡

充、EU 域内における統一的な運用を図ることを目的に、エコデザイン指令からエコデザイン規則への改

正が行われる。現在、検討が進められているエコデザイン規則案の概要を以下に示す。 

 

⚫ 本規則により、EU 域内で販売・利用されている対象製品のエネルギー消費を抑制する観点か

ら、製品の製造業者は、対象製品に共通して求められる「製品の再利用可能性」、「製品の再製

造およびリサイクルの可能性」、「製品から予想される廃棄物の発生可能性」等の情報を消費

者に対して情報開示することが義務付けられる。 

⚫ 製品の使用終了後に、廃棄物処理施設における分解、リサイクルの適切な処理が実施するた

めに必要な情報を電子的手段で集約した「デジタル製品パスポート」として製品自体もしくは、

パッケージ、製品に付属する書類上に添付する義務を要する。 

⚫ 製品を輸入する輸入事業者は、本規則に定める要件に適合する製品のみを市場に投入しなけ

ればならない。また、輸入事業者は各国の消費者及びエンドユーザーが容易に理解できる言

語で情報を添付する義務を要する。輸入製品の製造業者の拠点が国内に存在しない場合、輸

入業者は製造業者と同等の義務を有する。 

⚫ インターネットプラットフォーマーは、製品の分解及びリサイクルを実施できるような情報提供に

協力することが求められる。また、本規則の遵守のため各国の市場監視当局と直接連絡を取る

ことを可能にする単一の窓口を設置する義務を要する。 

3） WEEE指令 

EU では、WEEE（電気電子機器廃棄物）の発生を抑制し、再利用やリサイクルを促進して廃棄される

WEEE の量を削減することを目的とした WEEE 指令が 2002 年に発行（2012 年改正）されている。 

WEEE 指令では、生産者に対し、表 6-3 のような義務を課している。なお、本指令における「生産者」

の定義には、自社ブランドで電気電子機器を製造・販売する加盟国内の事業者の他、他の事業者が製

造した製品を自社ブランドで再販する事業者、EU に輸入する輸入事業者、インターネット販売を行う事

業者も含まれる。 

  

 
18 https://environment.ec.europa.eu/system/files/2022-03/COM_2022_142_1_EN_ACT_part1_v6.pdf（閲

覧日：2023 年 2 月 21 日） 

https://environment.ec.europa.eu/system/files/2022-03/COM_2022_142_1_EN_ACT_part1_v6.pdf（閲覧日：2023
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表 6-3 WEEE指令における生産者の義務 

分類 概要 

加盟国の所轄当局への登録 EU加盟国は、EU市場に輸入される製品が規則の要件を満たしている
か監視を行う市場監視当局を 1つ以上設置することが求められ、生産
者は当局への登録が義務付けられている。 

WEEE処理システムの構築 生産者は、WEEEを無償で回収する義務がある。自ら回収を行わない
場合は、輸入者登録を行い、認定された回収スキームに登録する必要が
ある。回収スキームに登録するには費用負担が生じる（デポジット）。 

リサイクルに配慮した製品設
計 

EUの市場に投入される EEEの製造・設計は、WEEEの解体、回収、リ
サイクルを容易に出来るようにしなければならない。 

消費者、処理施設への情報
提供 

EUの市場に投入される EEEには、分別回収を容易にするため、「ごみ
箱×マーク」を表示しなければならない。また、必要に応じて、製品の
パッケージ、使用説明書、保証書にもマークを表示させることが出来
る。 

出所）European Union ウェブサイト https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2012/19/oj（閲覧日：2023 年 2 月 21 日） 

4） 電池指令 

WEEE 指令に基づいて回収された電池（WEEE から取り外された電池を含む）は、電池指令に従っ

て処理される必要がある。 

欧州委員会は、電池需要拡大、原材料の回収等に対応するため、従来の電池指令を廃止、新たに電

池規則を公表し、将来的に EU 域内の各国に一律に規制が課される見通しとなっている。 

電池指令によって、生産者には、廃電池の回収及びリサイクルの費用負担義務が課されている。電池

指令における生産者に課される義務の内容を表 6-4 に示す。 

なお、電池を加盟国内の個人世帯又は個人世帯以外の消費者に遠隔通信により直接販売し、他の加

盟国又は第三国に設立された生産者は、電池を販売する各加盟国に生産者責任の正式な代表者を任

命し、書面にて委任する必要がある。 

 

表 6-4 電池指令における生産者の義務 

分類 概要 

生産者の登録 加盟国は、電池の生産者が廃電池管理の要件を遵守しているかどうか
を監視するために活用される生産者登録簿を設置し、生産者は、登録簿
に登録する義務を負う。 

資金提供 生産者は、加盟国市場に製品を投入する際、廃電池の分別回収、輸送、
処理及びリサイクルの費用を負担する義務を要する。 

なお、生産者は、自己に代わって拡大生産者責任義務を履行するよう
委託することが出来る。また、加盟国は、生産者責任組織の委託を義
務付ける措置を取ることが出来る。 

情報公開 生産者責任組織は、商業上及び産業上の機密保持を条件として、少なく
とも毎年、廃電池の個別回収率、リサイクル率、回収された原材料に関
する情報をウェブサイトに公開する義務を要する。 

出所）European Union https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-7103-2022-REV-1/en/pdf（閲覧日：

2023 年 2 月 21 日） 

6.2 有識者ヒアリングの実施 

6.1 で得られた情報の精度を高めるため、海外等の事例に詳しい有識者等へのヒアリング調査を 2

件実施した。ヒアリング調査の概要を表 6-5に示す。なお、有識者へのヒアリング調査結果は、6.1 にお

https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2012/19/oj
https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-7103-2022-REV-1/en/pdf（閲覧日：2023
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ける検討にフィードバックした。 

特に、欧州における効率的なリチウム蓄電池等の回収方法として、各地域に設置された拠点での回収

方法に関する知見を提供いただき、その具体例として、スウェーデンにおける回収率向上のための取組

内容を記載した。 

 

表 6-5 有識者ヒアリングの概要 

ヒアリング対象 調査項目 

寺園 淳（国立研究開発法人 国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター／上級主席研究員 

⚫ 調査方針に関する助言 

⚫ 調査結果に関する意見 

白鳥 寿一（東北大学大学院 環境科学研究科 教授） 
齋藤 優子（東北大学大学院 環境科学研究科 准教授） 
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7. リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策及び小型家電リサイクル事業

継続に向けた市区町村へのコンサルティング 

7.1 コンサルティングの実施 

都市部及び地方部合計 15 件程度の市区町村（一部事務組合を含む）に対し、リチウム蓄電池等処理

困難物適正処理対策及び小型家電リサイクル事業継続に向けたコンサルティングを実施する。候補先

の選定にあたっては、公募型及びプッシュ型の方法を行い、事前に具体的な案を作成し、環境省との協

議の上決定することとした。 

7.1.1 コンサルティング対象市区町村の選定 

コンサルティング対象市区町村の選定にあたり、3 にて実施した市区町村アンケートの調査表をメー

ル送付する際に、リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策及び小型家電リサイクル事業継続に向け

た市区町村へのコンサルティングを希望する市区町村の公募を行った。また、7.3 にて実施したヘルプ

デスクに問い合わせのあった市区町村や、直近でリチウム蓄電池等処理困難物に関する火災等が起

こった市区町村に対し、電話ヒアリングを行い、募集を実施した。以上の結果、15 市区町村（一部事務

組合を含む）から参加希望があり、環境省と協議の上で全市区町村をコンサルティング対象市区町村と

して選定した。選定結果は表 7-1 のとおりである。 

 

表 7-1 コンサルティング対象市区町村と取組状況の概要 

No. 市区町村 
人口 

（人） 

令和 3年度回収量 

回収方法 総回収量 

（kg） 
1人あたり 

（g） 

1 北海道 室蘭市 79,090 50,904 644 ボックス、イベント、持込み 

2 東京都 品川区 404,405 5,173 13 ボックス、ステーション 

3 東京都 豊島区 283,595 9,110 32 ボックス 

4 東京都 三鷹市 190,295 26,630 140 ボックス、宅配便 

5 東京都 昭島市 114,068 8,518 75 
ボックス、ピックアップ、持込
み、宅配便 

6 東京都 小平市 195,014 18,882 97 ボックス、イベント、宅配 

7 東京都 大島町 7,181 － － － 

8 東京都 小笠原村 2,531 20,202 7,982 ステーション、持込み 

9 神奈川県 小田原市 187,058 － － ボックス回収 

10 長野県 
上伊那広
域連合 

－ － － － 

11 岐阜県 

南濃衛生
施設利用
事務組合 

－ － － － 

12 静岡県 静岡市 686,746 222,940 325 ボックス、持込み、宅配 

13 愛知県 

海部地区
環境事務
組合 

－ － － － 

14 三重県 津市 272,875 15,290 56 ステーション、イベント 

15 宮崎県 宮崎市 399,425 38,856 97 ボックス、イベント、宅配 

出所）人口、令和 3 年度回収量、回収方法は市区町村アンケート調査より、一部事務組合については合算値が不明であるため省略した。

小田原市は回収量が不明であるため省略した。 
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7.1.2 市区町村へのコンサルティングの内容・方法 

小型家電リサイクルについては、過年度業務19で検討したコンサルティング内容・方法を踏襲して市区

町村へのコンサルティングを実施した。具体的には、表 7-2 に示す対策メニュー案を提示し、市区町村

へのコンサルティングを行った。また、リチウム蓄電池等処理困難物対策については、環境省のリチウム

蓄電池等処理困難物対策集に掲載されている現在実施されているリチウム蓄電池等処理困難物対策

（図 7-1）を提示し、市区町村へのコンサルティングを行った。 

 

表 7-2 対策メニュー（小型家電リサイクル） 

目的 具体的な対策メニュー 

使用済小型家電
の回収量を増や
す 

回収方法の追加 ピックアップ回収を実施していない市区町村に対して、ピック
アップ回収を追加する。 

追加に当たってはピックアップ回収を開始するための収入・費
用の細目の確認を行うために、ピックアップ対象とするごみ区
分の組成調査を実施することを検討する。 

  不燃ごみの組成調査結果等に基づき未回収小型家電の多く存
在する分別区分からの小型家電回収を検討する。 

  イベント回収を実施していない市区町村に対して、地域イベント
等の際に小型家電を回収する等、イベント回収を追加する。 

  市区町村での回収に加えて、直接回収（宅配回収、小売店回収、
拠点回収等）での小型家電回収可能性を検討する。 

 回収方法の変更 現在の回収方法別の回収量等を確認し、回収場所等の変更
（ボックス設置場所の変更等）を検討する。 

  小型家電を不燃ごみ等の分別区分で有料回収している市区町
村に対して、小型家電を無料で回収する特定の日を設ける等の
回収タイミングの変更を検討する。 

 小型家電回収対
象品目の追加 

小型家電回収対象品目別の回収量等を確認し、回収品目の追
加を検討する。 

 消費者のニーズ
に応じた対策の
実施 

市区町村担当者から当該市区町村に在住する消費者ニーズの
聞き取りを行い、消費者ニーズに応じた対策を実施する（ボッ
クス設置場所の変更、回収時の個人情報への配慮等）。 

回収した使用済
小型家電の売却
単価を上げる 

回収対象品目の
変更 

現在の回収対象品目を確認し、回収対象品目への高品位品の
追加を検討する。 

 認定事業者への
ヒアリング 

当該市区町村が契約している認定事業者に対してヒアリングを
行い、回収した使用済小型家電の売却単価を上げる方法（品位
別の仕分け、1回の引渡量を増やす等）を確認し、実施する。 

使用済小型家電
リサイクルに係る
費用を下げる 

回収方法、回収
拠点からの収集
運搬方法の変更 

現在の回収方法、回収拠点からの収集運搬方法の確認を行い、
効率化可能性を検討、実施する（ムリ・ムダ・ムラの発見）。 

可能であれば効率性を測定するような指標（作業員のピック
アップ作業効率：1時間当たりのピックアップ重量等）の検討等
を実施し、改善を促す。 

 その他作業効率
の向上 

その他作業効率の向上のために作業動線の改善、作業手順書
の準備等を検討、実施する。 

 

 
19 株式会社三菱総合研究所「平成 28 年度小型家電リサイクル促進に向けた市区町村支援検討業務」（2017 年 3 月 29 日） 
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図 7-1 対策メニュー（リチウム蓄電池等処理困難物） 

出所）環境省「リチウム蓄電池処理困難物対策集」https://www.env.go.jp/content/900534148.pdf（閲覧日：2023 年 2 月 6

日） 

7.1.3 市区町村へのコンサルティングの実施 

以上を踏まえ、選定した 15 市区町村に対してコンサルティングを実施した。コンサルティングの具体

的な流れを図 7-2 に、詳細を表 7-3 に示す。 

 

 
図 7-2 市区町村コンサルティングの具体的な流れ 
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表 7-3 市区町村コンサルティングの具体的な流れ（詳細） 

項目 方法・内容（詳細） 

①電話・メールによ
る事前ヒアリング 

コンサルティングに当たり、対象市区町村に対して電話による事前ヒアリングを
実施し、コンサルティングの目的・実施内容等を説明する。電話にて詳細の確認
が難しいと考えられる場合は、電話した後に、メールにて事前ヒアリング項目を
送付し、市区町村から回答を頂く。事前ヒアリング項目案は以下のとおり。 

＜事前ヒアリング項目案＞ 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物対策に関する課題（現在の対策内容、市区町
村における課題を確認いただく） 

⚫ 小型家電回収の状況（回収方法、回収量等は環境省が現在実施及び過去に
実施したアンケート調査結果に基づき入力しておき、その内容の確認をい
ただく） 

⚫ 対策メニューの実施可能性（対策メニューを提示し、市区町村にて対応可能
な対策にチェックをいただく） 

②事前ヒアリングに
基づくフィードバッ
ク 

事前ヒアリング及び環境省が実施する市区町村アンケート結果に基づき市区町
村の現状評価を行い、市区町村にフィードバックする。 

＜フィードバック内容＞ 

⚫ 訪問ヒアリングでの質問事項 

⚫ 実施を検討いただきたい対策メニューへの対応可能性 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物対策にかかる課題・相談したい事項 

⚫ 小型家電回収に係る課題・相談したい事項 

③訪問ヒアリングの
実施 

①、②を踏まえて訪問ヒアリングを実施する。訪問ヒアリングでは事前ヒアリング
に基づくフィードバックにて提示した質問事項に基づき状況確認を行うととも
に、リチウム蓄電池等処理困難物や小型家電の回収・処理に関する現場訪問を
行い、当日可能な範囲で対策メニューの提示までを行う。 

訪問ヒアリングでの確認事項案は以下のとおり。 

＜訪問ヒアリングでの確認事項案＞ 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物の回収現場の確認（回収場所、保管場所等） 
⚫ 小型家電の回収現場の確認（ボックス設置場所、ピックアップ場所・ピック

アップ作業の流れ等） 
⚫ 実施可能な対策メニューについて（具体的な対策の内容等）等 

④対策の最終確定・
対策の実施依頼 

③を踏まえ、市区町村の実態と対策メニューより、最終的な対策を検討・提示す
る。市区町村に更なる対策の実施可能性を検討いただき、対応可能な対策を実
施いただく。 

⑤コンサルティング
結果の検証・評価 

市区町村から対策後の状況を提出いただき、コンサルティング結果の検証・評価
を実施する。 

＜検証・評価の視点＞ 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物の回収量、火災等の状況 

⚫ 小型家電の回収量 

⚫ その他、対策を実施した際の効果 

⑥コンサルティング
結果のフィードバッ
ク 

⑤を踏まえてコンサルティング結果を取りまとめ、市区町村に対してフィード
バックを行う。電話・メール等により市区町村の結果の説明を行うとともに、結
果を踏まえた更なる対策の可能性について検討を行い、次年度以降の市区町
村における取組につなげていただけるように配慮する。 

7.1.4 市区町村コンサルティング結果 

コンサルティング対象とした 15 市区町村について、以下に各市区町村別の実施結果を取りまとめた。 

（1） 北海道室蘭市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、室蘭市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 
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⚫ 北海道室蘭市は、西いぶり広域連合（室蘭市、伊達市、豊浦町、壮瞥町、洞爺湖町、登別市）に

所属しており、各市町で回収されたメルトタワー21 で廃棄物処理を行っている。 

⚫ 小型家電は、室蘭市内の 8 か所に設置された小型家電回収ボックスで回収を行っているが、令

和 5 年度以降、引き渡し先の事業者から、リチウム蓄電池が取り外せない小型家電を引き取り

対象から除外される可能性がある旨伝えられている。 

⚫ 発煙・発火件数の増加に伴い、西いぶり広域連合の二市三町は、小型家電から取り外された状

態のリチウム蓄電池を危険ごみの回収対象に追加した。 

⚫ 危険ごみとしての回収を開始したが、発煙・発火件数は横ばいの状態が続いており、リチウム蓄

電池の混入件数を減らす方法の検討を行いたい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 10 月 30 日（火）13 時 00 分～15 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

西胆振地域廃棄物広域処理施設 

 

＜訪問場所＞ 

○取り外されたリチウム蓄電池等 

 

  



 

137 

○発煙・発火したリチウム蓄電池 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 西胆振地域廃棄物広域処理施設 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打ち合わせ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ 各自治体におけるリチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同処理方法 

⚫ 各自治体における周知の方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ その他の現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打ち合わせ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-4）に示す。 



 

 

 

1
3
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表 7-4 市区町村へのコンサルティング結果（室蘭市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：構成市区町村でのごみ収集に
おいて、リチウム蓄電池等の不
適切なごみ区分への混入が多
い。 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する。 

 西胆振広域連合の構成市区町村では、令和 3年度よりリチウム蓄電池を
危険ごみとして回収を開始した。回収区分に関する周知はチラシによっ
て実施されているものの、リチウム蓄電池の危険性に関する周知・啓発
を追加的に行うことで、住民の危機意識向上に繋がることが期待でき
る。 

西いぶり広域連合では、メルトタワー２１
における小型家電などリチウム蓄電池の
取り外し徹底、さらにリチウム蓄電池が取
り外しできないもの（加熱式たばこ、充電
式電気シェーバー・電動歯ブラシなど）を
危険ごみとして新たに品目拡充するなど
検討を進めたいと考える。 

また、リチウム蓄電池の危険性に関する
周知内容の追加も検討したい。 

〇リチウム蓄電池に関する広報手段の拡充を検討する。 
 リチウム蓄電池の回収区分と危険性を周知する媒体を増やすことを検討

する。啓発動画、SNS、小学生を対象としたリチウム蓄電池に関する出前
講座等、様々な媒体を活用してリチウム蓄電池に関する周知・啓発を行
うことを検討する。 

西いぶり広域連合としては、連合 HPや
構成市町の広報紙での周知に加え、SNS

や出前講座など新たな媒体での周知・啓
発の可能性を検討する。 

B：処理施設での発煙・発火が発
生している。 

〇破砕処理前に職員による前処理（手選別）を検討する。 
 現在、リチウム蓄電池等の混入が多い不燃ごみは、収集運搬車両によっ

て回収された後、直接ごみピットへ投入され、破砕処理が行われている。
混入数の削減のため、ピット投入前に不燃ごみを展開し、数名の職員に
よる前選別（手選別）を行うことを検討する。 

メルトタワー２１においては、ピット投入
前の不燃ごみの展開・選別を常時実施で
きれば火災の防止に大きな成果が期待で
きると思われる。現施設の運営体制の影
響や必要経費など課題は多くあるが、今
後検討を行う。 
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（2） 東京都品川区 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、品川区は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ リチウム蓄電池は機器から取り外して、店舗・施設に設置されている「小型充電式電池回収

BOX・缶」に入れるよう区民に周知しており、JBRC ルートで回収している。 

⚫ JBRC が引き取ることができないリチウム蓄電池があり、これらについて区民に対して回収に関

する広報の手段に頭を悩ましており、対応可能性を検討したい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 9 月 21 日（水）15 時 30 分～16 時 45 分 

 

＜訪問先＞ 

品川区清掃事務所 

 

＜訪問場所＞ 

○品川区清掃事務所におけるリチウム蓄電池含有製品の保管状況（加熱式たばこ） 
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○品川区清掃事務所におけるリチウム蓄電池含有製品の保管状況（モバイルバッテリー） 

 

 

○品川区清掃事務所に設置されている小型充電式電池回収 BOX 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 品川区清掃事務所（リチウム蓄電池保管場所、電池回収 BOX） 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 
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⚫ 同、処理方法 

⚫ 現状の課題 

 小型家電リサイクルについて 

⚫ 小型家電の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-5）に示す。 
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表 7-5 市区町村へのコンサルティング結果（品川区） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：JBRCが引き取ってくれない
リチウム蓄電池について区民へ
回収に関する広報の手段に頭を
悩ましている。  

〇リチウム蓄電池の品川区による収集体制の構築及び収集体制構築後の広
報手段を検討する 

 現状①小型家電回収ボックス、②JBRC回収ボックスにおける回収と
なっており、JBRCが回収してくれないリチウム蓄電池については区民
が排出する方法がない。 

 東京都武蔵野市等のように、「危険・有害ごみ」などで電池類を分別収集
する市区町村の例を参考に、リチウム蓄電池の分別区分の検討を行う。 

 検討にあたっては、１）収集作業の状況（作業内容、費用）、２）清掃事務
所、資源化センターでの分別作業の状況（作業内容、費用）、３）区民のメ
リット・デメリット（分別の必要性、適正排出への協力しやすさ）、４）他の
分別区分への影響等を十分に考慮する必要がある。 

危険ごみ・有害ごみ等の新区分を設定し
別回収出来れば効果的だとは認識してい
るが、現時点ではプラ新法や資源ステー
ション問題への対応が優先されるので具
体的な動きは困難と思われる。ただ、正し
い情報を元に現実的・効果的な対策につ
いて直ぐにも検討に入ることは重要だと
考える。 

清掃事務所の 2施設に JBRC非対応の
二次電池回収 BOXを設置し、区民への
案内としている。（処理は専門業者） 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する 

 リチウム蓄電池が使用されている製品の普及啓発等についても検討す
る。 

 このほか、他の自治体の例を参考に、区民に適切な分別排出を行ってい
ただくために、広報・普及啓発によりリチウム蓄電池電池の危険性等を
周知することを検討する。 

広報に関しては、ホームページやリサイク
ル通信などで危険性や処分についての周
知はしているが内容を更に精査し、より
効果のある方法を検討する。 

JBRC非対応の BOX設置を周知内容に
盛り込んだ上に、地域毎に行う出前講座
などでも注意喚起を呼び掛けている。 

〇認定事業者との連携可能性について検討する 

 小型家電リサイクルの認定事業者との役割分担により、リチウム蓄電池
の収集、選別作業の効率化可能性について、環境省、三菱総合研究所か
ら小型家電リサイクル協会に働きかけを行い、検討結果を品川区に
フィードバックする。 

現在、宅配回収を行う認定事業者との提
携を考えており、契約の仕方などの事務
的な手続きについて確認中。また、近々
で同社と契約した区への聞き取りを行う
予定でいる。 

同社との今年度中の提携に向けて動いて
いる。 

〇その他 

 その他、最新の情報について三菱総合研究所から品川区に情報共有を
行い、当該情報を踏まえた検討を実施する。 

提供いただく情報を活用し、対応につい
て検討し、実施につなげていく。 
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（3） 東京都豊島区 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、豊島区は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ リチウム蓄電池等が意図しない区分（不燃ごみ、粗大ごみ）に混入して発炎、発火の懸念がある。

混入を防ぐための周知、啓発が課題である。 

⚫ 粗大ごみの資源化事業で、粗大ごみを資源化施設に運搬する前に、中継施設で電池を取り外

す。その電池の処理先が課題だったが、JBRC の登録手続きを進めており、解決しそうである。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 11 月 15 日（火）10 時 00 分～11 時 30 分 

2022 年 11 月 16 日（水）10 時 00 分～１1 時 45 分 

 

＜訪問先＞ 

（11 月 15 日）中間処理業者 

（11 月 16 日）豊島区役所本庁舎、豊島区清掃事務所 

 

＜訪問場所＞ 

○中間処理業者で不燃ごみに混入していた電池類、小型家電等 
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○豊島区本庁舎の小型家電回収ボックス 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 中間処理業者 

➢ 豊島区役所本庁舎、豊島清掃事務所（小型家電回収ボックス） 

(2) お打合せ 

➢ リチウム蓄電池対策について 

 リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

 現状の住民への周知、啓発状況 

 現状の課題 

➢ 小型家電リサイクルについて 

 小型家電の回収方法 

 同、処理方法 

 現状の課題 

➢ 今後の進め方について 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-6）に示す。 

 



 

 

 

1
4

5
 

表 7-6 市区町村へのコンサルティング結果（豊島区） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が見られる 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する 
 リチウム蓄電池が使用されている製品の普及啓発等についても検討す

る。 

 このほか、他の自治体の例を参考に、住民に適切な分別排出を行ってい
ただくために、広報・普及啓発によりリチウム蓄電池電池の危険性、適切
な排出方法等を周知することを検討する。 

〇リチウム蓄電池の危険性・適正排出に
ついて、HPで周知をしている。また、ご
み収集のお知らせに関する冊子や適正排
出に関するパンフレット等を配布して周
知する。 

〇リチウム蓄電池の排出方法の選択肢を増やす 
 既に実施している拠点回収の一部で、リチウム蓄電池等を品目として追

加できないか検討する。その際、例として以下のように段階的に進めて
いく。 

➢ ①問い合わせがあった場合に区の窓口に持参するよう案内する 

➢ ②乾電池等の回収拠点の一部で試験的に二次電池の回収も実施す
ると案内する 

➢ ③一部の回収拠点で正式に二次電池を回収品目に位置づける 

➢ ④上記①～③を通じて、回収拠点を増していく 

〇JBRCでの回収が対象外のリチウム蓄
電池について、専門業者と相談し、処分
体制を構築した上で、区の窓口での引き
渡しを検討していく。 

左記の②、③の提案にある拠点回収につ
いては、火災が発生する危険性があるた
め現実的な回収方法ではないと考える。 

○リチウム蓄電池の収集体制の構築 
 将来的には、「危険・有害ごみ」などで電池類を分別収集する市区町村の

例を参考に、リチウム蓄電池の分別区分の検討を行う。 

 検討にあたっては、１）収集作業の状況（作業内容、費用）、２）不燃ごみ再
資源化を行っている中間処理業者での分別作業の状況（作業内容、費
用）、３）区民のメリット・デメリット（分別の必要性、適正排出への協力し
やすさ）、４）他の分別区分への影響等を十分に考慮する必要がある。 

〇上記と同様に、JBRCでの回収が対象
外のリチウム蓄電池について、処分体制
を整えた上で、リチウム蓄電池の分別区
分の検討を行っていく。 

B：現状では一般社団法人 JBRC

の回収対象外のリチウム蓄電池
等の排出先が無く、区民から問
い合わせがあっても案内ができ
ない 

○JBRCが引き取れない電池の搬出先を検討する 

 2022年 7月 21日に開催した「リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対
策に関するオンライン説明会」において、一般社団法人 JBRCのご講演
のなかで専門業者が紹介されていた。必要に応じて、直接ご相談いただ
きたい。 

〇紹介のあった専門業者で JBRCが引
き取れない電池を処理できないかどうか
について相談し、状況を把握していく。 
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（4） 東京都三鷹市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、三鷹市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ 三鷹市は、隣接する調布市と合同でふじみ衛生組合を組織している。両市で収集された廃棄物

は、クリーンプラザふじみ（可燃物処理・発電施設）とリサイクルセンター（不燃物処理資源化施設

で処理されている。 

⚫ リチウム蓄電池は、有害ごみとして収集している。しかし、それ以外の排出区分への混入を原因

とする発煙・発火が、近年増加傾向にある。混入を防ぐために、正しい排出区分の周知・啓発が

課題である。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 10 月 31 日（月）10 時 00 分～12 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

ふじみ衛生組合 

 

＜訪問場所＞ 

○取り外されたリチウム蓄電池等の保管状況 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ ふじみ衛生組合リサイクルセンター 

(2) お打合せ 
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➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ 現状の課題 

⚫ 本コンサルティング事業において求める内容 

 小型家電リサイクルについて 

⚫ 小型家電の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-7）に示す。 
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表 7-7 市区町村へのコンサルティング結果（三鷹市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が多い。  

〇リチウム蓄電池に関する広報手段の拡充を検討 
 他の自治体の例を参考に、SNS・広報チラシ・出前講座など、リチウム蓄

電池の回収区分と危険性を周知する媒体を増やすことを検討する。 

今後検討を進める。 

B:処理施設で発煙・発火が発生
している。 

〇今後予定されている設備更新で、新たな選別技術の導入を検討 
 他の自治体の例を参考に、風力選別やロールスクリーンの導入など、発

火危険物を選別する技術の導入を検討する。 

リサイクルセンターの更新作業を進める
なかで検討を進める。 

〇今後予定されている設備更新で、発火検知・延焼防止設備の導入を検討す
る。 
 他の自治体の例を参考に、AIによる煙検知装置や赤外線による火災検

知装置など、発火検知・延焼防止設備の導入を検討する。 

リサイクルセンターの更新作業を進める
なかで検討を進める。 
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（5） 東京都昭島市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、昭島市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ リチウム蓄電池等のうち、蓄電池単体およびリチウム蓄電池内蔵製品であって 30cm 以下の物

は有害ごみとして排出区分を設けている。また、小型家電は、ボックス回収、ピックアップ回収、

清掃工場等への持込み、宅配便回収により回収している。 

⚫ 市民へ有害ごみへの排出を促しているが、容器包装プラスチックごみや不燃ごみへの混入があ

り、手選別等により除去してはいるが、発煙が起こっている。大事には至っていないが、設備がで

きてから 11 年たっており消火設備が十分なものとなっているか、懸念がある。 

⚫ 発煙対策にあたり、特にどの小型家電にリチウム蓄電池が内蔵されているか分かりにくく、手選

別の対象を定めることが難しいことが課題である。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 11 月 18 日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

昭島市環境コミュニケーションセンター 

 

＜訪問場所＞ 

○昭島市環境コミュニケーションセンターにおける容器包装プラスチックごみの手選別の様子 
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○可燃物残渣ヤード（発煙・発火状況を監視するカメラを設置） 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 昭島市環境コミュニケーションセンター 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ 現状の課題 

⚫ 本コンサルティング事業において求める内容 

 小型家電リサイクルについて 

⚫ 小型家電の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-8）に示す。 
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表 7-8 市区町村へのコンサルティング結果（昭島市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が多い。 

〇リチウム蓄電池に関する効果的な広報の方法を検討する。 
 昭島市では、リチウム蓄電池等を原因とする発煙・発火の状況やその排

出方法について、市のホームページや SNS、環境問題についての広報誌
等を用いて情報発信を行っている。 

 更なる広報の可能性として、ごみ分別アプリや市のイベント、自治会への
回覧板等を活用しての情報発信を行うことを検討する。 

ごみ分別アプリについては、お知らせ機
能等による発信の可能性を検討する。イ
ベントにおける発信は、コロナ禍のためイ
ベントの開催が難しいことが課題である
が、開催されれば発信の可能性がある。
回覧板を用いた情報発信についても検討
する。 

B：処理施設で発煙・発火が発生
している。 

〇今後予定されている設備更新で、発火検知・延焼防止設備の導入を検討す
る。 
 他の自治体の例を参考に、AIによる煙検知装置や赤外線による火災検

知装置など、発火検知・延焼防止設備の導入を検討する。 

発火による被害を軽減するためのスプリ
ンクラー等の追加導入を検討する。 
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（6） 東京都小平市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、小平市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ リチウム蓄電池等の充電式電池は、公共施設に設置している専用の回収 BOX で回収してお

り、住民への周知も行っているが、「燃やさないごみ」や、「有害性資源（通常の一次電池）」の日

に出されていることも少なくなく、収集運搬車両で火災が発生してしまうこともあり、対応に苦

慮している。分別区分を 100%は理解いただけていない状況である。 

⚫ 小型家電はボックス回収が中心である。回収したものを選別して、売却できる分は売却してい

るが、それ以外の部分は逆有償になっている。市の負担になっているので、逆有償の幅をでき

るだけ小さくしていきたい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 11 月 30 日（水）9 時 30 分～12 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

小平市リサイクルセンター 

小平・村山・大和衛生組合 燃やさないごみ処理施設 

 

＜訪問場所＞ 

○小平市リサイクルセンターにおけるリチウム蓄電池回収ボックス 
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○実際に混入していたリチウム蓄電池等を含む異物の展示 

 

 

○小平・村山・大和衛生組合の施設で選別されたリチウム蓄電池等 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 小平市リサイクルセンター 

➢ 小平・村山・大和衛生組合 燃やさないごみ処理施設 

(2) お打合せ 

➢ リチウム蓄電池対策について 

 リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

 現状の住民への周知、啓発状況 

 現状の課題 
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➢ 小型家電リサイクルについて 

 小型家電の回収方法 

 同、処理方法 

 現状の課題 

➢ 今後の進め方について 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-9）に示す。 
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表 7-9 市区町村へのコンサルティング結果（小平市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が見られる 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する 
 リチウム蓄電池が使用されている製品の普及啓発等についても検討す

る。 
 このほか、他の自治体の例を参考に、住民に適切な分別排出を行ってい

ただくために、広報・普及啓発によりリチウム蓄電池電池の危険性、適切
な排出方法等を周知することを検討する。（以下は例） 
➢ 収集運搬車両への掲示、収集運搬時のアナウンス 
➢ 指定収集袋の販売店におけるポスター掲示 
➢ 商店街、スーパーにおけるポスター掲示（スーパーであれば、牛乳

パックや白色トレイの回収ボックス付近等） 
➢ ごみ分別アプリからの通知 

〇例年、予算が計上されているものや、
予算をかけずに広報を行うことができる
方法を検討する。検討内容としては以下
のとおり。 
 収集車両のフロント部分に、充電式

電池の正しい分別を促す幕を掲示す
る。 

 収集車両からのアナウンスとして、
小型充電式電池を起因とする発煙・
発火事故が発生している旨の周知を
行う。 

 商工会を通じて、店舗に掲示するこ
とのできるポスターを送付する。 

○他の自治体と対策に関する情報交換を行う 

 小平・村山・大和衛生組合を構成する他市（東大和市、武蔵村山市）とも
普及啓発方法等に関する情報交換を行い、他市の取り組みで参考になる
ものがあれば、小平市でも実施を検討する。 

B：市で収集した小型家電のう
ち、選別して売却できたもの以
外の低品位品の処理単価（収集
運搬費用含む）が逆有償である 

〇逆有償契約の処理単価を可能な限り下げる引渡先業者を再検討する 

 三菱総合研究所にて認定事業者の回収エリアや小型家電の処理単価を
確認し、適正価格で小平市からの小型家電の運搬及び処理を行う可能
性が考えられる認定事業者をリストアップする。 

 その後、小平市でリスト上の認定事業者に対し見積もりを取る。 

〇引取り業者の再検討 

引取り単価のより低い業者を探し、歳出
を可能な限り抑えることを目標とする。 

○引渡先の集約を検討する 
 現在選別した高品位品と、それ以外の低品位品は別の事業者へ引き渡し

ているが、低品位品を引き渡している認定事業者に高品位品も一緒に引
き渡すことで、運搬効率の改善による費用削減の可能性を検討する。 
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（7） 東京都大島町 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、大島町は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ 町内には小型家電およびリチウム蓄電池等の回収体制がなく、課題である。現状、町民へはメー

カーへの問合せを案内しており、他のごみに混ざって出てきてしまった場合には島の中間処理施

設に運んだ後、電池をより分けて島外事業者へ引き渡している。 

⚫ リチウム蓄電池等の混入がある区分として、乾電池等を対象とする有害ごみがある。有害ごみは

回収し、島内で 1 箇所に集積したのち、島外事業者へ引き渡して最終処分している。島外事業者

からは JBRC に引き渡すことが望ましいと言われている。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 11 月 16 日（水）11 時 00 分～14 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

大島町役場、リチウム蓄電池等回収ボックス設置場所、大島エコ・クリーンセンター他 

 

＜訪問場所＞ 

○大島エコ・クリーンセンターにおけるリチウム蓄電池等の保管状況 
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○回収されたリチウム蓄電池等の例 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 大島エコ・クリーンセンター 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池回収の現状、過去の経緯、今後の目標、課題等（事前にご共有い

ただいた内容の確認） 

⚫ 島外での一時保管の必要性について 

⚫ JBRC ルート活用に関する検討状況について 

 小型家電リサイクルについて 

⚫ リチウム蓄電池等対策としての回収可能性について 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-10）に示す。 
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表 7-10 市区町村へのコンサルティング結果（大島町） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：リチウム蓄電池の回収・処理
にあたり、適切な島外一時保管
場所がない。  

〇島外にリチウム蓄電池等の適切な一時保管場所を確保するための調整を
行う。 
 大島町ではリチウム蓄電池等の二次電池を区別して回収はしていない

が、蛍光灯・乾電池等の区分である有害ごみに混入がみられる。混入した
リチウム蓄電池等は島内の中間集積施設において手選別しており、島外
事業者へ引き渡しているが、あくまで混入品としての扱いである。より適
切な処理ルートの開拓に向け、島外搬出後、辰巳ふ頭付近でリチウム蓄
電池等を保管する場所を確保するための調整を行う。 

リチウム蓄電池等の保管場所確保に向
け、適切な保管方法についても検討した
うえ、調整を進める。調整に当たっては、
後段の JBRCへの確認状況を考慮しつつ
進める。 

B:リチウム蓄電池等処理ルート
として JBRCルートを活用したこ
とがない。 

〇大島町におけるリチウム蓄電池等回収ルート構築のため、JBRCによる回
収・リサイクルスキームへの登録を検討する。 
 大島町は現在、JBRCが展開する回収・リサイクルシステムに参画してい

ないため、回収自治体として登録を行うことを検討する。 

JBRCによる回収・リサイクルスキームへ
の参画にあたり、まず本州まで輸送し、一
時保管を行うことが求められると考えら
れるため、島外一時保管場所の確保と合
わせて検討を進める 
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（8） 東京都小笠原村 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、小笠原村は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ 村内で収集したリチウム蓄電池は本土に運搬し、JBRC ルートでリサイクルを行っていたが、

JBRC のルールが変更されたことにより、これまでの無料回収が有料回収になってしまい、

JBRC ルートでのリサイクルが困難となり、リチウム蓄電池の処理ルートに関してその他の検討

可能性を相談したい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

小笠原村には訪問は行わず、ウェブ会議形式にてヒアリング実施した。 

 

＜ヒアリング日時＞ 

2022 年 11 月 11 日（金）13 時 30 分～14 時 30 分 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池の処理方法について 

 その他の検討課題について 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を表 7-11 に示す。 

 

表 7-11 市区町村へのコンサルティング結果（小笠原村） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：収集したリチウム蓄電池につい
て、過去に JBRCルートに引き渡
していたが、収集容器や費用の問
題から JBRCルートに引き渡しが
できなくなっている  

〇ＪＢＲＣと個別に調整を行い、ＪＢ
ＲＣルートにリチウム蓄電池の引き
渡しができるように検討する。 

JBRCとリチウム蓄電池の引き渡
しができる方向で調整中。 
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（9） 神奈川県小田原市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、名寄市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ 小型家電の回収ボックスを市内 5 箇所に設置し、回収した小型家電はリサイクル事業者に引き

渡している。また、パソコンについては、リサイクル事業者と連携した回収も実施している。 

⚫ スマートフォンとデジタルカメラのみピックアップ回収を実施しているが、場所・人員が課題となり

取組みには限界がある。 

⚫ 市民からリチウム蓄電池の廃棄に関する問い合わせが増加しており、市として収集する必要性な

ど、対応を検討したい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2023 年 1 月 17 日（火）10 時 30 分～11 時 30 分 

 

＜訪問先＞ 

小田原市役所 

 

＜訪問場所＞ 

○小田原市役所における小型家電回収ボックス 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) お打合せ 

➢ リチウム蓄電池対策について 
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 リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

 同、処理方法 

 現状の課題 

➢ 小型家電リサイクルについて 

 小型家電の回収方法（ボックス、ピックアップ、宅配便） 

 同、処理方法 

 現状の課題 

➢ 今後の進め方について 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-12）に示す。 
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表 7-12 市区町村へのコンサルティング結果（小田原市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が多い。  

〇リチウム蓄電池に関する広報手段の拡充を検討 
 他の自治体の例を参考に、SNS・広報チラシ・出前講座など、リチウム蓄

電池の回収区分と危険性を周知する媒体を増やすことを検討する。 
 既存の広報手段による周知頻度の増加を検討する。 

提案内容を参考にさせていただき、今後
の対応を検討する。 

〇リチウム蓄電池の小田原市による収集体制の構築可能性を検討する。 
 他の自治体の例を参考に、リチウム蓄電池の分別区分を検討する。  

提案内容を参考にさせていただき、今後
の対応を検討する。 
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（10） 長野県上伊那広域連合 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、長野県上伊那広域連合は以下に掲げるような取組状況であることが

窺えた。 

⚫ 長野県上伊那広域連合は、伊那市、駒ケ根市、辰野町、箕輪町、飯島町、南箕輪村、中川村、宮

田村の二市、三町、三村から構成されており、各市区町村で排出された不燃・粗大ごみは、クリー

ンセンター八乙女で処理が行われている。 

⚫ 構成市区町村によってリチウム蓄電池の回収方法が異なり、不燃ごみへのリチウム蓄電池等の

混入が多い状況。 

⚫ 処理施設における前処理によってピックアップ回収は実施されているが、処理工程への混入は

防げない。 

⚫ 市区町村によってリチウム蓄電池の混入対策に対する意識の高さに差があり、適切な周知方法

を広域連合側から提示することで各市区町村との連携を強めたい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び広域連合担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 10 月 21 日（金）13 時 00 分～15 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

クリーンセンター八乙女 
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＜訪問場所＞ 

○クリーンセンター八乙女における小型家電の保管状況 

 

 

○発煙・発火したリチウム蓄電池 
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○職員による前選別工程 

 

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ クリーンセンター八乙女 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ 道内認定事業者の確認 

⚫ 回収品目の確認 

⚫ 現在回収対象外となっている品目の他認定事業者への引渡し可能性 

⚫ 不燃ごみとして処理した場合の処理先 

 今後の小型家電リサイクルへの取組方法について 

⚫ 全国の自治体の小型家電リサイクル取組状況 

 リチウム蓄電池等を原因とした発火の状況について 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-13）に示す。 
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表 7-13 市区町村へのコンサルティング結果（上伊那広域連合） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：構成市区町村でのごみ収集に
おいて、リチウム蓄電池の不適
切なごみ区分への混入が多い。 

〇リチウム蓄電池のごみステーションでの回収を検討する。 
 現状、上伊那広域連合の構成市区町村では、主に JBRC回収ボッ

クスでの回収となっており、JBRCが回収対象としないリチウム蓄
電池については、住民が排出する方法が無い。また、リチウム蓄電
池含有製品への認知が低く、不燃ごみ等への混入が多い状況であ
る。 

 「燃えないごみ」の回収日に「リチウム蓄電池」等と分かるように袋
に記載をした状態で排出する方式である自治体を参考に、新たな
回収区分を設定する必要が無いリチウム蓄電池の回収方法を検討
する。 

 上記の方法について、対応が可能な構成市区町村からステーション
での回収を開始していく。検討にあたっては、1）収集作業の状況
（作業内容、費用）、2）クリーンセンター八乙女での分別作業の状況
（作業内容、費用）、3）住民のメリット・デメリット（分別の必要性、適
正排出への協力しやすさ）、4）他の分別区分への影響等を十分に考
慮する必要がある。 

 年２回の市区町村ごと「危険・有害ごみ」
収集に合わせ、リチウム蓄電池を回収品
目に追加することは有効であり、一部自
治体で始めている。８市区町村の対応に
は温度差があるが、今後調整を進める。 

 課題として、各市区町村が分別した後の
処理をどのようにするかであり、回収業
者の協力、処理業者の選定、予算措置な
どに課題があるため、手段の一つとして
検討してみたい。 

 八乙女クリーンセンターを一次保管場所
とする考えは最終手段であり、あくまで
市区町村の責務において、回収、保管、搬
出を行うべきと考える。 

 分別回収をしても、八乙女クリーンセン
ターでもう一度手選別の作業を行う必要
がある。 

 分かり易く広報することが望ましい。 

現状の分別の手引き（パンフレット）は統
一できていない。解りやすい区分の必要
性を感じる。 

（例）①携帯電話、タブレット端末、パソコ
ン、モバイルバッテリーだけ、②電池系だ
け、③充電式工具だけ、④電子タバコだけ 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する。 
 現状、構成市区町村によってリチウム蓄電池処理に対する危機意識

に差があり、リチウム蓄電池の適切な排出方法や危険性に関する周
知が十分に実施されていない状況である。啓発動画、SNS、小学生
を対象としたリチウム蓄電池に関する出前講座等、様々な媒体を活
用してリチウム蓄電池に関する周知・啓発を行うことを検討する。 

 SNSの対応は有効と思われる。混入の危
険性の周知方法の一つとして検討してい
く。（周知には市区町村の対応が重要） 

 令和 6年度の八乙女クリーンセンターの
民間委託に伴い、HP等連携した情報発
信をお願いしている。 

 全戸配布の「ごみ分別の手引き（冊子）」
は、身近なガイドブックとして浸透してい
るため、見直し時に、リチウム蓄電池の件
をしっかり PRしたい。 
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（11） 岐阜県南濃衛生施設利用事務組合 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、岐阜県南濃衛生施設利用事務組合は以下に掲げるような取組状況で

あることが窺えた。 

⚫ 令和 3 年 9 月、可燃ごみピットにおいてリチウム蓄電池等を原因とすると考えられる火災が発生

し、消防署による消火に長時間を要した。その後、対策を進めてはいるが、自衛消防により消火

可能な規模の発煙・発火は頻繁に発生しており、課題である。 

⚫ 岐阜県南濃衛生施設利用事務組合では、可燃ごみ処理においてガス化溶融処理を行っており、

このため可燃ごみを加熱する前に一度破砕し、ピットに貯留する。破砕時に衝撃が加わり、リチウ

ム蓄電池等が発火する一因となっていると考えられる。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 12 月 16 日（月）10 時 00 分～12 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

清掃センター（養老ドリームパーク） 

 

＜訪問場所＞ 

○可燃ごみピットの様子 
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＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 清掃センター（養老ドリームパーク） 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同処理方法 

⚫ 組合および構成自治体における周知の方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ その他の現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-14）に示す。 
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表 7-14 市区町村へのコンサルティング結果（南濃衛生施設利用事務組合） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、リチウム
蓄電池等の不適切なごみ区分へ
の混入が多い。 

〇効果的な広報の方法の検討 
 南濃衛生施設利用事務組合では、組合ホームページ等において、火災発

生状況を写真や件数等を用いて発信している。組合を構成する 1市 2
町（養老町・海津市・関ケ原町）とも連携し、更なる広報の可能性を検討す
る。 

組合を構成する市町とは定期的に情報交
換の場を設置しており、その中で発煙・発
火の状況も共有している。市町と連携し、
情報発信を進めていく。隣接する西南濃
粗大廃棄物処理組合とも連携して進め
る。 

B：処理施設で発煙・発火が発生
している。 

〇発火、発煙対策としての設備増強検討 
 令和 3年度に発生した火災による機器の損傷を受け、組合では設備の

更新が行われてきたところ。更なる発煙・発火対策のため、他の自治体
の例を参考に、AIによる煙検知装置や赤外線による火災検知装置な
ど、発火検知・延焼防止設備の導入を検討する。 

火災による機器の損傷については、おお
むね設備の更新が完了したところである
が、追加の設備導入に関しては半導体不
足等の影響を受け検討中の段階である。 
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（12） 静岡県静岡市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、静岡市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ 市の施設に約５０か所に小型家電回収ボックスを設置し、ボックス回収を行っている。費用対効

果を現状の水準に保つことが可能な範囲で、回収量を増やしていくための方策を検討している。 

⚫ 現状、引渡価格は有償である。ボックスからの回収および沼上清掃工場のストックヤードへの運

搬は外部に委託しており費用が発生しているが、全体として大きな赤字にはなっていない。 

⚫ リチウム蓄電池等に関しては別途対策を講じており、現時点で追加検討を予定してはいない。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 11 月 30 日（水）10 時 00 分～12 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

静岡市役所、小型家電回収ボックス設置場所 

 

＜訪問場所＞ 

○小型家電回収ボックスの設置状況（市民からの排出量に応じて、ボックスを 1～2 個設置） 
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○回収された小型家電の例 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 静岡市役所、小型家電回収ボックス設置場所 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ 現状の課題 

⚫ 本コンサルティング事業において求める内容 

 小型家電リサイクルについて 

⚫ 小型家電の回収方法 

⚫ 同、処理方法 

⚫ 現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-15）に示す。 
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表 7-15 市区町村へのコンサルティング結果（静岡市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：費用対効果を現状の水準に
保つことが可能な範囲で、回収
量を増やしていくための方策を
検討している。 

〇小型家電回収方法の追加を検討する。 
 静岡市では現在、市内約５０か所に小型家電回収ボックスを設置し、ボッ

クス回収を行っている。その他の回収方法として、イベント回収や、不燃・
粗大ごみの戸別回収時に小型家電をより分けることによる回収を実施
する可能性を検討する。 

イベント回収は現状実施していないが、生
協と連携して大学から収集を行う等、イ
ベント回収の実施方法を検討する。ただ
し、コロナ禍での開催について考慮が必
要である。戸別回収時のピックアップにつ
いても検討する。 

〇小型家電回収ボックスの設置箇所変更を検討する。 
 現状、ボックス設置箇所別の排出量の傾向に応じて、小型家電回収ボッ

クスの設置数を設定している。市民の排出しやすさを考慮し、ボックスの
設置箇所を変更する可能性について検討する。 

回収ボックスを追加設置することは困難
であるため、現在ある回収ボックスの設
置箇所を利便性の観点から再検討する可
能性がある。 

〇効果的な広報の方法の検討 
 小型家電排出を促す広報の事例について、三菱総合研究所から情報共

有を行い、当該情報を踏まえた検討を実施する。 

ホームページやチラシを用いた発信につ
いて、費用対効果を考慮し検討する。 
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（13） 愛知県海部地区環境事務組合 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、愛知県海部地区環境事務組合は以下に掲げるような取組状況である

ことが窺えた。 

⚫ 海部地区 4 市 2 町 1 村（津島市、愛西市、弥富市、あま市、大治町、蟹江町、飛島村）で構成さ

れる。各市区町村によって小型家電の回収状況は異なる。 

⚫ 構成市区町村の不燃ごみ、粗大ごみを破砕処理している八穂クリーンセンターで、リチウム蓄

電池による発火が多発している。不燃ごみ、粗大ごみにリチウム蓄電池等が混入しない対策

（周知、分別方法）、混入後の対策を考えたい。 

⚫ 各市区町村にも対策をお願いしているが、各市区町村でも対策に悩んでいる。また、破砕した

リチウム蓄電池の排出先も確保したい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び組合と構成市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 10 月 7 日（金）14 時 00 分～16 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

八穂クリーンセンター 

 

＜訪問場所＞ 

○八穂クリーンセンターにおける不燃ごみの混入物除去作業 
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○混入していたリチウム蓄電池等の例 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 八穂リサイクルセンター 

(2) お打合せ（リチウム蓄電池製品廃棄物に関する情報交換会） 

➢ 「リチウム蓄電池製品等処理困難物の適正処理および小型家電リサイクル事業継続に向け

た市区町村へのコンサルティング」業務の概要 

➢ 八穂クリーンセンターに搬入されるリチウム蓄電池製品廃棄物の課題 

➢ リチウム蓄電池製品廃棄物を分別する場合の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-16 表 7-16）に示す。 
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表 7-16 市区町村へのコンサルティング結果（海部地区環境事務組合） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：構成市区町村でのごみ収集に
おいて、リチウム蓄電池等の不
適切なごみ区分への混入が見ら
れる 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する 
 リチウム蓄電池が使用されている製品の普及啓発等についても検討す

る。 
 このほか、他の自治体の例を参考に、住民に適切な分別排出を行ってい

ただくために、広報・普及啓発によりリチウム蓄電池電池の危険性、適切
な排出方法等を周知することを検討する。 
（不燃ごみへの可燃物の混入、事業系と思われるごみの混入について
も、同様な周知を検討する） 

各市区町村の広報・ホームページ等にお
いて、リチウム蓄電池が使用されている
品目の例を示す、混入による事故事例へ
のリンクを掲載するといった対応を実
施。 

「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」を
参考に、分別に関するチラシを作成した
市区町村もある。 

ごみ分別アプリや市区町村の公式 SNS

を持つ市区町村では、それらを利用した
周知も今後検討。 

〇住民の排出方法の選択肢を増やす（小型家電、リチウム蓄電池） 
 １）既に JBRCの登録を行っている弥富市、飛島村以外の 5市町も、登

録、回収ボックスの設置を検討する。 

 ２）構成市区町村で既に実施している、拠点回収、市区町村窓口回収、清
掃事務所への持ち込みといった回収ルートで、リチウム蓄電池等を品目
として追加できないか検討する。 

 ３）あま市の、市指定ごみ袋を販売しているコンビニエンスストアに回収
ボックスを設置する取り組みを参考に、他の 6市区町村でも追加の小型
家電回収拠点の設置を検討する。 

各市区町村で既に実施している回収方法
を基本として、回収対象品目への蓄電池
等の追加、JBRC登録及び回収ボックス
の設置といった形で、追加の方法を検討
（一部実施）。 

また、加熱式たばこ機器等について、一
般社団法人日本たばこ協会による回収実
施を周知する。 

○リチウム蓄電池の収集体制の構築 
 将来的には、「危険・有害ごみ」などで電池類を分別収集する市区町村の

例を参考に、リチウム蓄電池の分別区分の検討を行う。 
 検討にあたっては、１）収集作業の状況（作業内容、費用）、２）八穂クリー

ンセンターでの分別作業の状況（作業内容、費用）、３）市区町村住民のメ
リット・デメリット（分別の必要性、適正排出への協力しやすさ）、４）他の
分別区分への影響等を十分に考慮する必要がある。 

今後、分別収集実施に伴う課題を考慮し
つつ、現状の分別回収品目を拡大し、蓄
電池等を含める可能性の検討を行う。一
部市区町村では、実際に蓄電池等も回収
対象に追加。 

B：八穂クリーンセンターにおい
て、消防出動を伴うような火災
事故が発生している 

（「八穂クリーンセンターリチウム蓄電池火災対策」に関するご提案） 
○「監視の強化」について 
 熱検知システムにより、リチウム蓄電池等が発煙・発火に至る前に検知が

可能となるため、破砕処理によって発熱後、コンベヤや可燃物ピットで発
火に至る事象を未然に防ぐ効果が期待できる。 

令和 6年度の導入に向け事務手続き(各
市区町村との合意、予算化、議会対応)を
進める。 

（「八穂クリーンセンターリチウム蓄電池火災対策」に関するご提案） 
○「消火設備の拡充」について 
 前述の通り、リチウム蓄電池等の場合、必ずしも破砕直後に発火すると

は限らないため、コンベヤや可燃物ピットにも発煙・発火検知設備、消火

令和 6年度の導入に向け事務手続き(各
市区町村の合意、予算化、議会対応)を進
める。 

コンベヤ上で発火した場合に、発火物を
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①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

設備を拡充することで、処理工程全体で、より迅速な消火対応が可能と
なる。なお、コンベヤ上で発火した場合に、発火物を消火可能な位置まで
移動できる手段を確保しておく必要がある。 

消火可能な位置まで移動できる手段を確
保する。 

（「八穂クリーンセンターリチウム蓄電池火災対策」に関するご提案） 
○「排煙遮断ダンパの設置」について 
 発煙・発火時に、作業員や処理設備への影響や、処理停止時間を最小限

にできることが望ましいため、重要な対策である。 

令和 6年度の導入に向け事務手続き(各
市区町村との合意、予算化、議会対応)を
進める。 

C：八穂クリーンセンターにおい
て、破砕されたリチウム蓄電池等
の搬出先が見つからない 

○JBRCが引き取れない電池の搬出先を検討する 

 本年 7月 21日に開催した「リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策
に関するオンライン説明会」において、一般社団法人 JBRCのご講演の
なかで専門業者が紹介されていた。必要に応じて、直接ご相談いただき
たい。 

加熱式たばこも含め専門業者への搬出に
向け事務手続き（各市区町村の合意）を
進める。 
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（14） 三重県津市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、津市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ パッカー車内、処理施設内での発煙。発火が発生しており、住民からのリチウム蓄電池等の処理

方法に関する問合せが多くあることから危険ごみとしての回収を開始。 

⚫ 危険ごみでの回収に関する情報の周知を 2022 年末から広報誌等を用いて開始。 

⚫ 混入数が年々増加しており、効果的な周知方法を検討したい。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 10 月 24 日（月）13 時 30 分～15 時 30 分 

 

＜訪問先＞ 

津市リサイクルセンター 

 

＜訪問場所＞ 

○取り外されたリチウム蓄電池等 
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○職員による前選別工程 

  

 

＜打合せ次第＞ 

(1) 現場確認 

➢ 津市リサイクルセンター 

(2) お打合せ 

➢ コンサルティング内容に関するお打合せ 

 リチウム蓄電池対策について 

⚫ リチウム蓄電池、リチウム蓄電池が使用された製品の回収方法 

⚫ 同処理方法 

⚫ 前処理の方法 

⚫ 発煙・発火が発生した際の処理施設及び収集運搬車両での対策 

⚫ 分別回収の周知方法 

⚫ その他の現状の課題 

➢ 今後の進め方に関するお打合せ 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-17）に示す。 
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表 7-17 市区町村へのコンサルティング結果（津市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：貴市でのごみ収集において、
リチウム蓄電池等の不適切なご
み区分への混入が多い。 

〇リチウム蓄電池に関する広報を検討する。 
 貴市は、2022年 12月より正式にリチウム蓄電池を危険ごみとして回

収することを広報誌で周知される状況である。危険ごみとして回収され
ることを周知することと並行して、リチウム蓄電池の危険性に関する周
知を行うことを検討する。 

2022年 12月 1日号広報津折り込み紙
の環境だよりで、充電式電池を「危険ごみ
の日」に出すよう周知するとともに、充電
式電池の危険性についても広報した。 

2022年 12月 16日に本市ホームページ
で、充電式電池を「危険ごみの日」に出す
よう周知した。 

2023年 1月 5日に、ごみ分別アプリ「さ
んあ～る」にて、充電式電池を「危険ごみ
の日」に出すよう周知した。 

〇リチウム蓄電池に関する広報手段の拡充を検討する。 
 今後、リチウム蓄電池の回収区分と危険性を周知する媒体を増やすこと

を検討する。啓発動画、SNS、小学生を対象としたリチウム蓄電池に関す
る出前講座等、様々な媒体を活用してリチウム蓄電池に関する周知・啓
発を行うことを検討する。 
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（15） 宮崎県宮崎市 

1） 事前ヒアリングの実施 

事前の電話ヒアリングからは、宮崎市は以下に掲げるような取組状況であることが窺えた。 

⚫ リチウム蓄電池は、市民へは「取り外して拠点回収へ（小電ボックスの隣へ）」と案内しているが、

不燃ごみに混ざりこんでいる。不燃ごみは破砕処理をかけるため、その工程で火が出るのが課

題である。特に混入している品目は、掃除機、モバイルバッテリーなどである。 

⚫ 不燃ごみへのリチウム蓄電池の混入を減らしたい。リチウム蓄電池を別の収拾区分とするのが良

いが、費用面が課題で対応できていない。現状、施設側での対応は難しいと考えている。改修す

るためのスペースがないため、手選別は難しい。 

⚫ リチウム蓄電池をボックス回収しているが、引取業者から「リチウム蓄電池が入っており困る」と

いわれている。リチウム蓄電池は製品から取り外せるものと一体型のものがあるが、取り外せる

ものは手作業で取り外し・絶縁して JBRC に出せるものは出している。一方で、出せないものは

ストックし続けている状況。いつかはどこかに引き取りを頼みたいが、近くに事業者が存在しない。 

2） 訪問ヒアリングの実施 

事前ヒアリング結果を踏まえて、現地訪問及び市区町村担当者との打合せを実施した。 

 

＜訪問日時＞ 

2022 年 12 月 12 日（火）13 時 00 分～16 時 00 分 

 

＜訪問先＞ 

エコクリーンプラザみやざき 

南部事務所 

 

＜訪問場所＞ 

エコクリーンプラザみやざき 

〇発火事故の原因となったもの（種類不明） 
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南部事務所 

○リチウム蓄電池集積所における引き渡せていないリチウム蓄電池の全体像（２年程度） 

 

 

 

○ふくらんだリチウム蓄電池の保管状況 

 

 

＜打合せ次第＞ 

➢ リチウム蓄電池対策について 

 リチウム蓄電池の不燃ごみへの混入 

⚫ 現状 

➢ 不燃ごみの処理工程  

➢ 混入・発火の状況 

⚫ 対策の方向性 
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➢ 排出方法の選択肢の拡大（別日での収集等） 

➢ 市民への効果的な広報の実施 

※ 電話にて、選別作業の追加実施は困難とお伺い 

 リチウム蓄電池の処理方法 

⚫ 現状 

➢ 引取業者との交渉状況 

➢ 保管状況（量・保管方法） 

⚫ 対策の方向性 

➢ JBRC の引き取れない電池の排出先 

➢ 安全な保管方法の検討 

 本コンサルティング事業において求める内容 

➢ 小型家電リサイクルについて 

 現状の課題 

➢ 今後の進め方について 

3） 市区町村へのコンサルティング結果 

市区町村へのコンサルティング実施結果（①課題、②課題解決のための提案）及びその後の検討状況

（③提案を踏まえた対応結果）を次頁以降（表 7-18）に示す。
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表 7-18 市区町村へのコンサルティング結果（宮崎市） 

①課題 ②課題解決のためのご提案 ③提案を踏まえた対応結果 

A：ごみ収集において、
リチウム蓄電池等の不
適切なごみ区分への混
入が多い。 

〇リチウム蓄電池に関する広報手段の拡充を検討する。 

 他自治体の事例を参考に、市民にリチウム蓄電池の適切な分別排出を行っていただくた
め、回収区分と危険性の周知について、媒体及び周知頻度の増加や、内容を拡充すること
を検討する。 

 新潟県新潟市20では、市が発行する情報誌に、リチウム蓄電池発火試験の写真や、リチウム
蓄電池を取り外せる製品・取り外せない製品それぞれの廃棄方法を掲載している。 

 東京都武蔵野市21では、リチウム蓄電池の他のごみ区分への混入対策のため、啓発動画を
作成している。 

 リチウム蓄電池等処理困難物対策集22の「5.2 リチウムイオン電池等処理困難物適正処理
対策モデル事業の対象市区町村における対策事例」では、以下の自治体の例が紹介され
ている。 

➢ 1)鳥取県鳥取中部ふるさと広域連合の取組として、ステーション回収用コンテナへの
専用パネル貼り付けや、SNSによる周知事例を掲載。 

➢ 2)埼玉県坂戸市では、リチウム蓄電池等の分別収集及び分別方法について周知する
広報チラシを作成、配布。 

➢ 3)岡山県倉敷市では、小学生を対象としたリチウム蓄電池に関する出前講座を実施。 

来年度、市民向けの広報誌の中
でリチウム蓄電池の分別等につ
いて特集を組む予定。具体的な
周知内容は、その中で検討してい
く。 

〇収集運搬車両へのリチウム蓄電池等の混入防止策を検討する。 

 不燃ごみ収集時に、そのままパッカー車に投入するのではなく、回収時に破袋してリチウ
ム蓄電池及びリチウム蓄電池を含む製品を分別、車両外側の袋等に入れて回収する。 

まずは市民への広報を優先。そ
の後、必要に応じ検討予定。 

B：JBRCが引き取るこ
とができない電池の排
出先が限られる。 

〇乾電池の引き渡し先事業者を決定する入札の条件を変更する。 

 乾電池と併せてであればリチウム蓄電池の引取りを実施可能な事業者が存在することか
ら、乾電池を取り扱う部署と連携し、乾電池とリチウム蓄電池を併せて回収するよう入札
条件を変更することで、リチウム蓄電池の引き渡し先事業者の選択肢を拡充する。 

具体的な調整は今後実施予定。 

C：リチウム蓄電池のう
ち特に膨らんだものに
ついて、適切な保管が
できていない 

〇リチウム蓄電池の保管方法について、延焼を防ぐ保管方法を検討する 

 回収したリチウム蓄電池はテープ等により絶縁するとともに、膨らんだリチウム蓄電池等
は耐火性のドラム缶等を用いて蓋をした状態で保管を行うことを検討する。 

膨らんだリチウム蓄電池等は、ド
ラム缶にふたを入れた状態で保
管するように運用を変更。 

 
20 新潟市 HP「サイチョプレス 令和元年 10 月 20 日 vol.53」（閲覧日：2023 年 1 月 6 日）

https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/keihatsu/kankobutsu/saicyopress/backnumber/r1saicyopress/saicyopressvol53/index.html  

21 武蔵野市 HP「充電池(リチウムイオン電池)のごみ分別の啓発動画を作成しました」（閲覧日：2023 年 1 月 6 日）

http://www.city.musashino.lg.jp/kurashi_guide/gomi_kankyou_eisei/clean_center/1030876.html 

22 環境省「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」（2022 年 3 月 31 日）（閲覧日：2023 年 1 月 6 日）https://www.env.go.jp/recycle/libtaisaku.pdf  

https://www.city.niigata.lg.jp/kurashi/gomi/keihatsu/kankobutsu/saicyopress/backnumber/r1saicyopress/saicyopressvol53/index.html
http://www.city.musashino.lg.jp/kurashi_guide/gomi_kankyou_eisei/clean_center/1030876.html
https://www.env.go.jp/recycle/libtaisaku.pdf
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7.2 コンサルティングに関する関係者ヒアリングの実施 

7.2.1 ヒアリング調査実施概要 

7.1 で実施したコンサルティングをより効果的なものとするため、有識者や関係組織へのヒアリング調

査を 5 件実施した。ヒアリング調査の概要を表 7-19 に示す。 

 

表 7-19 コンサルティングに関する関係者ヒアリング調査実施概要 

ヒアリング対象 調査項目 

寺園 淳（国立研究開発法人国立
環境研究所 資源循環領域／上
級主席研究員） 

⚫ 市区町村に対するコンサルティング対応方針 

⚫ ヘルプデスク（7.3で後述）で受け付けた問い合わせへの対応
方針 等 

公益財団法人容器包装リサイクル
協会 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物対策に関する普及啓発等の取組
状況 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物対策における普及啓発に関する
課題 等 

一般社団法人小型家電リサイクル
協会 

⚫ リチウム蓄電池等処理困難物対策に関する認定事業者と市区
町村との連携状況、今後の連携可能性 

⚫ リチウム蓄電池等の回収・処理における課題 

⚫ 膨らんでいるなど状態の悪いリチウム蓄電池の取扱方法及び
排出先 等 

一般社団法人 JBRC（以下、
「JBRC」という。） 

⚫ 小型充電式電池の自主回収及び再資源化システムの構築・運
営の詳細（特に市町村との連携について） 

⚫ 関係業界や自治体、市民団体などへの協力のお願いと情報の
提供の詳細 等 

廃棄物処理事業者 A社 ⚫ リチウム蓄電池の処理に関する市区町村からの問い合わせ状
況 

⚫ リチウム蓄電池の処理を行う上での課題 

⚫ 市区町村が廃棄物処理事業者へリチウム蓄電池を引き渡す際
の留意事項 等 

7.2.2 ヒアリング調査結果概要 

前述のとおり実施したヒアリング調査の結果概要は以下のとおり。調査の結果は、コンサルティングの

実施対象の市区町村への情報提供内容、ヘルプデスクで受け付けた問い合わせへの回答内容にフィー

ドバックした。 

 

⚫ 市区町村の住民への周知啓発について 

◼ 周知啓発にあたっては、製品へのリチウム蓄電池の使用有無、リチウム蓄電池を使用した

製品の適切な処理方法の 2 点を理解していただくことが重要である。 

⚫ リチウム蓄電池の回収方法について 
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◼ リチウム蓄電池の回収拠点において、回収ボックスを目立たない場所に設置していると、

市区町村の住民が回収ボックスを見つけられず、回収されないことが懸念される。 

⚫ 使用済製品からのリチウム蓄電池の取り外しについて 

◼ リチウム蓄電池使用製品であることを示すマークや説明文が小さく、判別しにくい場合が

ある。また、製品によっては、説明書を見てもリチウム蓄電池を取り外しにくいものもある。 

◼ 市区町村から引き渡されたもののうち、リチウム蓄電池が残存している製品は、廃棄物処

理業者や小型家電リサイクル認定事業者において取り外し作業を行うが、どうしてもリチ

ウム蓄電池を外せない場合は、そのまま破砕処理を行わざるを得ないこともある。 

◼ 使用済製品からリチウム蓄電池を取り外す作業を、市区町村、小型家電リサイクル認定事

業者のどちらで実施すべきか、一概には言えないが、発煙、発火を防ぐためには、いずれ

かの主体がリチウム蓄電池を取り外す作業を行う必要がある。 

⚫ リチウム蓄電池の保管方法について 

◼ 小型家電リサイクル認定事業者では、電池の種類ごとに分け、蓋つきのドラム缶で保管す

る方法が多い。 

◼ 市区町村においてリチウム蓄電池を絶縁する場合は、電池の種類が分かるように、透明な

テープを使用することが望ましい。 

◼ 発煙・発火してしまったリチウム蓄電池は、水につけて消火している。 

⚫ JBRC 以外のリチウム蓄電池等の処理ルートについて 

◼ 小型家電リサイクル認定事業者によっては、JBRC が回収対象としない膨らんだリチウム

蓄電池等であっても処理できる場合がある。 

◼ JBRC がリチウム蓄電池の処理を委託しているリサイクラーへ、市区町村から直接引き渡

している事例もあると考えられる。 

◼ そういった処理ルートにおいて、処理に係る費用が高い、回収したリチウム蓄電池から資

源を十分に回収できていないといった状況であれば、一時的には市区町村へ当該処理

ルートを紹介するとしても、将来的な運用については検討が必要である。 

7.3 ヘルプデスクの設置及びQ&A集の作成 

リチウム蓄電池処理困難物適正処理対策に関する市区町村からの質疑を受け付けるため、ヘルプデ

スクを設置した。 

7.3.1 ヘルプデスクの概要 

（1） 市区町村への周知 

ヘルプデスクの設置期間、問合せ方法等に関する情報は、環境省より各都道府県一般廃棄物担当部

（局）を通じて各市区町村へ周知を行った。また、ヘルプデスク開設期間終了の 1 か月前に、再度、ヘル
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プデスクにて問い合わせを受け付けている旨の周知を環境省より実施した。 

（2） ヘルプデスクの運用 

ヘルプデスクは、令和 4 年 6 月 20 日 10 時から令和 4 年 12 月 24 日 0 時まで開設し、期間中は、

問い合わせを受け付ける専用のウェブサイトを環境省ホームページに開設した。ウェブサイトには、質問

者の氏名、所属、連絡先（電話番号、メールアドレス）、問い合わせ内容の入力フォームを整備した。 

受け付けた問い合わせの内容により、回答送付までの対応方針を表 7-20 のように設定した。過去

と同様な質問や単純な事実関係に関する質問については、事務局にて回答案を作成し、質問者へ回答

を送付したのち、環境省にて当該内容の確認を行い、必要に応じて回答の修正・再回答を行った。また、

回答に慎重を期す必要がある質問については、事務局にて回答案を作成し、環境省にて当該内容の確

認を行ったのち、事務局より回答の送付を行った。 

 

表 7-20 ヘルプデスクの問い合わせ分類と対応方針 

問い合わせ分類 対応方針 

過去と同様な質問 ⚫ 事務局にて回答案を作成し、質問者に回答 

⚫ 後日環境省に内容を確認し、必要に応じて回答を訂正 単純な事実関係に関する質問 

上記以外で、回答に慎重を要
すると考えられる質問 

⚫ 事務局にて回答案を作成し、環境省にて内容の確認を行った上
で事務局より回答 

7.3.2 ヘルプデスクの運用結果 

ヘルプデスクの運用期間中、25 件の問い合わせを受け付けた。問い合わせ内容ごとにカテゴリー分

けを行った結果を表 7-21 に示す。 

表には、各カテゴリーの問合せ件数を示しているが、いくつかのカテゴリーに跨る複数の質問が含ま

れる問い合わせがあり、その場合は該当するカテゴリーそれぞれでカウントした。また、リチウム蓄電池

等処理困難物対策に直接的に関連しない問い合わせについては、その他に分類した。 

 

表 7-21 ヘルプデスクの問い合わせ結果 

カテゴリー 問い合わせ件数 

リチウム蓄電池等の排出・収集運搬方法について ５ 

JBRCによる回収・再資源化活動について ２ 

収集したリチウム蓄電池等の保管方法について １ 

収集したリチウム蓄電池等の処理方法について ３ 

JBRC回収対象外のリチウム蓄電池等の処理方法について １１ 

リチウム蓄電池等処理困難物対策の推進体制について １ 

廃棄物処理法への対応について ３ 

その他 ３ 

注）問い合わせ件数は 25 件だが、いくつかのカテゴリーに跨る複数の質問が含まれる場合は、該当するカテゴリーそれぞれでカウント

したため、全カテゴリーの問い合わせ件数の合計とは一致しない。 

7.3.3 Q&A集の作成 

問い合わせ内容及び回答内容を取りまとめ、Q&A 集を作成した。表 7-21 に示すカテゴリーで、
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Q&A を記載し、取りまとめを行った。また、同様の内容のものについては、一つの問い合わせにまとめ

て記載し、「その他」に分類された問い合わせについては、Q&A 集への記載を行わなかった。作成した

Q&A 集は、添付資料の対策集を参照。 

7.4 対策集等に関するオンライン説明会の開催 

市区町村等を対象とした、リチウム蓄電池等処理困難物対策に関するオンライン説明会（1 回 2 時間）

を開催した。オンライン説明会の開催時期、開催手法、開催内容等については、事前に環境省担当官と

協議の上決定した。 

7.4.1 オンライン説明会の概要 

令和 4 年 4 月 1 日付事務連絡にて、環境省から各自治体へ周知が行われた「リチウム蓄電池等処理

困難物対策集」について、市区町村等への更なる普及を促進するとともに、リチウム蓄電池等に関する

問題意識の共有及び有識者等からの知見の提供を目的として、「リチウム蓄電池等処理困難物対策集

に関するオンライン説明会」（以下、「オンライン説明会」という。）を開催した。 

開催概要は、以下及び表 7-22 のとおり。 

⚫ 名称 

◼ リチウム蓄電池等処理困難物対策集に関するオンライン説明会 

⚫ 日時 

◼ 2022 年 7 月 21 日（木）14:00-16:00 

⚫ 開催方式 

◼ 開催会場（（株）三菱総合研究所会議室）にて講演、パネルディスカッション等を行い、その

様子をオンラインライブ配信（開催会場における視聴はなし） 

⚫ 対象 

◼ 市区町村担当職員 他関係者 
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表 7-22 リチウム蓄電池等処理困難物対策集に関するオンライン説明会開催概要 

時間 次第 講演者 

14：00-14：05 

（5分） 
開会（環境省挨拶） 

 環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理
推進課 課長 筒井誠二氏 

 事務局（株式会社三菱総合研究所） 
14：05-14：25 

（20分） 
有識者による基調講演 

 国立研究開発法人国立環境研究所 
資源循環領域  上級主席研究員 寺園淳氏 

14：25-14：40 

（15分） 
「リチウム蓄電池等処理困難
物対策集」の内容説明 

 事務局 

14：40-15：00 

（10分×2団体） 
業界関係者による講演 

 一般社団法人 JBRC 専務理事 金澤祐一氏 
 公益財団法人日本容器包装リサイクル協会 

プラスチック容器事業部 清水健太郎氏  

15：00-15：20 

（10分×2団体） 
対策に先進的に取り組む 

市区町村による講演 

 「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」への
掲載事例 
東京都武蔵野市 環境部ごみ総合対策課 
クリーンセンター係 係長 萩原朋也氏 

 「リチウムイオン電池等処理困難物適正処
理対策モデル事業」実施事例 
埼玉県坂戸市 環境産業部東清掃センター
主任 中村裕之氏  

15：20-15：25 
リチウム蓄電池等処理困難物
対策に関するご案内 

 事務局 

15：25-15：55 

（30分） 
講演者の皆様による 
パネルディスカッション 

 講演者各位 

15：55-16：00 閉会（環境省挨拶） 

 環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理
推進課 
課長 筒井誠二氏 

 事務局 

7.4.2 オンライン説明会参加者の募集 

（1） 参加申込専用ウェブサイトの作成 

オンライン説明会の参加申込を受け付けるため、専用のウェブサイト（申込フォーム）を作成した。申込

者から取得した情報は以下のとおり。 

⚫ 基本情報 

◼ 氏名（フリガナ） 

◼ 都道府県 

◼ 市区町村または一部事務組合名称 

◼ 部署（任意回答） 

◼ 電話番号 

◼ メールアドレス 

⚫ アンケート項目（任意回答） 

◼ 特に課題を感じているリチウム蓄電池等対策の観点（複数選択可） 

• 住民への周知・啓発の徹底 
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• リチウム蓄電池等の排出先の工夫 

• 収集運搬車両への混入・運搬中の発火・延焼防止 

• 処理施設における前処理の徹底 

• 処理施設における発火検知・延焼防止 

◼ 実際に行い、効果的と感じているリチウム蓄電池等対策があればその内容を教えてくださ

い（自由記述） 

（2） 環境省からの事務連絡による案内 

環境省より各自治体へ、2022 年 6 月 24 日付事務連絡にて、オンライン説明会の実施概要及び参

加申込専用ウェブサイトの案内を発出した。その際、コンサルティングの実施及びヘルプデスクの設置に

関する案内も併せて実施した。 

（3） 参加申込実績 

2022 年 8 月 21 日 15 時時点で、参加申込自治体数23は 283 件（延べ接続数 437 件）であった。

都道府県別の内訳は表 7-23 のとおり。 

また、オンライン説明会への申し込み時に「特に課題を感じているリチウム蓄電池等対策の観点」と

「実際に行い、効果的と感じているリチウム蓄電池等対策」の内容を把握した。主な内容は以下の通りで

あった。 

⚫ 回収体制における対策 

◼ 市が収集処理できないものにリチウム蓄電池を位置付けているが、破損したリチウム蓄電

池等を担当窓口まで持ち込んでもらった場合は引き取り、缶箱に入れ、保管 

◼ 小型家電のステーション回収を実施し、運搬時には平積みトラックを用いる 

◼ 住民への周知・啓発の徹底 

⚫ 処理施設における対策 

◼ 破砕処理前の作業員による選別の実施 

◼ 塩水にリチウム蓄電池等を漬け、完全放電する 

◼ 処理施設における発火検知、監視設備の増設 

  

 
23 都道府県庁からの参加申込も認めたため、市区町村だけでなく、都道府県の件数も含む。 
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表 7-23 オンライン説明会参加申込自治体数（接続数） 

北海道 15件（20件） 石川県 1件（1件） 岡山県 7件（7件） 

青森県 3件（3件） 福井県 1件（1件） 広島県 7件（14件） 
岩手県 5件（5件） 山梨県 1件（1件） 山口県 6件（6件） 
宮城県 4件（7件） 長野県 11件（19件） 徳島県 2件（2件） 

秋田県 0件 岐阜県 3件（4件） 香川県 3件（9件） 
山形県 2件（2件） 静岡県 5件（7件） 愛媛県 8件（8件） 
福島県 6件（7件） 愛知県 8件（9件） 高知県 3件（5件） 

茨城県 10件（14件） 三重県 4件（5件） 福岡県 12件（19件） 
栃木県 5件（12件） 滋賀県 4件（4件） 佐賀県 9件（12件） 
群馬県 3件（5件） 京都府 8件（10件） 長崎県 3件（3件） 

埼玉県 11件（14件） 大阪府 18件（26件） 熊本県 2件（3件） 
千葉県 12件（20件） 兵庫県 11件（25件） 大分県 1件（4件） 
東京都 36件（82件） 奈良県 0件 宮崎県 3件（3件） 

神奈川県 6件（9件） 和歌山県 2件（4件） 鹿児島県 4件（5件） 
新潟県 6件（9件） 鳥取県 3件（5件） 沖縄県 7件（11件） 
富山県 2件（4件） 島根県 0件   

注：カッコ内の数は延べ接続件数 

 

 

図 7-3 特に課題を感じているリチウム蓄電池等対策の観点 

7.4.3 オンライン説明会の資料作成 

オンライン説明会のうち、「「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」の内容説明」及び「リチウム蓄電池

等処理困難物対策に関するご案内」について、資料作成を行った。（添付資料参照） 

また、各講演者と講演内容を相談の上、資料の作成を依頼した。 

7.4.4 オンライン説明会の実施結果 

（1） 市区町村等の視聴実績 

オンライン説明会は、常時 250 名程度（延べ接続数）が視聴し、説明会途中での大幅な視聴者の離

脱は発生しなかった。延べ接続数の推移を図 7-4 に示す。 
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図 7-4 オンライン説明会延べ接続数推移 

注）1 分単位で述べ接続数をカウント。視聴者のアカウント名には必ずしも自治体名や氏名が入力されていないため、自治体以外の関係

者や事務局関係者が件数に含まれる可能性がある。 

（2） パネルディスカッションの概要 

オンライン説明会では、各講演者によるリチウム蓄電池等処理困難物対策に関するパネルディスカッ

ションを実施した。パネルディスカッションの参加者と主な議論の内容を以下に示す。 

⚫ パネルディスカッション参加者 

◼ 国立研究開発法人国立研究所資源循環領域上級主席研究員 寺園淳 氏 

◼ 一般社団法人 JBRC 専務理事 金澤祐一 氏 

◼ 公益社団法人日本容器包装リサイクル協会プラスチック容器事業部 清水健太郎 氏 

◼ 東京都武蔵野市環境部ごみ総合対策課クリーンセンター係 萩原朋也 氏 

◼ 埼玉県坂戸市環境産業部東清掃センター副所長 井川紀彦 氏 

⚫ 主な議論の内容 

◼ 議題① 市区町村における課題（苦労）について 

• リチウム蓄電池が使用された製品かどうかの判断が難しいことや、製品からの取り外

し方が分かりづらいこと等、リチウム蓄電池について不明点が多い。 

• 様々な媒体を活用した周知を行っても、住民のリチウム蓄電池の適切な分別排出への

認知が進まない。 

• 処理施設の運用事業者と対策に関する協議の実施が必要な点、消火設備の増強に多

額の費用がかかる。 

• 処理施設等における火災対策のための設備増強には多額の費用がかかる。 

• プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が本格運用される関係で、製品プ

ラスチックと容器包装プラスチックが一緒に排出されるため、プラスチック中間処理施

設等での発火事例が増加することが懸念される。 
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◼ 議題② 今後のリチウム蓄電池等対策への期待 

• 住民に対してリチウム蓄電池等の適正処理に関する情報を十分に普及することは、一

自治体だけの取組だけでは困難である。全国的にリチウム蓄電池が危険物であること

を周知する必要がある。 

• 上流側の取組として、リチウム蓄電池が使用された製品であることや危険性を示す

マーク等を表示する等、製造業者等にも積極的に周知を実施してもらいたい。 

• リチウム蓄電池は非常に便利なものであり、その利便性を我々は享受している。一方

で、利便性の高い製品は処分を行う際に細心の注意を払うことと、資源として回収が

必要であることを一体的に伝えることが重要である。 

• 上流側の製造業者等も作る責任を認識し、サプライチェーン全体を通じた対策を進め

る必要がある。 

7.4.5 オンライン説明会内容の動画作成等 

（1） 動画データの作成 

オンライン説明会の内容を動画で収録し、不要部分の削除やチャプター分けを行った動画データを作

成した。作成した動画データは以下の通りである。 

⚫ 編集を行わない動画データ 

⚫ 各講演やパネルディスカッション等の場面転換時のシーンをカットした動画データ 

⚫ オンライン説明会の次第ごとにチャプター分けを行った動画データ 

（2） 見逃し配信の実施 

本説明会の内容を収録した動画データを YouTube チャンネルにて、オンライン説明会終了後、9 月

5 日～10 月 6 日まで、見逃し配信を行った。また、見逃し配信期間中にオンライン説明会で使用された

講演資料（PDF 形式）を、全市区町村を対象に公開した。 

7.5 対策集の更新 

令和 3 年度に作成した「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」について、より効果的な資料とするた

めの更新を実施した。更新を行ったそれぞれの項目について、更新内容の概要をまとめる。 

7.5.1 JBRCが回収対象としないリチウム蓄電池等の回収ルートの紹介 

「リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策に関するヘルプデスク」には、市区町村担当者から喫緊

の課題として一般社団法人ＪＢＲＣが回収対象としないリチウム蓄電池やリチウム蓄電池を取り外すこと

ができない小型家電の回収ルートについての問い合わせが複数寄せられた。 

このことから、JBRC による回収ルート以外の回収ルートとして、「（1）小型家電リサイクル法認定事業
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者による小型家電の回収ルート」、「（2）その他の回収ルート」を紹介する項目を追加した。 

7.5.2 交付金に関する情報 

令和 5 年 1 月 1 日より、循環型循環型社会形成推進交付金、廃棄物処理施設整備交付金及び二酸

化炭素排出抑制対策事業交付金に関する交付取扱要領並びに二酸化炭素排出抑制対策事業費等補

助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）に関する実施要領に記されている「交

付の対象となる廃棄物処理施設等の範囲」に「消火設備その他火災防止に必要な設備」を明示した。 

市町区村等が、一般廃棄物処理施設の整備に当たって消火設備その他火災防止に必要な設備の整

備を行う場合、基本的にはこれらの交付金等の対象となることから、設備の整備に当たり、積極的に活

用いただくため、交付金に関する情報を追加した。 

7.5.3 ヘルプデスクにおけるQ&A集 

「リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策に関するヘルプデスク」にて受け付けた問い合わせ及び

回答の内容を取りまとめた Q&A 集を添付資料として追加した。 

7.5.4 海外における取組事例 

海外におけるリチウム蓄電池等の回収率向上のための取組事例を添付資料として追加した。 
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8. 資料作成 

小型家電リサイクル法の施行状況等の調査・分析について、環境省担当官の指示の下、環境省が提

供する資料や既存の調査・文献等から収集し、基礎データ等を整理し、取りまとめを行った。 

具体的には、環境省内に報告を行うための小型家電リサイクル制度の施行状況に関する関連資料の

整理、取りまとめを行った。 
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添付資料 

（１） 対策集等に関するオンライン説明会資料 

（２） リチウム蓄電池等処理困難物対策集 
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（１）対策集等に関するオンライン説明会資料 
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事務局からのご案内
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3

◼令和4年度環境省業務の一環で、「リチウム蓄電池等処理困難物適
正処理対策に関するヘルプデスク」を開設中

◼ お問い合わせの受付内容

◼ 「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」の内容に関するご質問、ご意見、ご要望

◼リチウム蓄電池対策全般に関するご意見、ご要望 等

◼ 設置期間

◼2022年6月27日（月）～2022年12月23日（金）（予定）

◼ お問い合わせ方法

◼専用受付フォームより、お問い合わせをお願いいたします。
https://mri-project.smktg.jp/public/application/add/13406

◼内容によっては、ご回答に最長2週間程度お時間をいただく場合がございます。

◼本日の説明会以降、「説明会の内容に関するご質問」についても受け付けます。

ヘルプデスクのご案内

事務局からのご案内

4

◼令和4年度環境省業務の一環で実施する、「リチウム蓄電池等処理
困難物の適正処理および小型家電リサイクル事業継続に向けた市
区町村へのコンサルティング」への参加市区町村を募集中。

◼ 応募方法

◼環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課（リチウム蓄電池等処理困難物担
当）宛へメールでご応募ください。 メールアドレス： hairi-haitai@env.go.jp
※応募多数の場合は応募の背景・目的等を確認の上、環境省が選定いたします。

◼本コンサルティングにあたり、各市区町村に費用は発生いたしません。

◼ 募集期間

◼令和４年８月５日（金）まで

◼ コンサルティング実施会社

◼株式会社三菱総合研究所（令和4年度業務受託者）

コンサルティング事業のご案内（1/2）

事務局からのご案内



 

199 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5

◼ 実施内容

◼環境省（委託先）が現場確認を行い、市区町村の実情を把握した上で、市区町村の担当
者や施設運営者との意見交換を通じて課題を抽出し、改善メニューの検討、市区町村
に対する提案を行う。

◼市区町村は提案内容について検討を進め、可能な限り改善を行い、その結果を検証す
る（例：小型家電回収量増加への寄与、リチウム蓄電池等を原因とした火災件数の減少
を確認）。

コンサルティング事業のご案内（2/2）

事務局からのご案内

現場確認 意見交換 課題抽出・提案
提案内容の検討

改善

⚫ リチウム蓄電池や小型家
電が排出されるごみス
テーションの確認

⚫ 小型家電の持込み回収
場所の確認

⚫ 清掃センターでのピック
アップ作業の確認

⚫ 処理施設等での発火防
止策の確認 等

⚫ ごみステーションでの分
別の徹底可能性

⚫ 広報普及啓発方法の改
善可能性

⚫ 費用便益ツールの使い
方

⚫ リチウム蓄電池の前処
理段階での自動化・効
率化の可能性 等

⚫ ごみステーションにおけ
る不燃ごみの組成調査
を行い、分別状況を確認

⚫ ごみ処理施設等での検
知器、消火設備等の配置
の工夫

⚫ 普及啓発資料の改善 等

⚫ 組成調査を実施
⇒分別の再徹底を指導
⇒回収量増加への寄与
の確認

⚫ 小型家電回収の費用便
益の確認

⚫ 設備の構造の見直し
⇒火災件数の減少の確
認
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2022年7月21日（木）

「リチウム蓄電池等処理困難物対策集」

ご説明

リチウム蓄電池等処理困難物適正処理対策に関するオンライン説明会

１. 対策集の作成目的 3

２. 全国の対策状況 8

３. 先進的な対策事例の紹介 14

４. 令和3年度モデル事業の紹介 20

５. ライフサイクル全体での対策 30
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3

１．対策集の作成目的

4

◼小型家電リサイクル法における「小型家電製品回収量目標：14万ｔ」

は未達成であり、回収量拡大が急がれる

◼他方で、廃棄物処理時のリチウム蓄電池等に起因する火災が頻発

リチウム蓄電池に起因する火災が喫緊の課題

１．対策集の作成目的

二次電池に起因した破砕施設などの火災発生状況小型家電回収量の目標値と実績値

255,

15％

2７３,

1６％

１,１４５ ,

６６％

６１,

３％

（件,％）

31％

◼ 発生している

◼ 二次電池に起因すると

疑われる火災の発生

（原因不明）

◼ 発生していない

◼ 状況を把握していない、

不明

（市区町村数ベース：ｎ＝1,734）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H28年度H29年度H30年度 R元年度 R２年度

◼ 市区町村からの回収

◼ 小売店等からの回収

（t）

（市区町村数ベース：ｎ＝1,734）

実績値：10万t

目標値：14万t
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出所）環境省「市区町村における使用済小型電子機器等のリサイクルへの取組状況に関する実態調査」

◼リチウム蓄電池を使用した製品が処理工程へ混入、火災が発生

◼火災への対策を実施する市区町村が増加

火災増加に伴い、市区町村での対策も拡大

１．対策集の作成目的

二次電池に起因した火災等への対策二次電池に起因した火災等の発生品目

154

81

72

42

31

25

16

69

60

0 50 100 150 200

モバイルバッテリー

加熱式たばこ

コードレス掃除機

スマートフォン

電気かみそり

ロボット掃除機

ワイヤレスイヤホン

その他

原因不明

二次電池に起因した火災が発生している市区町村：ｎ＝255

（件）

37.4%

36.4%

18.7%

34.0%

35.8%

28.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

清掃工場等に火災検知器、スプリンクラー等を増設

清掃工場等で二次電池が含まれるごみを圧縮しない

住民への二次電池排出方法・排出区分の周知検討

清掃工場等での処理前に蓄電池等抜き取りを実施

平積み車を用いて運搬することで

二次電池が含まれるごみを圧縮しない

保管場所での火災検知器、適切な保管容器等の使用

収集車両に載せる前に蓄電池等抜き取りを実施

収集車両へのごみの積載率を下げることで、

二次電池が含まれるごみの圧縮を抑制

発火の危険性のあるごみとして分別・回収

◼ 令和3年度調査（市区町村数ベース：ｎ＝1,734）
◼ 令和２年度調査（市区町村数ベース：ｎ＝1,721）

※選択肢の6番目以下は、令和3年度調査のみ把握

特に実施していない

（複数回答） （複数回答）

収集車両に消火器等を搭載

6

先進事例・モデル事業を参考に、対策実施を

１．対策集の作成目的

課題 現状

二
次
電
池
に
起
因
し
た
火
災
多
発

対策の観点
対策メニュー

（詳細は本スライドP9-13参照） 事例紹介

１． 住民への周知・啓発

車両への混入や
運搬時発火防止

４． 前処理の徹底

火災検知・
延焼防止

蓄電池等の
排出先工夫

◼対策集では5つの対策の観点別に、対策メニューや事例を紹介

不適切な
ごみ区分
への排出

収集運搬
車両への
混入

処理施設
での発火

２．

３．

5．

A)排出先や捨て方の周知

B）混入の危険性の周知

C）周知ルートを増やす

D）蓄電池対象のごみ区分創設

E）回収ボックスの設置・拠点回収

F）ごみ投入前の確認徹底

G）蓄電池の圧縮を回避

H）迅速な消火体制づくり

I）手選別による蓄電池排除

J）機械選別による蓄電池排除

K）処理業者への確実な引渡し

M）発火・発煙検知器の設置・目視

L）処理工程構造や設置の工夫

モデル事業

（P21-29参照）

→事例１，２

（P16,17参照）

→事例３

（P18参照）

→事例４

（P19参照）

発火回避 発火時対応
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◼実施可能な部分から対策を進め、発煙・発火事故の発生を防ぐ

対策メニューの検討・実施ステップ（例）

１．対策集の作成目的

A)排出先や捨て方の周知

B）混入の危険性の周知
C）周知ルートを増やす

D）蓄電池対象のごみ区分創設E）回収ボックスの設置・拠点回収

F）ごみ投入前の確認徹底

G）蓄電池の圧縮を回避
H）迅速な消火体制づくり

I）手選別による蓄電池排除
J）機械選別による蓄電池排除

K）処理業者への確実な引渡し

M）発火・発煙検知器の設置・目視 L）処理工程構造や設置の工夫

対策の観点

１． 住民への周知・啓発

車両への混入や
運搬時発火防止

４． 前処理の徹底

火災検知・
延焼防止

蓄電池等の
排出先工夫

２．

３．

5．

対策メニューの検討・実施ステップ（例）

• 既存媒体での周知内容を工夫しつつ、新たな媒体での周知を試行

• 回収拠点の増加、さらにはごみステーションでの分別回収を検討

• まずは発火時対応を強化しつつ、可能な範囲で収集方法自体を見直し

• 破砕機投入前の選別強化（機械選別の導入で高い効果を挙げた事例も）

• 早期検知のため検知器を効果的に配置、発火が多い工程に対策を実施

発火回避 発火時対応

8

⚫対策集4章の内容に相当

2．全国の対策状況
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◼第一段階：排出先/捨て方や混入の危険性を周知する

◼第二段階：アプリやSNSを活用し、周知ルートを増やす

１．住民への周知・啓発

２．全国の対策状況

◼ ごみ分別アプリによる周知

◼Web上の公式サイトやSNSの公式アカウント（Twitter等）での発信、市民新

聞での発信、移動式拠点回収時のチラシ配布

◼市の公式LINEアカウントにて、ごみ収集コーナー、分別方法について周知

◼火災発生地域の自治会を通じて火災状況を回覧。

周知ルート
を増やす

２．
周知方法
の工夫

◼ 市HPで、「絶対に入れないでください ー 発火の原因となる異物の例」を具体的に周知

◼ リチウム蓄電池を原因とする発火件数を公表し注意喚起を行えるよう原因究明体制強化

◼ 消防局と連携してリチウム蓄電池の発火実験を行いTVで報道

混入の
危険性
の周知

◼ 容器包装プラスチックは、「プラマーク容器包装」という名称で分別収集し、異物混入削減

◼ 充電式電池のリサイクルマークの見分け方を解説・形状別の絶縁方法を写真で例示

◼ リチウム蓄電池の有害ごみへの分別排出を周知・誘導するチラシを配布

◼ 市で発行する広報誌（自治会・区経由で配布）にて、月に1回ごみの記事を掲載

排出先や
捨て方の
周知

１．
周知

アプリ

SNS

その他

発火時対応発火回避

10

◼新たなごみ区分づくり（ソフト面）と拠点回収の実施（ハード面）

２．リチウム蓄電池排出先の工夫

２．全国の対策状況

◼ 加熱式たばこ、電子たばこについて、役所の担当課の窓口に設置した回収ボックスで回収

◼ 小型家電の回収ボックスを市内の複数の公共施設に設置し、直営の職員が回収

◼ 小型家電ボックスに、小型家電と電池の両方の投入口を設置

◼ 公共施設にJRBCの二次電池回収BOXを設置し絶縁用セロハンテープも常設

回収ボックスの設置、拠点回収を実施

ハ
ー
ド
面

◼ 電池類、ライター、スプレー缶等を対象とした「危険物」「有害物」といった区分に位置付け

◼ リチウム蓄電池を取り外せない製品を「充電式電池の取外しが困難な電化製品」の区分で

回収。戸別収集を行う不燃ごみの収集日に合わせて収集。

◼ ごみ集積所へ排出する際に、透明または半透明の袋に入れ、袋に「キケン」と表記してもら

い、収集運搬業者が判別できるようにする（収集は平積み車で行い、電池の圧縮を防ぐ）

リチウム蓄電池等を対象と明示したごみ区分を創設

ソ
フ
ト
面

発火時対応発火回避
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◼特定のごみ区分ではパッカー車ではなく軽トラック等で回収、ごみの圧縮を抑制

◼リチウム蓄電池やリチウム蓄電池製品の混入が多いごみ区分のごみを収集する際に

はパッカー車内にごみを詰め込みすぎないようにし、ごみの圧縮を抑制

◼リチウム蓄電池とリチウム蓄電池を取り外せない製品の収集を行う際には、圧縮によ

る発火を防ぐために平ボディ車等を使用

電池に衝撃を
かけないよう
圧縮を回避

◼発火回避と発火時対応・延焼防止の両面に取り組む

３．収集運搬車両での発火・延焼防止

２．全国の対策状況

◼空気が入って燃え上がる可能性があるため、住宅や街路樹が少ない場所に移動して

から開けて対応（これにより、車両への延焼が最小限となる）

◼収集運搬車両に消火器や消火剤（作業員が投げて消火活動が可能なもの）を搭載し、

収集運搬中に車両内で発火時に、収集を行う職員が迅速に消火できる環境を整備

◼収集運搬時の発煙・発火時の対応マニュアルを作成（収集運搬中の車両内発火時は、

消防への連絡と広く安全な場所への車両移動を行い、積荷を降し消火活動を行う等）

迅速な消火
対応による
延焼防止

発火時
対応

◼リチウム蓄電池やリチウム蓄電池製品の混入が多いごみ区分の収集時に、収集員が袋

を開封し中身を確認して混入していないか確認

◼リチウム蓄電池やリチウム蓄電池製品の混入を発見した際にパッカー車内に投入せず、

車両外側の袋等に入れ回収

◼リチウム蓄電池やリチウム蓄電池製品が混入しているごみ袋に違反ステッカーを貼り

付け、収集を行わないことにより排出者への注意喚起

ごみ投入前の
確認

発火回避

発火時対応発火回避

12

◼圧縮梱包前に手選別で行っていた選別を、選別機による機械選別（風力選別）に変更

（その結果、手選別の頃より、約3倍のリチウム蓄電池が分別された。引渡先でも、発煙・

発火事故は起きなくなった。）

機械選別

◼破砕機投入前にリチウム蓄電池等を除去

◼手選別の事例が多い一方、機械選別の導入事例も

４．処理施設：前処理の徹底

２．全国の対策状況

◼処理施設での分別後、膨らんだリチウム蓄電池や、海外メーカー品等、JBRCルートに出

せないものは、水銀含有廃棄物処理委託業者へ引き渡す

◼運搬途中に絶縁テープが外れるケースがあるため、テープを強く巻き排出

処理業者
への確実
な引渡し

その他

◼ごみの破砕処理を行う前に職員がごみ袋の中身を確認。蓄電池等が混入していた場合に

は手選別を実施。

◼プラスチック製容器包装の選別ラインにシルバー人材の方を配置していたが、選別の

チェックが甘く、発火した事例を受け、人員の見直し等を実施

◼プラスチックごみでは、風力選別で軽量物、重量物に分けたうちの後者のラインにリチウ

ム蓄電池等の異物混入が多いことから、重量物レーンに多くの職員を配置

◼リチウム蓄電池製品に関する情報収集を行い、処理施設の職員向けに勉強会を開催。手

選別作業時にリチウム蓄電池製品をごみから確実に取り除けるよう普及啓発。

手選別

選別の
徹底

発火時対応発火回避
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◼発火時に発火源を取り出せる位置まで移動可能なように、検知器の設定を変更

◼不燃ごみ高速回転破砕後の破砕物搬送コンベヤ上での発煙・発火検知時、処理ラインが

一時停止し、コンベヤの逆送でコンベヤ上の破砕物を全てバケットに投入、浸水させる

◼発火時に職員が処理施設を手動停止できるよう、各フロアに手動停止スイッチを増設

◼破砕物を搬送するコンベヤベルトを難燃性材質のものに交換し、搬送途中の延焼を防ぐ

処理工程
構造や設備
の工夫

◼発火検知の精度を高め、効果的な消火体制を整備

５．処理施設：発火検知・延焼防止

２．全国の対策状況

◼発火防止及び発生時の対策のマニュアル化、周知徹底

◼処理施設内の点検場所や消火窓を増設し、消火活動が迅速に行えるよう環境整備

◼発火時に職員が手動で消火活動を行えるよう、既存水管を分岐、消火用ホースを設置

◼既存の可燃ガス検知式スプリンクラーを、泡消火剤入り消火液を散布できる仕様に改造

延焼防止

◼検知した際には処理設備を停止し、自動で散水、消火活動

◼処理施設内のうち、特に発火・発煙件数が多い処理工程（保管ピット内、破砕機出口部分

など）を中心に、発火・発煙検知器を設置。その他、爆発検知器や、スプレー缶等から出

る可燃性ガス濃度検知器を設置。

◼監視カメラは、ラインに近い位置への設置だけでなく、カメラ外の位置から発煙・発火す

る可能性を下げるため、より引いた位置から、広範囲を撮影可能なカメラを増設

◼処理施設内の点検場所や消火窓を増設、職員による目視点検

検知器設置
・目視確認

発火検知

◼ ソフト面

◼ ハード面

発火時対応発火回避

迅速な
消火対応

14

⚫対策集5章（5.1）の内容に相当

3．先進的な対策事例の紹介
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市区町村における先進的な対策事例

３．対策事例の紹介

◼ リチウム蓄電池分別回収
◼ 手選別工程：リチウム蓄

電池を重点的に除去

東京都

府中市

◼ 技術的知見を持つ市職

員が自ら汎用品等で使

用可能な設備を探し、

メーカーに提案

（1/10の価格で導入）

静岡県

静岡市

◼ 不燃ごみ回収時に蓄電

池等の混入有無を確認

する展開検査
◼ YouTubeチャンネル

における啓発活動

東京都

武蔵野市

◼ リチウム蓄電池の回収区

分であった特定5品目に

蓄電池を取り外せない

小型家電を追加

新潟県

新潟市

約26万人
不燃ごみ

収集：3,333ｔ
実施

（危険ごみ）

約15万人

約70万人

約80万人

不燃ごみ
収集：1,120ｔ

不燃ごみ
収集：2,743ｔ

直接搬入：3,191ｔ

不燃ごみ
収集：3,873ｔ

直接搬入：2,093ｔ

実施
（危険ごみ）

実施せず

実施
（特定５品目）

市区町村
名

◼ 破砕施設周辺の発火検

知・延焼防止対策の実

施

◼ 監視強化、発火・発煙対

策の施設運営マニュア

ルへの反映
◼ 処理施設：火炎検知器

等の増設、常時散水設

備の設置

◼ 合成界面活性泡消火設

備AI、赤外線火災検知

装置の設置

◼ 処理施設における全般

的な発火検知・延焼防

止対策の実施

人口
蓄電池混入が
多いごみ区分

二次電池
の回収 発火回避 発火時対応

ごみ処理に関する基本情報 特徴的な対策のポイント
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⚫対策集5章（5.2）の内容に相当

４．令和3年度モデル事業の紹介
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※リチウムイオン電池等処理困難物適正処理対策モデル事業（令和3年度実施）

モデル事業実施市区町村

４．対策モデル事業の紹介

市区町
村名

人口
モデル事業実施前の

回収体制

モデル事業における実施内容 効果検証方法 実施
費用
（千円）回収体制の構築 広報・普及啓発

組成
調査

回収量
比較

市民
調査

発火
比較

鳥取県
鳥取中部
ふるさと
広域連合

約
10万人

◼ ＪＢＲＣリサイクル協力店での
回収

◼ごみ処理施設での選別・処
理

◼小型家電として回収

◼既存の回収区分
への合流

◼ リチウム蓄電池
単体はＪＢＲＣ
ルートで回収

◼ テレビ放映
◼ ＨＰ
◼ポスター
◼広報誌
◼ ＳＮＳ 等

〇 〇 〇 ー 6,731

埼玉県
坂戸市

約
10万人

◼ ＪＢＲＣリサイクル協力店での
回収

◼小型家電回収ボックスでの
回収

◼ 既存の回収区分
への合流

◼ チラシ
◼ポスター
◼収集車へ掲示
◼看板・イベント

〇 〇 〇 〇 5,505

岡山県
倉敷市

約
48万人

◼ ＪＢＲＣリサイクル協力店での
回収

◼環境センターなどでの回収
◼粗大ごみとして回収

ー

◼市内小学校の
出張講座

◼ チラシ
◼ごみ分別アプリ
◼下敷き

〇 ー 〇 ー 4,205

愛知県
瀬戸市

約
13万人

◼ ＪＢＲＣリサイクル協力店での
回収

◼資源リサイクルセンターへの
直接持ち込み

◼既存の回収区分
への合流

◼市役所へ回収
ボックス設置

◼ チラシ
◼動画
◼収集用袋
◼ ステッカー

〇 〇 〇 ー 2,165

◼ 環境省にて、市区町村におけるリチウム蓄電池等対策に資する周知や分別区分

設定等を支援するモデル事業※を実施

22

モデル1：鳥取県鳥取中部ふるさと広域連合

４．対策モデル事業の紹介 広報・
普及啓発

回収体制
構築

◼ 回収区分変更の効果検証のため、市民アンケート調査、ごみ質調査を実施した

◼ 有害/不燃ごみ・

小型家電の一体

型製品数と蓄電

池総量

ごみ質調査（事前）

◼ HP

◼ ポスター

◼ 広報誌

◼ 折込/SNS

住民周知

◼ 二次電池の取外

し不可な製品を

有害ごみとして

回収

回収方法の変更

◼ 事前調査と同様

の調査範囲・対

象

ごみ質調査
（アンケート調査）

◼ 新しいごみ区分

「有害ごみ」の実

施について

冊子の改訂・配布

モデル事業の実施内容

回収体制の構築

従来 モデル事業

小型家電

電池類
蛍光管等

小型家電区分

有害ごみ区分

認定事業者

処理業者

小型家電
（電池取外可）

小型家電
（電池一体型製品）
電池類/蛍光管等

小型家電区分

有害ごみ区分

認定事業者

処理業者
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モデル２：埼玉県坂戸市

４．対策モデル事業の紹介

◼回収区分変更前後で、住民への意識調査を実施した

◼ リチウム蓄電池の分
別・危険性に関する意
識調査

◼ 収集車両と処理施設
での発火件数

（実施前）市民アンケート調査
発火発生件数・回収量の調査

◼ 広報チラシの配布

◼ ポスター掲載

◼ ごみ分別アプリでの
啓発

住民周知

◼ 新たな分別区分設置
（リチウム蓄電池を他
電池等と一緒に収集・
一体型製品区分の新
設）

回収方法の変更

◼ リチウム蓄電池の分
別・危険性に関する意
見収集

◼ 収集車両と処理施設
での発火件数

（実施後）市民アンケート調査
発火発生件数・回収量の調査

モデル事業の実施内容

回収体制の構築

従来 モデル事業

リチウム蓄電池
一体型製品

廃乾・コイン電池
ライター

JBRCリサイクルボックス
（協力店）

小型家電回収ボックス

東清掃センター

リチウム蓄電池
一体型製品

リチウム蓄電池
廃乾・コイン電池

ライター

JBRCリサイクルボックス
（市及び協力店）

小型家電回収ボックス

東清掃センター

一体型製品
新規

新規

広報・
普及啓発

回収体制
構築
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モデル３：岡山県倉敷市

４．対策モデル事業の紹介

◼ 処理施設でのごみ組成調査に加え、出張講座による周知を実施した

◼ 市内の小学校にて、リチウム蓄電池の危険性等を
講義

◼ 子供向け情報誌への掲載

◼ チラシ・ごみ分別アプリ・下敷き、を活用した広報
活動

住民周知

◼ 組成調査：リチウム蓄電池を含む製品・重量をカウ
ント

◼ 処理施設の実態調査：見学・作業員との意見交換

◼ 出前講座：小学校の保護者に対し、講義前後の意
識調査

◼ 市民モニター：モデル事業実施前後の意識調査

組成調査・処理施設の実態調査
市民アンケート

モデル事業の実施内容

実施結果

◼ 小学校での出張講座は、学校での学びを家庭内の学びにつなげる効果がある

◼ チラシを見た後、ごみの捨て方の理解度が向上する

住
民
周
知

実
態
調
査

◼ リチウム蓄電池廃棄物は小型家電回収量の３％を占め、取外し困難な製品等が半数以上である

広報・
普及啓発

回収体制
構築
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モデル４：愛知県瀬戸市

４．対策モデル事業の紹介

◼ 回収区分の変更を、動画や啓発用ビニール袋配布等も活用して広く周知した

◼ 啓発用蓄電池収集ビニール袋
配布

◼ 啓発チラシの配布

◼ 動画による啓発

◼ 既設資源物看板での啓発

住民周知

◼ 新たな分別区分の設置
（リチウム蓄電池を他電池等と
一緒に収集・一体型製品区分
の新設）

回収方法の変更

◼ リチウム蓄電池及び小型家電
の回収量把握

◼ 市民アンケート調査（愛知電子
申請システム）

（実施後）市民アンケート調査
回収量の調査

モデル事業の実施内容

回収体制の構築

従来 モデル事業

リチウム蓄電池
一体型製品

資源ごみ

JBRCリサイクルボックス
資源リサイクルセンター

クリーンセンター

リチウム蓄電池
一体型製品

JBRCリサイクルボックス
資源リサイクルセンター
市役所へ回収ボックス設置

資源ごみ クリーンセンターステーション
回収

新規

広報・
普及啓発

回収体制
構築

ステーション
回収
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⚫対策集6章の内容に相当

５．ライフサイクル全体での対策
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◼市区町村における対策だけでは課題解決には至らない

◼他の関係者も巻き込んだライフサイクル全体での対策検討が必要

リチウム蓄電池のライフサイクル全体での対策を実施

５．ライフサイクル全体での対策

電池メーカー

電池
輸入事業者

電気電子機器
メーカー

電池使用製品
輸入事業者

小売事業者
（EC※事業者等も含む）

消費者 使用済電池

市区町村

電気電子機器
メーカー

小型家電
認定事業者

電池再資源化
業者

：①電池を混入させない対策

：②電池の混入を想定した対策

• 分別排出に向け
た表示

• 分別排出に向け
た周知

• 回収体制の構築
（JBRCへの加
盟等）

• 分別排出に向
けた表示

• 分別排出に向
けた周知

• 回収体制の構
築（自主回収）

• 分別排出に向
けた周知

• 回収体制の構
築（JBRCへの
協力） • 適切な分別

• 回収体制の構
築（再掲）

• 多様な回収
ルートの構築

• 回収体制の構
築（再掲）

• 分別排出に向けた
周知

• 分別回収の実施
• 目視確認、手選別
（収集運搬時）

• 目視確認、手選別
（中間処理時）

• 炎等検知器、カメラ
等の設置

• 消火設備の設置

市区町村

• 分別排出に向けた周
知

• 分別回収の実施
• 目視確認、手選別（収
集運搬時）

• 目視確認、手選別
（中間処理時）

• 炎等検知器、カメラ
等の設置

• 消火設備の設置

電池メーカー
JBRC等

※EC：Electric Commerce（電子商取引）

製造・輸入 流通 使用 回収・処理

市区町村において取り得る対策（再掲）
• 消費者へ情報提供、注意喚起
• 回収ルート構築（市区町村による収集、拠点回収等）
• 収集車両、処理施設における発火・延焼防止

使用済
電池使用製品

※ライフサイクル：製品における、製造～使用～回収・処理の一連の流れ
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（２）リチウム蓄電池等処理困難物対策集 
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